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第１章 林地開発許可制度の概要 

 

森林は、水源の涵養、災害の防止、環境の保全といった公益的機能を有しており、国民生活の安定と

地域社会の健全な発展に寄与しています。また、開発によりこれらの森林の機能が失われてしまった場

合には、これを回復することは非常に困難なものとなります。 

従って、森林において開発行為をするに当たっては、森林の有する役割を阻害しないよう適正に行う

ことが必要であり、なおかつ、それが開発行為をする者の権利に内在する当然の責務でもあります。 

林地開発許可制度は、このような観点から、これらの森林の土地について、その適正な利用を確保す

ることを目的としています。 

 

第１ 用語の定義 

この手引における用語の定義は、次の各項のとおりとする。 

１ 開発行為とは、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２第１項に規定する開発行為を

いう。 

２ 申請者とは、開発行為に係る許可を受けようとする者をいう。 

３ 開発行為者とは、開発行為に係る許可を受けた者をいう。 

４ 開発区域とは、開発行為に係る森林法第５条の森林（地域森林計画対象森林）の土地の区域をい

う。 

５ 開発対象区域とは、開発区域及び当該開発区域に介在し、又は隣接して残置することとなる森林

又は緑地で開発行為に係る事業に密接に関連する区域をいう。 

６ 事業区域とは、開発行為をしようとする森林又は緑地及びその他の区域をいう。（開発対象区域

及びそれ以外の土地を合わせた区域） 

７ 規則とは、大分県林地開発許可制度実施規則（昭和５０年大分県規則第２５号）をいう。 

８ 要領とは、大分県林地開発許可審査要領（令和５年大分県告示第３２０号）をいう。 

９ 細則とは、大分県林地開発許可制度運用細則（令和６年３月２６日付け森保第１２１１号）をい

う。 

 

第２ 許可の対象となる森林（森林法第１０条の２） 

許可の対象となる森林は、森林法第５条に基づく「地域森林計画」の対象となっている民有林で

す。ただし、森林法第２５条又は第２５条の２に基づく保安林並びに同法第４１条に基づく保安施設

地区及び海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条に基づく海岸保全区域内の森林は除かれます。 

なお、県内の大部分の民有林が地域森林計画の対象森林になっていますので、開発行為（計画）の

場所が許可の対象となるかどうかについては、開発行為の対象となる森林の区域を所管する県振興局

へ問い合わせください。 

 

〔参考〕伐採及び伐採後の造林の届出等について 

地域森林計画の対象となっている森林の立木を伐採するときは、あらかじめ市町村長に森林法第１０

条の８に規定する伐採及び伐採後の造林の届出書（伐造届）を提出しなければなりません。ただし、林

地開発の許可を受けたときは、この手続きは不要となりますが、当該森林で森林経営計画が立てられて

いる場合は、認定権者に森林経営計画の変更及び同法第１５条の伐採等の届出が必要となります。 
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第３ 林地開発許可制度における区域の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林以外の区域         森林区域 

造 成 地 Ｂ１      造 成 地    Ａ１ 

造成緑地 Ｂ２      造成森林(緑地) Ａ２ 

残    地 Ｂ３      残置森林    Ａ３ 

 

本制度における区域の区分は、次の①～③に区分します。 

① 開発行為に係る森林の土地の区域【開発区域】 

下記②に規定する森林の区域内で、土地の形質を変更する区域。（一時利用も含む） 

上図において   ①＝ Ａ１ ＋ Ａ２ 

 

② 開発行為をしようとする森林の区域【開発対象区域】 

下記③の事業区域内で、地域森林計画対象森林の区域。（残置森林も含む） 

上図において   ②＝ Ａ１ ＋ Ａ２ ＋ Ａ３ 

 

③ 開発行為に係る事業区域【事業区域】 

開発行為を行う区域で、林地、農地、その他の土地等を含む全域。（地域森林計画対象森林内に

存在する里道、水路等は森林区域に含める） 

上図において   ③＝ ２ ＋ Ｂ１ ＋ Ｂ２ ＋ Ｂ３ 

 

④ 森林率 

残置森林及び造成森林（植栽により造成する森林）面積の「開発対象区域内の森林面積」に対す

る割合をいう。なお、住宅地（住宅団地）の場合は、緑地についても森林率に含まれます。 

上図において   ④＝ (Ａ２ ＋ Ａ３) ／ ② 

  

Ｂ1 Ａ1 

森林以外（農地等）  森林区域（森林法第５条の森林） 

事業区域界 

Ｂ3       Ａ2 

Ｂ2       Ａ3 

造成区域界 
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第４ 許可の対象となる開発行為（森林法第１０条の２） 

許可の対象となる開発行為は、土石又は樹根の採掘、開墾その他土地の形質を変更する行為であっ

て、具体的な項目は、次の各項のとおりです。 

１ 別荘地の造成（保養等、非日常的な用途に供する家屋等を集団的に設置しようとする土地） 

２ ゴルフ場の造成 

３ 宿泊施設の設置（専ら宿泊の用に供する施設及びその附帯施設） 

４ レジャー施設の設置（体験娯楽施設、その他観光、保養等の用に供する施設） 

５ 工場・事業場の設置（霊園地の造成、産廃等処分場等の設置を含む） 

６ 住宅団地の造成 

７ 土石等の採掘 

８ 太陽光発電設備の設置 

９ 農用地の造成 

１０ 道路の新設または改築 

１１ その他 

 

第５ 許可の対象となる開発行為の規模（森林法施行令第２条の３） 

許可の対象となる開発行為の規模は、次の各項に掲げる行為の区分に応じ、それぞれ次の規模を超

えるものです。また、許可申請書に記載・添付する面積及び図面は、登記簿のものではなく、実測し

たものが必要です。 

１ 専ら道路の新設又は改築を目的とする行為 

当該行為に係る土地の面積が１haを超え、かつ、道路（路肩部分及び屈曲部又は待避所として必

要な拡幅部分を除く）の車道幅員が３ｍを超えるもの。 

なお、この場合の面積は、路面の面積だけでなく、法面などの実際に土地の形質を変更する面積

も含みます。また、改良等の場合は、既設部分を除く新設部分の面積を対象とします。 

２ 太陽光発電設備の設置を目的とする場合は、開発行為に係る森林の面積が０．５haを超えるも

の。（令和５年４月から） 

３ その他の場合については、開発行為に係る森林の面積が１haを超えるものとし、道路を含む場合

は、車道幅員が３ｍ以下であっても面積に含めます。 

４ 森林審議会について 

林地開発許可制度は、許可に際し、下記の諮問基準に該当する場合について、知事は学識経験者

等で構成された「森林審議会」の意見を聴くこととなっています。 

【諮問基準】 

一 開発行為に係る森林の土地の面積が、１０ha以上の開発行為 

二 その他特に必要と認められる開発行為 

三 保安林の転用に係る解除について 

ア 国又は地方公共団体が事業主体であるものを除く 

イ 解除対象面積が１ha以上のもの 

諮問基準に該当する場合は、森林審議会開催のため、通常の許可手続きよりも時間を要する

こととなりますので、十分余裕をもって申請書等を提出してください。 

 

第６ 他法令との関係 

開発行為の予定地に森林以外の農地・里道・水路敷が含まれている場合は、森林法以外に農地法
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（昭和２７年法律第２２９号）や国有財産法（昭和２３年法律第７３号）等の制限があります。 

また、林地開発許可制度では、他の行政庁の免許、許可、認可その他の処分を必要とする場合に

は、当該処分等がなされているかの確認又は当該申請に係る申請状況の確認ができることが必要です

ので、他法令の所管部署との協議は、事前もしくは平行して進めてください。 

そのほか、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）又は地方公共団体の条例等に基づく環境影響

評価手続きの対象となる場合には、その手続きの状況も確認できることが必要です。 
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第７ 林地開発許可制度の体系図 
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第８ 開発行為の許可申請前に確認する事項 

１ 開発行為に係る森林が１haを超えるかどうか（太陽光発電設備の設置については0.5ha） 

一 地域森林計画の対象森林であるかどうかの確認。 

二 地目が森林以外でも地域森林計画の対象森林であることがあります。 

２ 開発行為に係る森林に保安林があるかどうか 

一 保安林を開発するためには、保安林解除が必要です。 

二 地目が保安林でなくても保安林であることがあります。 

３ 開発行為の計画ができたら、森林の配置等について事前にご相談ください 

一 森林の配置については、開発の目的ごとに異なる基準があります。 

二 森林の配置について、ある程度判断できる図面等が必要です。 

４ 洪水調整池_解）の設置についてご相談ください 

一 洪水調整池の設置については、森林法のほかに放流量等について、河川等管理者（国土交通

省、県土木事務所、市町村等）との協議が必要です。 

二 森林法の基準で洪水調整池が不要となっても、河川等管理者との協議で必要となった場合は、

洪水調整池を設置する必要があるので、あらかじめ放流先の河川等管理者にご相談ください。 

５ 開発行為に係る森林に造林事業補助金等を受けて整備された森林が含まれていないか 

一 補助事業ごとに、補助条件に定められた転用の制限期間内で当該補助事業の施行地を森林以外

の用途に転用等をするときは、補助金の返還が必要になる場合があります。 

６ 開発地からの排水等について、放流先の管理者から放流や水路接続の同意が得られているか 

７ 事業区域に審査要領第５の６のニの「災害が発生するおそれがある区域」が含まれていないか 

８ 関係自治会等の理解を得るための取組が実施されているか 

一 開発行為の許可申請前に住民説明会の実施等、地域住民の理解を得るための取組が実施されて

いるか。 

二 開発行為に係る事業の実施に伴い地域住民の生活環境の保全を図る必要がある場合には、申請

者と関係市町村又は自治会等の地縁による団体との環境の保全に関する協定の締結等がなされて

いるか。 

９ その他の利害関係者（水利権者、漁業権者等）からの理解を得るための取組が実施されているか 

【確認、相談先】 

第１５「林地開発業務の担当部署」にご相談ください。 

 

第９ 許可申請等の手続き（規則第１７条） 

１ 本制度に係る許可申請書及び届出書等は、開発の対象となる森林の区域を所管する振興局を経由

して知事に提出してください。提出部数は次の各号のとおりとします。 

一 二号以外の許可（変更許可）申請に係るもの 

ア 許可申請書 ３部（正１部・副２部） 

副２部のうち、１部はＣＤ等の電子媒体で提出してください。電子媒体の詳細について

は、第６章の第２を参照のこと。 

  イ 届出書等  ２部（正１部・副１部） 

二 開発行為の目的が「土石等の採掘」のうち、開発区域の面積が１０ha未満の許可（変更許可）

申請に係るもの 

  ア 許可申請書 ２部（正１部・副１部） 

   イ 届出書等  １部（正１部） 

-6-



２ 開発対象区域が複数の振興局の所管区域にわたる場合は、関係する振興局が増すごとに増冊して

ください。 

３ 複数の県にわたる開発行為については、その都度対象となる県と協議することとなりますので、

事前にご相談ください。 

 

第１０ 林地開発行為の一体性の判断基準 

開発行為の許可基準等の運用について（令和４年１１月１５日付け４林整治第１１８８号 林野庁

長官通達）の第７における「開発行為の一体性」の判断については、下表の「Ａ 実施主体」、「Ｂ 

実施時期」、「Ｃ 実施箇所」の各項目においてそれぞれ一つ以上該当し、かつ事業の共同性及び計

画の一体性があると認められる場合に「一体性を有する開発行為」と判断します。 
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第１１ 標準処理期間（細則第６） 

１ 許可（変更許可）申請書類の審査等に係る標準処理期間は９０日とします。 

 

１次審査 ２次審査 

審査機関 日 数 審査機関 日 数 

振興局 ４５ 森林保全課 ４５ 

 

２ 標準処理期間には、次の各号の期間を含めないこととします。 

一 申請書に不備がある場合の補正期間 

二 申請の途中で申請者が自ら申請内容を変更するために要した期間 

三 申請者が他の手続き（河川協議等）を必要とする場合のその手続きに要した期間 

四 「職員の休日休暇及び勤務時間等に関する条例（昭和２６年大分県条例第３５号）」第３条に

定める休日及び同第５条に定める週休日 

五 大分県森林審議会（森林保全部会）への諮問案件の場合は、諮問から答申までの期間 

六 市町村等への意見照会に要する期間 

３ １０ha 未満の土石等の採掘に係る開発行為の場合は、振興局において９０日を超えない期間で処

理するものとします。 

 

第１２ 許可の基準（森林法第１０条の２第２項及び第３項） 

知事は、許可の申請があった場合において、次の各項のいずれにも該当しないと認めるときは、こ

れを許可しなければならないとされています。 

１ 災害の防止 

  当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する災害の防止の機能からみて、当該開発行為に

より当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがあるこ

と。 

２ 水害の防止 

  当該開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能からみて、当該開発行為により当該機能

に依存する地域における水害を発生させるおそれがあること。 

３ 水の確保 

  当該開発行為をする森林の現に有する水源の涵養の機能からみて、当該開発行為により当該機能

に依存する地域における水の確保に著しい支障を及ぼすおそれがあること。 

４ 環境の保全 

  当該開発行為をする森林の現に有する環境の保全の機能からみて、当該開発行為により当該森林

の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれがあること。 

 

また、森林法第１０条の２第１項の許可に係る申請に関し、同条第２項各号に規定する事項に該当

しないかどうかの審査をするときの「手続き上の要件及び一般的事項」や「具体的な技術基準」を規

則第４条に規定し、その運用について、審査要領を定めています。 
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第１３ 許可の期間（細則第９） 

森林法第１０条の２第１項の規定に基づく許可を行う期間は、次の各項のとおりです。 

１ 当該林地開発の開発行為の目的が該当する他法令等において、許可期間等が定められているもの

は、同一の許可期間とすることを標準とする。 

２ １項に該当しないものは、５年以内を標準とする。 

 

第１４ 林地開発行為に係る営業等行為の開始時期（細則第１４） 

開発行為に伴う災害の発生防止の観点から、林地の一時利用である土石等の採掘行為を除き、細則

第１３に規定するいずれかの完了の確認（完了確認・部分完了確認・防災施設設置確認）を受けた後

でなければ、営業等行為の開始は認められませんので、注意してください。 

 

第１５ 林地開発業務の担当部署 

  許可申請等の詳細については、開発行為の対象箇所が存する市町村を所管（担当）する、下記の各

振興局又は森林保全課に問い合わせください。 

 

【 問い合わせ先一覧 】 

機関名 部・班名 住  所 電話番号 所管市町村名 

東部振興局 
農山漁村振興部 

森林管理班 

〒873-0504 

国東市国東町安国寺786-1 0978-72-0156 

別府市・杵築市・

国東市・姫島村・

日出町 

中部振興局 
農山漁村振興部 

森林管理班 

〒870-0021 

大分市府内町3-10-1（大分県

庁舎別館） 

097-506-5749 

大分市・臼杵市・ 

津久見市・由布市 

南部振興局 
農山漁村振興部 

森林管理班 

〒876-0813 

佐伯市長島町1-2-1 
0972-22-0393 

佐伯市 

豊肥振興局 
農山村振興部 

森林管理班 

〒878-0013 

竹田市大字竹田字山手1501-2 
0974-63-1174 

竹田市・ 

豊後大野市 

西部振興局 
農山村振興部 

森林管理班 

〒877-0004 

日田市城町1-1-10 
0973-22-2585 

日田市・九重町・

玖珠町 

北部振興局 
農山漁村振興部 

森林管理班 

〒879-0454 

宇佐市大字法鏡寺235-1 0978-32-0622 

中津市・ 

豊後高田市・ 

宇佐市 

森林保全課 林地保全班 

〒870-8501 

大分市大手町3-1-1（大分県庁

舎本館） 

097-506-3863 
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第２章 林地開発に係る提出書類等の一覧 
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第３章 林地開発許可申請書の作成 

 

第１ 林地開発許可申請書の作成要領 
  図面について、Ａ３サイズを超える図面は、Ａ３での添付を標準とします。 

  また、図面の作成寸法と印刷寸法で縮尺が異なる場合は、両方の縮尺を記載してください。 

【例】Ａ１（１：１００） Ａ３（１：２００） 

順序 名 称 様 式 記 載 要 領 等 

１ 林地開発許可申請書 細則第１号様式 (1) 申請者住所氏名 

(2) 開発行為に係る森林

の所在場所 

(3) 開発行為に係る森林

の土地の面積 

(4) 開発行為の目的 

(5) 工期 

(6) 開発行為の施行体制 

(7) 備考 

(1) 別途、「10 資金計画等」に添

付した登記事項証明書又は住民票の

記載内容と合致させること。 

(2) 代表地番外○○筆と記載。

【例：日田市○○町大字○○字

○○123番地 外1字5筆】 

(3) haを単位とし少数第四位止。 

(4) 本手引第１章の第４の例示に区

分し、( )書きで、具体的名称を記

載する。 

(5) 今期計画に係る着手及び完了予

定年月日を記載する。 

(6) 開発行為の施行者を記載する。 

(7) 他法令に係る許認可の状況を記

載する。 

２ 目次  この一覧表の編纂順序に従って目次を作成し添付する。 

３ 位置図 

（1/50000以上） 

等高線入りの地

形図を標準とす

る 

(1) 今期、全体の開発区

域 

(2) 方位、縮尺 

(1) 事業区域を表示し、今期計画を

赤実線、全体計画を赤点線で表示す

る。 

４ 区域図 

（1/5000以上） 

 (1) 方位、縮尺 

(2) 今期、全体の開発区

域 

(3) 市町村、大字、字、

地番界、地番、土地所有

者名 

(4) 開発行為に係る森林

の土地の区域 

(5) 残置する森林の区域 

(6) 保安林の区域 

(7) 森林以外の土地の区

域 

(2) ３の位置図の項を参照 

(3) 事業区域について表示する。 

(4)～(7) 色分けし、凡例及び区域

ごとの面積を記載する。 

５ 公図（法務局保存の

字図写し） 

 (1) 今期、全体の開発区

域及び隣接地、土地所有

(1) ３の位置図の項を参照。地目別

に色分けする。 
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者名 

(2) 方位、縮尺 

※公図の接合図については、管轄登

記所名、作成年月日及び作成者の氏

名(又は社名)の記載があれば、字図

の原本もしくは写しの添付は不要。 

６ 現況写真  全景及び部分とする 全景写真は、空中写真等でも可。 

部分写真は、撮影年月日を明記する

とともに、写真撮影位置図を添付す

ること。 

事業区域を表示する。 

７ 林地開発計画書 細則第２号様式 (1) 事業の概要 

(2) 用地選定理由 

(3) 開発面積 

(4) 資金計画 

(5) 防災計画 

(6) 水の確保に関する計

画 

(7) 環境保全計画 

(8) 一時利用計画 

(1) 事業の概要及び完了後の取扱に

ついて簡潔に記載する。 

(2) 用地を選定した理由を簡潔に記

載する。 

(3) 今期、全体計画について、区域

区分ごとに細則第２号付属様式－１

から転記する。 

(4) 今期、全体計画について、区分

ごとに細則第２号付属様式－３から

転記する。 

(5) 防災計画を策定、設計するにあ

たり、その考え方や根拠とした資料

等について簡潔に記載する。 

(6) 開発区域及びその周辺を含んだ

地域での水利用等の実態、開発後の

対応方針を簡潔に記載する。 

(7) 排水等の汚濁防止等、環境の保

全に関して配慮した事項等について

簡潔に記載する。（森林率も記載す

る） 

(8) 仮設等一時利用に係る計画及び

復旧計画について簡潔に記載する。 

８ 開発行為に係る事業

区域の用途別面積 

細則第２号付属

様式－１ 

(1) 用途別面積 (1) 開発前の地目の土地を開発後の

利用目的別にできるだけ細分し記載

する。 

９ 開発行為をしようと

する森林等の所在場

所 

細則第２号付属

様式－２ 

(1) 所在場所 (1) 地域森林計画対象森林とそれ以

外の土地について記載する。 

１０ 資金計画等 細則第２号付属

様式－３，４ 

(1) 期別資金計画 

(2) 開発行為者及び工事      

施行者 

(3) 林地開発行為施行能

(1) 事業の期別計画、全体計画に基

づき記載する。 

・主な添付資料 

① 造成工事等の見積書 
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力に関する申告 

(4) 開発行為計画工程表 

② 自己資金にあっては、主要取引

金融機関の残高証明書、借入金にあ

っては融資証明書、処分収入を充て

る場合にあっては対象物件の評価書

等を添付する。 

(2) 開発行為者・設計者・工事施行

者及び各担当者の連絡先を記載す

る。 

(3) 資産等の状況欄は、これに代わ

る直近２ヶ年度の貸借対照表及び損

益計算書を添付すれば記入を要しな

いが、決算年度が分かる表紙等を添

付すること。（決算報告書等全体の

添付は不要） 

・主な添付資料 

① 登記事項証明書又は住民票 

② 申請者の印鑑証明書 

③ 建設業許可の写し 

④ 各税種別の納税証明書 

(4) 今期、全体計画についてバ－チ

ャ－トで表示する。 

１１ 防災計画 細則第２号付属

様式－５ 

 

(1) 切取盛土計画 

(2) 法面計画 

(3) 擁壁計画 

(4) 設計雨量強度 

(5) 使用した流出係数 

(6) 洪水調整池又は水路

の改修計画 

① 放流先水路の検討総

括表 

② 洪水調整池計画 

③ その他防災計画 

(1) 切土・盛土に使用する土工基

準、土量等について記載する。 

残土処理、不足土の調達方法等につ

いて摘要欄に記入する。 

(2) 造成に伴い発生する法面の保護

計画等について記載する。 

(3) 設置する擁壁について、箇所ご

とに構造及び安全率等を記載する。 

(4)(5) 水理計算に使用した基準等

について記載する。 

(6) 

① 開発区域からの排水の放流先に

ついての流下能力の検討結果を記

載する。 

② 洪水調整池を設置する場合に記

載する。 

③ ①で検討した排水放流先の流下

能力が不足し、放流先の水路を改修

する場合等に記載する。また、その

他防災計画があれば記載する。 
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１２ 水の確保に関する計

画 

細則第２号付属

様式－６ 

(1) 開発地域における水

需給の状況 

(1) 開発地域の各種用水等の取水状

況及び代替水源の確保の必要がある

場合に記載する。 

１３ 環境保全計画 細則第２号付属

様式－６ 

(1) 水質汚濁防止計画 

(2) 大気汚染防止計画 

(3) 騒音防止計画 

(1) 排水放流に伴う水質の汚濁防止

計画について記載する。 

(2) 粉じん・臭気等の発生に伴う大

気汚染の防止計画について記載す

る。 

(3) 騒音の発生に伴う防止計画につ

いて記載する。 

１４ 事業区域の権利関係

に関する書類 

 

 

 

 

 

 

 

細則第３号様式 

(1) 登記事項証明書（全

部事項証明書）※電子申

請版でも可 

(2) 土地売買契約書の写

し 

(3) 土地賃貸借契約書等

の写し 

(4) 開発行為施行同意書

（所有権者）の写し 

(5) 開発行為施行同意書

（所有権以外）の写し 

(6) 印鑑証明書 

(1) 事業区域の土地全てについて添

付する。 

(2) 買収完了地で登記未了のものに

ついて添付する。 

(3) 賃貸借等により、事業区域内の

土地を使用する場合に添付する。 

(4) 売買、賃貸借契約の未了地及び

賃貸借契約書に使用目的が明示され

ていない場合に添付する。 

(5) 所有権以外の権利とは、地上

権、地役権、賃借権、抵当権等をい

い、関係権利がある場合は同意を得

ること。 

(6) 開発行為施行同意書について添

付すること。（公共機関及び金融機

関※については添付不要） 

※本手引において、金融機関とは、

銀行法（昭和2年法律第21号）第２

条第２項第１号の営業を行う者を指

す。 

１５ 境界確認書の写し 任意様式 事業区域の境界（里道、水路含む）についての確認書の写しを

添付する。なお、用地買収に係る書類又は登記承諾書提出時の

写しでも可とする。 

・国土調査済みの箇所は添付不要 

・印鑑証明書は添付不要 

１６ 残置森林等並びに防

災施設及び構造物の

維持管理に関する誓

約書 

細則参考様式－

１ 

誓約書の内容に基づき善良に維持管理することで、開発基準の

遵守を継続するために作成、提出する。 

１７ 周辺地域への配慮に

関する書類 

任意様式 関係地方公共団体等（自治会等を含む）との環境の保全に関す

る協定書や同意書等の写し 
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１８ 設計根拠書類 任意様式 

 

 

 

 

 

細則参考様式－

２ 

 

(1) 土量計算書 

 

(2) 面積計算書又は求積

図 

 

(3) 各種安定計算書 

(4) 水理計算書 

  ① 排水施設計算書 

 

  ② 排水放流先水路 

 

  ③ 洪水調整池 

 

  ④ 改修に係る水路 

(1) 原則として、断面図から土量計

算を行い添付する。 

(2) 面積は地番ごとに、利用目的別

面積を算出することとし、少数第四

位までとする（五位以下切捨て）。 

(3) 擁壁等の安定計算書 

 

① 設置する排水施設について流出

量、流下能力を算定する。 

② 排水放流先ごとに水路の流下能

力の検討書 

③ 設置が必要となった場合に、そ

の検討書 

④ 改修が必要となった場合に、そ

の検討書 

１９ 流出土砂貯留施設設

計計算表 

細則参考様式－

３ 

開発行為施行中及び施行

後の流出土砂量及び貯留

計画についての計算表 

施行中、施行後の流出土砂について

の貯留計画を記載する。 

２０ (1) 現況図 

（1/5000以上） 

 ① 方位、縮尺 

② 開発区域 

③ 地形 

④ 林況 

⑤ 周辺の状況 

② ３の位置図の項を参照 

③ 等高線で表示する 

④ 色分けし樹種、林齢を記載す

る。 

【例】 人工林・・・緑色 

天然林・・・橙色 

⑤ 人家、公共施設の状況 

 (2) 流域現況図 

（1/5000以上） 

 「放流先水路の検討総括

表」に使用する図面（開

発前と開発後でそれぞれ

作成する） 

・流域の地形、土地利用状況を記載

する。（流出係数別に着色する） 

・河川の線形及び位置並びに管理者

区分を記載する。 

・流下能力検討各地点（番号）の位

置、流域界及び流域面積（流出係

数 別）を記載する。 

・その他「放流先水路の検討総括

表」に必要な事項を記載する。 

・流下能力の断面（寸法）写真を添

付する。（幅及び深さが判読可能

になるように巻き尺等をあて、検

討各地点について作成） 

 (3) 土地利用計画図 

No1 

（1/5000以上） 

 ① 方位、縮尺 

② 事業区域 

③ 造成計画及び設置施

② ３の位置図の項を参照 

③～⑤ 利用目的ごとに色分けし、

凡例及び利用目的区域ごとの面積を
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設の位置 

④ 一時利用箇所の位置 

⑤ 残置又は造成する森

林及び緑地の位置 

記載する。 

 (4) 土地利用計画図 

No2 

（1/5000以上） 

 盛土が生じない土石の採掘及び道路等の線的な開発行為につい

ては添付を要しない。 

① 方位、縮尺 

② 事業区域 

③ 切土､盛土､捨土及び      

法面の施行位置 

② ３の位置図の項を参照 

③ 色分けし、凡例及び土工区分ご

との面積のほか、切土・盛土等に係

る縦・横断面の測線を記載する。 

【例】 切土・・・黄色 

   盛土・・・桃色 

   捨土・・・茶色 

 (5) 法面保護工図 

（1/500以上） 

 標準的及び重要な切土・盛土法面について、その保護の方法を

表示する。 

 (6) 縦・横断面図 

（1/1000以上） 

 ・原則として、土量計算を行う測線（位置）において、断面図

を作成する。 

・横断図には、土地利用計画図No1で区分した利用目的（残置森

林等）を旗上げ表示する。 

・切土、盛土等の領域の色分けについては、土地利用計画図No2

と整合させること。 

・太陽光発電設備を自然斜面に設置する場合については、区域

の平均傾斜度が判断できる縦断図等を作成する。 

 (7) 防災施設平面図 

（1/5000以上） 

 防災施設等（排水施設を含む）について、位置及び工種・番

号・数量等を表示する。なお、排水施設については、流水方向

を矢印で表記し、最緩の布設（設置）勾配、規格等についても

表記する。 

 (8) 防災施設構造図 

（1/200以上） 

 防災施設平面図に記した各種構造物（排水施設を含む）につい

て、詳細図を工種・規格別に作成する。なお、えん堤・擁壁・

洪水調整池等にあっては、平面・正面・側面図を作成する。 

 (9) 集水区域図 

（1/5000以上） 

 防災施設平面図に記した排水施設等に対応する集水区域を流出

係数ごとに区分し作成する。（区分ごとの面積も記載） 

 (10) 建築物等構造図 

 

 設置しようとする建築物等の形状や構造等の概要が確認できる

図面を必要に応じ添付する。 

 (11) 丈量図 

（1/5000以上） 

 座標求積法等により面積を算定する場合において作成する。 

 (12) その他参考図 

 

 その他必要な場合において作成する。 

２１ その他参考となる資

料 

任意様式 他法令及び公共施設に関

する許認可・協定一覧表 

※一覧表に記載した許認可等につい

て、許可書や申請書等の写しを添付

する。 
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第２ 林地開発許可申請書の様式記載例（細則の様式） 

 

 

※この目次は例示であるため、申請書に添付する書類の内容に合わせて適宜修正すること。 
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第１号様式（森林法施行規則第４条関係）

■■○○年○○月○○日

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　　所

　　次のとおり開発行為をしたいので、森林法第１０条の２第１項の規定により許可を

　申請します。

注意事項

１．面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。

２．備考欄には、開発行為を行うことについて行政庁の許認可その他の処分を必要とする場合は、その手続

　きの状況を記載する。

３．開発行為の施行体制の欄には、開発行為の施行者を記載するとともに、その施行者に防災措置を講ずる

　ために必要な能力があることを証する書類を添付すること。なお、申請時において開発行為の施行者が確

　定していない場合における当該欄の記入については、開発行為に着手する前に必要な書類を提出すること

　を誓約する書類等の提出をもってこれに代えることができる。

開 発 行 為 の
完 了 予 定 年 月 日

■■○○年○○月○○日
もしくは　許可の日より○年後（○ヶ月後）

開 発 行 為 の
施 行 体 制

○○建設有限会社

備 考

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 土 地 の 面 積 3.5521　ha

開 発 行 為 の 目 的
工場・事業場の設置
（残土処理施設の設置）

開 発 行 為 の
着 手 予 定 年 月 日

許可の日より

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地
外1大字1字6筆

林 地 開 発 許 可 申 請 書

　○○市○○町234番1

申請者氏名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎 印

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

原則、和暦とする。

必要な場合は捨印可。

登記事項証明書又は住民票の表記と整合させること。

3.5521haの場合の筆数を記載。

（合計の筆数から残置森林のみの

筆数を引いて算出すること）

・少数第4位止、残置森林の面積は含まない。

・10ha以上の開発は、森林審議会へ諮問。

工場・事業場の設置だけでなく、具体的な

施設内容等まで記載すること。

・該当する許認可等の手続き状況を記載すること。

（「別紙○○一覧表のとおり」等でも可）

・原則、和暦とする。

・開発行為計画工程表と整合させること。
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第２号様式（第４条第２号関係）

自己資金 借　入

今期計画 321,141 30,641 290,500

全体計画 321,141 30,641 290,500

 注 意 事 項

　１.(1)、(2)については、当該開発計画について、簡潔に記載すること。

　２.(3)の①は開発面積、②森林面積、③農地等を含んだ事業区域面積を記載のこと。

　３.(4)については、当該開発計画についての総事業費及び調達方法について記載する

林　地　開　発　計　画　書

公共事業の建設発生土を主体とした残土処理施設の設置を行うもの。

計画処理容量　Ｖ＝500,000m3

○○市全域からのアクセスが良好であり、小規模な谷地形のため、出水
量が比較的少なく、降雨等による災害のおそれが低い。また、一定量の
残土(盛土)の処理容量が期待できる地形であるため。

林地開発の許可基準等に則して、開発区域内に排水施設及び調整池（○
箇所）等を設置し、適切に浚渫などの維持管理を行う。

当該事業区域内からの水需給の実態はない。

（１）事業の概要

（２）用地選定
　　　理由

（３）開発面積

今　期　計　画

（４）資金計画

（５）防災計画

（６）水の確保に
　　　関する計画

② 開発行為をしようとする森林の区域の面積 5.4998　ha　 5.4998　ha　

全　体　計　画

① 開 発 行 為 に 係 る 森 林 の 土 地 の 面 積 3.5521　ha　 3.5521　ha　

③ 開 発 行 為 に 係 る 事 業 区 域 の 面 積 5.6201　ha　 5.6201　ha　

調　　　達　　　方　　　法

（７）環境保全
　　　計画

（８）一時利用
　　　計画

水質汚染については、埋立基準に適合した土砂を引き受けるとともに、
定期の水質検査を行い異常の有無を確認する。また、排出ガス対策型の
重機使用により、大気汚染等への対策を行う。
森林率は35.4％で基準値（25％以上）を確保している。

特になし

資金総額
（千円）

　　 こと。

　６.(3)から(8)の各項目とも、別途根拠資料を添付のこと。

　４.(5)、(6)、(7)については、開発計画の設計等にあたっての必要項目について記載

　　 のこと。

　５.(8)については、一時利用後の復旧方法等について記載すること。

第２号付属様式－１

開発区域に係る事業区域の用途別面積と一致させること。

第２号付属様式－５ 防災計画 の内容と整合させること。

第２号付属様式－６ 水の確保 の内容と整合させること。

・第２号付属様式－６ 環境保全計画 の内容と整合させること。

・開発区域に係る事業区域の用途別面積の「森林率」についても記載すること。

・調達方法の欄の合計が、資金総額の欄と一致すること。

・第２号付属様式－３ 期別資金計画の金額と一致すること。（単位も整合させる）
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第２号付属様式－１

　（１）開発行為に係る事業区域の用途別面積

（その１）

構成比

開発前

0.0719 0.4151道 路

開発後

今　　　期　　　計　　　画

対　象　森　林
保安林 農　地 その他 計

水 路 0.0055 0.1% 0.0055

0.3432 6.2%

0.1098

造 成 緑 地 3.0936 56.2% 0.0484 3.1420

洪水調整池・沈砂池 0.1098 2.0%

3.6724小 計 3.5521 64.6% 0.1203

1.9477残 置 森 林 1.9477 35.4%

合計 5.4998 100.0% 0.1203 5.6201

第２号様式 （３）開発面積

① 開発行為に係る森林の土地の面積と一致させること。

第２号様式 （３）開発面積

② 開発行為をしようとする森林の区域の面積と一致させること。

第２号様式 （３）開発面積

③ 開発行為に係る事業区域の面積と一致させること。

残置森林区域を除いた面積で小計を取ること。

この項目は、 第２号付属様式－２ 開発行為をしようとする森林等の所在場所の「森林面積の内訳」の欄と一致させること。
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第２号付属様式－２

　（２）開発行為をしようとする森林等の所在場所

（　森林　森林以外　）

（その１）

道路 水路
洪水

調整池
造成
緑地

計

(0.1704)

0.0618

(0.1531)

0.1021

(0.0620)

0.0433

(0.4799)

0.2823

(0.0909)

0.0505

(0.1136)

0.0598

(9.7908)

4.8954

(0.0092)

0.0046

(10.8699)

5.4998
0.0055 0.1098 3.0936 3.5521 1.9477合計 0.3432

0.00468 〃 〃 1342 〃

2.7623 3.0427 1.85277 〃 〃 1341 〃 0.2565 0.0239

0.0490 0.05986 保全 伐採 1340 山林 0.0108

0.0505 0.05055 〃 〃 1238 原野

0.28234 〃 〃 1237 〃 0.0422 0.0035 0.0426 0.1940

0.0037 0.0313 0.01203 〃 〃 1236 〃 0.0050 0.0020 0.0206

0.0227 0.0341 0.0770 0.02512 〃 〃 1235 山林 0.0202

0.0085 0.05331 治山 樹木 1234 田 0.0085

大　字 字 地　番 地　目
形　　　質　　　変　　　更

残　置
森　林

整
理
番
号

所　　　　在　　　　地 面　積
(登記簿)

実　測
(ha)

森　林　面　積　の　内　訳　（ 実測 ）

森林以外の土地がある場合は、「森林」と「森林以外」

それぞれで作成すること。

・上段の面積は、登記簿と一致させること。

・下段の面積は、「形質変更」と「残置森林」の欄の合計と一致していること。

（面積計算書や丈量図がある場合は、それらとも一致させること）

第２号付属様式－１ 開発区域に係る事業区域の用途別面積の

「対象森林」の欄の合計面積と一致させること。

第２号付属様式－１

開発区域に係る事業区域の用途別面積の

「開発後」の区分の項目と一致させること。

【筆数のカウント方法】

残置森林のみの筆については、申請書（第１号様式）の「開発行為に係る森林の所在場所」の欄にはカウントしない。

上記の記載例の場合、1342番地（0.0046ha）は、土地の形質の変更を行わない「残置森林のみの筆」のため、

1234番地 外1大字1字外6筆と記載する。
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第２号付属様式－２

　（２）開発行為をしようとする森林等の所在場所

（　森林　森林以外　）

（その２）

8 □□市□□町789番 保育　三郎
施行
同意

7 〃 〃 〃

6 ○○市○○町234番1
株式会社

△△△△△
自己
所有

根抵当権
◎◎市◎◎町二丁目10
番2

◎◎信用組合 済

5 ▲▲市▲▲町1000番3 改良　四郎 有

4 □□市□□町789番 保育　三郎
施行
同意

3 〃 〃 〃

2 〃 〃 〃 抵当権
◎◎市◎◎区一丁目56
番

◎◎銀行 済

1 ○○市○○町234番1
株式会社

△△△△△
自己
所有

農地法

整
理
番
号

森　　林　　所　　有　　者 登　記　済　み　の　権　利
備　　考

（関係法令の
あ許認可の状況）

住　　　　　所 氏　　　名
同意の
状　況

権利の種類
（抵当権等）

住　　　　　所 氏　　　名
同意の
状　況

例えば、農地法に該当する場合は「農地法」と記載し、

非農地証明書等を添付すること。

本様式の記載内容は、登記簿の内容と整合させること。

「開発行為施行同意書」の場合

「賃貸借契約等」の場合

森林以外の土地がある場合は、「森林」と「森林以外」

それぞれで作成すること。
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第２号付属様式－３

１　期 別 資 金 計 画 単位：千円

期別区分 

 科　目

（ 注意事項 ）

　１.主な添付資料は次のとおり。

　　①造成工事等の見積書　②主要取引金融機関の残高証明書（自己資金の場合）

　　③融資証明書（借入金の場合）　④対象物件の評価書等（処分収入を充てる場合）

摘　　要第１期

造成費
見積書参照
（工事費）

第　期 計

18,480

第　期 第　期

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

計

自己資金

残土
受入収入

準備費

埋立管理費

施設設置費

調査費

予算書参照
（残土受入）

30,641

290,500

見積書参照
（地質等）

予算書参照
（申請書作成）

4,500

3,900

184,800

計

見積書参照
（工事費）

別紙参照

残高証明書

36,010

247,690

30,641

290,500

321,141

18,480

4,500

3,900

184,800

36,010

247,690

321,141

金額の単位を記載すること。

収入≧支出 となっていること。

自己資金以外の収入がある場合は、根拠資料を添付すること。

借入金の場合は、融資証明書など。

科目や金額が、見積書等と整合していること。

残高証明書等の金額と一致させること。
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第２号付属様式－３

２　開発行為者及び工事施行者

３　林地開発行為施行能力に関する申告

（ 注意事項 ）

担 当 者住　所（所在地）

(株)△△△△△

工事施行者

□□コンサルタント(株)

○○市○○区六丁目200番 工事　八郎

開発行為者

設　計　者

○○建設(有)

備　考連　絡　先

○○市○○町234番1 管理　五郎

氏　名（法人名）

012-345-6789

□□市□□町500番4 設計　六郎 987-654-3210

000-111-2222

納
　
　
税
　
　
額

資産等の状況

（前々年度）

Ｒ３年度

200,000

税区分

年度区分

Ｒ４年度

（前年度）

法人税又は
所得税

(株)△△△△△

代表取締役　林発　太郎

法令等
による
登　録

別紙、貸借対照表及び損益計算書のとおり。

資　本　金
主たる取引
金 融 機 関

○○県知事許可
建　設　業　法

宅地建物取引業法
そ　　の　　他

第99999号

（般-5）

○○市○○町234番1氏　　　名
(名称及び代表者名)

住　　所
所 在 地

0000万円
◎◎銀行

職 員 数 事務職　３名、技術職　４名、労務職　５名、　計　１２名

事業名
（工事名）

許可番号
年月日

事業費 完成年月日場所

過去５年間の
開発行為に
関する実績

（千円）

300,000

150,000 0 60,000 40,000

市町村民税 固定資産税

60,000 50,0000

事業税

　　③建設業許可の写し　④各税種別の納税証明書

土石の採掘
令和11年3月

予定
○○市○○町

大字○○
指令森保第2-20号
令和2年5月15日

　２.主な添付資料は次のとおり。

　　①登記事項証明書（法人登記簿謄本）又は住民票　②申請者の印鑑証明書

　１.資産等の状況欄は、これに代わる直近２ヶ年度の貸借対照表及び損益計算書を添付

　　 すれば、記入を要しない。（その場合、決算年度が分かる表紙等を併せて添付する）

納税証明書の

金額と一致させる

こと。

・貸借対照表及び損益計算書を添付する場合、決算報告書全体の添付は不要。

・当該地方公共団体の林地開発許可書や林地開発完了確認証明書等から、

許可番号や年月日等を転記する。（その写しも添付）

・完成後の写真（空中写真）等があれば添付すること。

申請時点で担当者が未定の場合は、

未記入で可。

登記事項証明書、残高証明書等と

整合させること。

納税額欄の税区分のうち、事業税と市町村民税の欄に記載する主な税は、次のとおり。

◎事業税 ・・・ 法人事業税、特別法人事業税、個人事業税

◎市町村民税 ・・・ 法人住民税（法人都道府県民税、法人市町村民税）、県民税、市町村民税
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第２号付属様式－４

年月

工種

 注：横表もしくはＡ３用紙横でも可。

開　発　行　為　計　画　工　程　表

　今期計画　着手予定年月日　　許可日より　　　　　完了予定年月日　　許可日より５年後

　全体計画　着手予定年月日　　許可日より　　　　　完了予定年月日　　許可日より５年後

搬入路
設置

排水路
設置

2年 3年 4年 5年1ヶ月目 2ヶ月目 3ヶ月目
摘　要

1年4ヶ月目

準備工

調整池
設置

法面
保護工

埋立工

・着手、完了予定年月日は、申請書（第１号様式）と整合させること。

・運用細則第９の２において、許可を行う期間を定めているため、当該期間内での工期設定とすること。

防災施設（排水施設・調整池・沈砂地等）の先行設置を許可条件等に定めているため、

他の工種に先行した工程となっていること。
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第２号付属様式－５

区　　分

切土

盛土

区　　分

切土

盛土

Ｌ
(ｍ)

Ｈ
(ｍ)

転倒 滑動

重力式擁壁 7.20 2.00 2.21 2.96

ブロック積擁壁 37.60 4.10

補正土量 摘　　　要

礫質土

礫質土

摘　　　　要

計算書添付

1:1.8

土　　質 勾　　配

20.0ｍ 2.0～3.0 / 5.0ｍ 礫質土 1:1.8 法面緑化/種子吹付

法　　高 小段幅／ｍ毎 土　　質 勾　　配 法面保護の方法

5.5ｍ 1.0 / 5.0ｍ 礫質土 1:1.0

1.0 3,000

対象施設名 単 位 時 間 雨 量 強 度

 注意事項

　１．標準断面又は安定計算欄は、使用した方法を記入のこと。なお、標準断面にあっては図面を、

摘　　　要

21.46

法面緑化/植生マット

440,000 0.9 488,889

切土は場内で処理

126.00

変 化 率

0.60 0.90

区　　分 森　　林 草　　地

調整池 30年 10分 150.9㎜/hr

裸　　地

５　使用した流出係数

調整池 0.70 ※土木事務所基準

180.2㎜/hr(100年確率)×1.2

２　法面計画

1:1.0

土　　量

3,000

１　切取盛土計画

　　　安定計算にあっては計算書を添付する。

４　設計雨量強度

余水吐 200年 10分 216.2㎜/hr

３　擁壁計画

側溝 10年 10分

区　　分

125.3㎜/hr 県確率降雨強度式（大分）

確 率 年

側溝 0.55 0.65 0.95 ※林地開発基準(浸透能中)

Ｖ or Ａ
(ｍ3) (㎡)

安 全 率構　　　造
標準断面又は安定計算

試行くさび法

標準断面（宅地擁壁基準）

残土または不足土の処理状況等を記載すること。

・切土、盛土勾配は、横断図等と一致させること。

・土量は、数量計算書等と一致させること。

・法高は、最大となる法高を記入すること。また、横断図等と一致させること。

・法面保護の方法は、法面保護工図の記載内容と整合させること。

小段を設ける場合に記載すること。

・図面及び安定計算書と一致させること。

Ｖ or Ａの欄

・重力式擁壁は、コンクリート量（m3）を記載すること。

・ブロック積、Ｌ型擁壁、補強土壁等は、壁面積（㎡）を記載すること。

・摘要欄は、設計雨量強度の適用地区及び補正値を記載すること。

・単位時間が複数ある場合は、○分～○分と記載すること。

場内（排水施設等）と場外（河川協議等）で、流出係数を使い分けている場合等は、

それぞれを記載すること。
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。
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が
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が
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。
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第２号付属様式－５

② 洪水調整池計画

1 2 3 4 5

種別

Ｌ (m)

Ｈ (m)

Ｖ (m3)

2.0900

1.9980

2,449.32

2,231.69

432.59

Ｈ×Ｗ

φ 0.900

226.900

226.400

224.400

0.600

10.000

0.470

5.629

6.583

Ｈ×Ｗ

φ 0.900

2.44

③ その他防災計画

三面水路 1000×1000 24.5m 調整池下流

ボックスカルバート 1500×1500 12.0m 調整池下流

沈砂池①
掘込式

433.5m3（H=2.0）
1基

暗渠排水管 φ300 365.0m シングル管

沈砂池①
掘込式

439.4m3（H=1.5）
1基

施設の名称 仕様・規格等 数　量 摘　要

表面排水処理用側溝 U300～U600 500.0m

余
水
吐

越流幅（ｍ）

越流水深（ｍ）

越流流量（m
3
/s）

放
流
施
設

放流能力（m
3
/s）

放流管勾配（％）

放流管径
（ｍ）

余裕高（ｍ）

調整池番号

堰堤の構造

許容放流量（m
3
/s）

放流量（m
3
/s）

有効調節量（m
3
/s）

必要調節容量（m
3
/s）

堆砂量（m
3
）

オリフィスの
寸法（ｍ）

Ｈ.Ｈ.Ｗ.Ｌ（ｍ）

Ｈ.Ｗ.Ｌ（ｍ）

Ｌ.Ｗ.Ｌ（ｍ）

・洪水調整池以外の「排水施設」や「沈砂池等」について、記載すること。

・別途、数量計算書等で取りまとめられている場合は、「別紙○○のとおり」としてもよい。

防災施設構造図や調整池計算書の内容と一致させること。

堰堤の種別は、「コンクリート」や「ダブルウォール」

などを記載すること。

矩形断面の場合は、Ｈ×Ｗを記載すること。

矩形断面の場合は、Ｈ×Ｗを記載すること。
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第２号付属様式－６

１．水の確保に関する計画

（１）開発地域における水需給の状況

（２）代替水源計画

２．環境保全計画

（１）水質汚濁防止計画

（２）大気汚染防止計画

（３）騒音防止計画

摘　　　　　　　要防　　止　　施　　設

排ガス対策型重機の使用、点検整備記録の確認

散水車の使用粉塵

排気ガス

同意書

処　理　施　設

雨水 ▲▲川 ▲▲市 協議済

用水の種類 需 給 対 象 水 利 権 者 同意の状況 摘　　要代替水源の必要性

数　　　量 摘　　　　要給水（かんがい）能力

該当なし

該当なし

○○川

水 源 の 種 類

協議済

同意書添付雨水

排  出  物  の  種  類

排水の種類 放 流 先 管 理 者

洪水調整池・沈砂池

洪水調整池・沈砂池

摘　　要

○○県 協議録添付雨水

□□地区既設水路

発　　生　　施　　設

バックホウ

徐行看板等の設置（人家付近）ダンプトラック

防　　止　　施　　設 摘　　　　　　　要

低騒音型の機種使用

沈砂池 協議録添付

同意の状況

開発区域内及びその周辺において、取水施設や溜池等があり、

生活用水や農業用水等の水利用の支障の有無等について記載すること。

上記（１）で、代替水源の必要性が有りとされている場合は、

タンクやポンプ等の給水施設の能力等について記載すること。

上記１の水利権者や河川管理者のほか、水利や濁水に関する

利害関係者について記載すること。

排気ガスや粉塵等の対策に関する事項について記載すること。

騒音の対策に関する事項について記載すること。
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年 月 日

□□市□□町789番

保育　三郎

　２．所有権者と所有権以外の権利者は別様とすること。

同　　意

R5 6 7

　上記の開発行為について、次の土地を使用されることについては、異議なく同意します。

印権利者の氏名・住所

注意事項

　１．権利の種類欄は、所有権、地上権、抵当権等について記載のこと。

山林
所有権

市町村 大　字 字 地　番
地目及び

権利の種類

○○市 治山 樹木 1237

使用される土地の所在場所

開　発　行　為　施　行　同　意　書

第３号様式（施行規則第４条第３号関係）

１．開発行為者　　　　　　　　○○市○○町234番1

　　　　　　　　　　　　　　　株式会社△△△△△

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　林発　太郎

２．開発行為の目的　　　　　　工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

・本同意書について、県知事への提出分は写しとする。（原本は開発行為者が保管）

・同意を得た権利者の印鑑証明書（原本）を添付すること。

開発行為者、開発行為の目的は、申請書（第１号様式）と整合させること。

必要な場合は捨印可。
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参考様式－１

■■○○年○○月○○日

　大分県知事　　○○　○○　　殿

 住　所 ○○市○○町234番1

 氏　名 株式会社△△△△△

代表取締役　　林発　太郎

 住　所 □□市□□町789番

 氏　名 保育　次郎

　次の残置森林等並びに防災施設及び構造物について、下記のとおり維持する

ことを誓約します。

１．開発行為に係る森林の所在場所

２．開発をしようとする区域及び面積

5.6201 （ha）

３．残置森林等の区域及び面積

1.9477 （ha）

４．防災施設及び構造物の種類、数量及び位置

規　　格 単　　位 数　　量 備　　考

森林所有者

残置森林等並びに防災施設及び構造物の
維持管理に関する誓約書

申請者又は
開発行為者

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

別紙（○○図）のとおり

別紙（○○図）のとおり

別紙（○○図）のとおり

施 設 等 の 種 類

原則、和暦とする。

印

印

・申請者の場合は、申請書（第１号様式）と整合させること。

・開発行為者の場合は、登記事項証明書又は住民票の

表記と整合させること。

登記事項証明書又は住民票の表記と整合させること。

森林所有者が複数の場合は、

森林所有者ごとに作成すること。

防災施設及び構造物の種類、数量及び位置が別図で確認できる場合は、

記載を省略できる。

その場合、申請書中のどの図面を指しているかを具体的に記述すること。

必要な場合は捨印可。

本誓約書に図面を添付せず、「別図のとおり」とする場合は、

申請書中のどの図面を指しているかを具体的に記載すること。

※単に「別図のとおり」としないこと。

林地開発計画書（第２号様式）の

事業区域面積（全面積）と一致させること。

申請書（第１号様式）と整合させること。

第２号付属様式－２

開発行為をしようとする森林等の所在場所の

残置森林の面積（全面積）と一致させること。
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（残置森林等の保存）

１．残置森林等は他の目的には一切転用しません。

（地域森林計画の遵守）

２．残置森林等は、地域森林計画に即して施業を行います。

（改植、補植及び再造林の実施）

３．残置森林等のうち、補植又は改植を必要とする箇所には、現地に適合した樹種

　を適期に植栽するとともに、残置・造成森林において災害等で被害を受け、健全

　な生育ができなくなった場合には、ただちに再造林を行います。

（保育の実施）

４．造成森林・緑地については、活着するまでの間、散水等の措置を講じ、残置森

　林等については、下刈、つる切り、枝打ち、除伐、間伐、病害虫の防除等必要に

　応じて適切な保育作業を行います。

（立木の伐採）

５．残置森林等の立木を伐採する場合は、森林法第１０条の８の規定により、伐採

　及び伐採後の造林の届出書を提出します。

（防災施設及び構造物の維持管理）

６．防災施設及び構造物の維持管理については、責任をもって日常の巡視を行うと

　ともに災害等が発生しないよう機能維持に留意し、破損したときは速やかに修復

　し、当初の安全度を確保します。

（誓約書の承継）

７．残置森林等の所有権その他森林等を利用する権利を他に譲渡したときは、この

　誓約事項を当該権利者に承継します。

記
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第４章 許可後の各種手続き等 

 

第１ 許可から完了までの流れ 

林地開発の許可を受けてから完了までの流れは、おおむね次のとおりとなっていますので、遅滞の

ないよう必要な手続きを行ってください。 
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第２ 開発行為の計画変更（細則第１２） 

１ 重要な変更について 

次の各号に掲げる内容に該当する計画変更（以下「重要な変更」という。）を行う場合は、変更

許可申請（規則第５号様式ほか）の手続きが必要となります。 

一 開発目的を変更する場合 

二 開発計画（工区・流域等又は重要な防災施設等）を著しく変更する場合 

三 開発区域の面積が１ha以上増加する場合 

なお、開発区域にかかる面積の増減を合算した合計が１ha未満の場合であっても、新たに残置

森林区域等の開発区域以外を１ha以上開発する場合は、これに該当するものとする。 

２ 重要な変更以外の変更について 

１項の重要な変更に該当しない「軽微な変更」を行う場合は、指示・承諾・協議書（細則第１１

号様式）により、変更協議等の手続きを行ってください。 

なお、許可期間のみの延長については、林地開発行為期間延長届出書（規則第１１号様式）によ

り行うものとします。 

 

第３ 開発行為の完了の確認（細則第１３） 

林地開発行為の全部又は一部が完了したときは、林地開発行為完了（部分完了）届出書（規則第４

号様式）を知事に提出し、その確認を受けてください。 

なお、防災施設設置確認にあっては、指示・承諾・協議書（細則第１１号様式）により行うことと

します。 

１ 完了の確認は、次の各号のとおりに区分します。 

一 完了確認は、開発区域の全体が完了した場合とする（以下「完了確認」という。）。 

また、施行から効果を発揮するまでに時間を要する緑化等の措置については、法面緑化の生育

判定基準（土木工事共通仕様書【大分県土木建築部・大分県農林水産部】）等により、経過観察

を行ったうえで完了の確認を行うことができるものとする。 

二 部分完了確認は、開発区域があらかじめ道路や流域等で工区等の区域区分がなされており、その

工区等の区域内の全部が完了した場合とする（以下「部分完了確認」という。）。 

なお、緑化等の経過観察を行う場合は、緑化等の措置を除いた部分完了確認により完了の確認を

行うものとする。 

三 防災施設設置確認は、開発行為に先行し施行された防災施設等が完了した場合とする（以下

「防災施設設置確認」という。）。 

なお、各工区等の区域内における造成等については、防災施設設置確認が終了しなければ、次

の工程に進むことはできません。 

２ １項の一号に規定する「完了確認」及び同項の二号に規定する「部分完了確認」に係る証明書の

交付が必要な場合は、林地開発行為完了確認証明申請書（細則第１６号様式）により申請してくだ

さい。 
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第４ 許可後の手続きに必要な書類等 

林地開発の許可を受けた場合は、規則に基づき、下表に掲げる書類の提出が必要です。詳細について

は、管轄する各振興局（農山(漁)村振興部）に確認してください。 

発生事実 提出書類 規 則 様 式 提出上の留意事項及び添付書類 

 開発行為の許可 許可済標識の設置 第６条 

 

第２号 

 

①許可日から完了確認日まで現地の見やすい場

所に掲示 

開発行為の着手 

 

林地開発行為着手

届出書 

 

第７条 

 

第３号 

 

①開発行為仕様書 

②開発行為計画工程表 

③許可済標識の設置状況写真 

④その他知事が必要と認めるもの 

開発行為の完了  林地開発行為完了 

(部分完了)届出書 

第８条 

 

第４号 

 

①開発行為完成図（土地利用計画図を基に作成）

※面積等は実績値により記入すること。 

②開発区域の全景及び防災施設等の完成写真（全

景は着手前の写真も添付） 

③開発行為施行途中における記録写真 

※フェンス等の許可要件に影響を与えない工

種は除く。 

④細則第２号付属様式－１（開発行為に係る事業

区域の用途別面積）※申請と実績の赤黒２段書

きとする。 

⑤細則第２号付属様式－５のうち、申請と実績で

数量等に差異があった場合、下記の様式につい

て、実績数量の赤書き版を添付する。（数量等に

差異がない場合は添付不要） 

１ 切取盛土計画 

２ 法面計画 

３ 擁壁計画 

６－② 洪水調整池計画 

６－③ その他防災計画 

 開発行為の 

 計画変更 

 林地開発変更許可 

申請書 

第10条 

 

第５号 

 

①開発目的の変更 

②開発計画(重要な防災施設等)の著しい変更 

③開発区域面積の１ha以上の増加など 

 災害の発生 

 

 災害発生届出書 

 

※災害発生後は、そ

の規模等に係わら

ず、ＦＡＸやメール

等で直ちに報告し、

右記の添付書類は、

揃い次第、提出する

こと。 

第11条 

 

第６号 

 

①災害発生(被災)状況写真（全景、原頭部、流下

部等） 

②復旧(応急)措置計画書及び措置計画図並びに

工程表等 

③開発地の下流の施設(道路、建物等)が被災した

場合は、当該施設の管理者(所有者)等との復旧

等に係る協議簿等の写し。また、他法令が関係

する場合は、その手続き状況が分かる書類 
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 災害の復旧(応急)

措置 

 災害復旧(応急) 

措置報告書 

第11条 第７号 ①復旧状況写真（全景、原頭部、流下部等） 

②復旧(応急)措置実績図等 

開発行為の 

中止又は廃止 

 林地開発行為(中

止・廃止)届出書 

 

第12条 

 

 

第８号 

 

 

①開発対象区域の現況写真 

②当該土地の保安及び災害防止等に関する計画

書又は実績書  

③廃止後における当該土地の利用計画書 

 開発行為の再開  林地開発行為再開  

 届出書 

第12条 

 

第９号 

 

①開発行為を再開することが可能であることを

証する書類 

 開発行為の 

 地位の承継 

 

 林地開発行為地位 

承継届出書 

 

第13条 

 

 

第10号 

 

 

①開発行為に係る事業の譲渡若しくは相続又は

法人の合併等があったことを証する書類 

②資金計画書、施行能力を示す書類 

 開発行為の 

 期間の延長 

 林地開発行為期間 

延長届出書 

第14条 

 

第11号 

 

①進捗状況を示す書類（土量集計表や横断図等の

図面又は事業費内訳表等の根拠資料） 

②現況写真（進捗状況が分かるもの） 

③延長後の変更工程表（実績入り） 

④必要に応じ、延長理由を証する書類 

 開発行為者の住所・

氏名の変更 

 開発行為者(住所・ 

氏名)変更届出書 

第15条 

 

第12号 

 

①法人は登記事項証明書等、個人は住民票等 
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第５ 許可後の提出書類等の様式記載例（規則及び細則の様式） 
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第３号様式（第７条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

電　話

電　話
添付書類
１　開発行為仕様書
２　開発行為に係る計画工程表
３　林地開発許可済標識の設置状況を明らかにした写真
４　開発行為又は開発行為に係る事業の実施についての他の行政庁の免許、許可、認可その他の
　処分を受けていることを証する書類
５　開発行為者に開発行為を行うために必要な資力及び信用があることを証する書類
６　開発行為の施行者に防災措置を講ずるために必要な能力があることを証する書類
注　ただし、添付書類４から６までの書類を添付して林地開発許可申請書又は林地開発変更許可
　申請書を提出したときは、これに添付した当該書類を重ねて提出することを要しない。

林地開発行為着手届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　開発行為に着手したので、大分県林地開発許可制度実施規則第７条の規定により

届け出ます。

許 可 年 月 日 及 び
許 可 番 号

■■○○年○○月○○日　大分県指令森保第◎－◎号

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

開 発 行 為 に 係 る
森林の土地の面積 3.5521 ha　

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

開発行為着手年月日 ■■○○年○○月○○日

工
事
施
行
者

住　　　　　所 ○○市○○区六丁目300番

氏　　　　　名 ○○建設有限会社　代表取締役　●●　●●

連　絡　場　所
000-111-2222

現
場
管
理
者

住　　　　　所 ○○市大字治山1200番地

氏　　　　　名 工事　八郎

連　絡　場　所
○○建設有限会社　現場事務所

123-456-7890

原則、和暦とする。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

開発行為の着手後、遅滞なく届け出る（提出する）こと。

極力、緊急時等も速やかに連絡が取れる

連絡先とすること。

許可を受けた者を届出者とする。地位承継や開発行為者の

変更を行った場合は、変更後の者を届出者とする。

許可申請書の記載内容と整合させること。

工事を主体的に施行する事業者名（元請）を記載すること。

工事を主体的に管理する現場担当者を記載すること。（元請業者以外もあり得る）

許可標識の設置を含め、現場作業に着手した日を記載すること。
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第４号様式（第８条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

添付書類

１　開発行為完成図及び開発行為完成写真

２　開発行為施行途中における記録写真

注意事項

１．林地開発行為にかかる部分完了届の提出に当たっては、許可（変更許可）申請時において、開

　発区域があらかじめ道路や流域（集水区域）等で工区等の区域区分がなされており、分割完了確

　認をする部分がその工区等の区域内の全部であること。併せて、部分完了の場合は「開発行為に

　係る森林の土地の面積」の（　）内に、当該工区等に係る開発面積を記入すること。

２．開発行為に係る許可年月日及び許可番号は、変更許可を受けている場合は、当初許可並びに変

　更許可のうち、直近の許可年月日及び許可番号を記入すること。

３．「開発行為に係る森林の所在場所」及び「開発行為に係る森林の土地の面積」は、許可時（下

　段）と完成時（上段）を２段書きで記入すること。

開 発 行 為 に 係 る
森林の土地の面積 3.5521 ha　 （1.7761 ha）

林地開発行為部分完了届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　開発行為（'■■○○年○○月○○日　大分県指令森保第◎－◎号）が部分完了

したので、大分県林地開発許可制度実施規則第８条の規定により届け出ます。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

開発行為
部分完了年月日

■■○○年○○月○○日

工
事
施
行
者

住　　　　　所 ○○市○○区六丁目300番

氏　　　　　名 ○○建設有限会社　代表取締役　●●　●●

原則、和暦とする。
・部分完了に係る「完了確認」を希望する場合は、部分完了後、

遅滞なく届け出る（提出する）こと。

・部分完了の考え方については、下記注意事項の１を参照。

部分完了の場合は、当該部分の完了確認に必要な

範囲の書類とする。

届出者の考え方は着手届と同様。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

部分完了に係る現場作業が完了した日を記載すること。
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第４号様式（第８条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

添付書類

１　開発行為完成図及び開発行為完成写真

２　開発行為施行途中における記録写真

注意事項

１．林地開発行為にかかる部分完了届の提出に当たっては、許可（変更許可）申請時において、開

　発区域があらかじめ道路や流域（集水区域）等で工区等の区域区分がなされており、分割完了確

　認をする部分がその工区等の区域内の全部であること。併せて、部分完了の場合は「開発行為に

　係る森林の土地の面積」の（　）内に、当該工区等に係る開発面積を記入すること。

２．開発行為に係る許可年月日及び許可番号は、変更許可を受けている場合は、当初許可並びに変

　更許可のうち、直近の許可年月日及び許可番号を記入すること。

３．「開発行為に係る森林の所在場所」及び「開発行為に係る森林の土地の面積」は、許可時（下

　段）と完成時（上段）を２段書きで記入すること。

林地開発行為完了届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　開発行為（'■■○○年○○月○○日　大分県指令森保第◎－◎号）が完了

したので、大分県林地開発許可制度実施規則第８条の規定により届け出ます。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

開 発 行 為 に 係 る
森林の土地の面積

3.7890 ha　
3.5521 ha　

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字8筆

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

開発行為完了年月日 ■■○○年○○月○○日

工
事
施
行
者

住　　　　　所 ○○市○○区六丁目300番

氏　　　　　名 ○○建設有限会社　代表取締役　●●　●●

原則、和暦とする。

開発行為の完了後、遅滞なく届け出る（提出する）こと。

部分完了に係る完了確認において、当該部分の記録写真を

提出済みの場合は省略できる。

届出者の考え方は着手届と同様。

下段は、許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

全ての現場作業が完了した日を記載すること。完了した日とは、構造物の
規格等に瑕疵がなく、手直しの必要がない状態になった日をいう。

-43-



第５号様式（第１０条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

届出者

住　　所

　森林法第１０条の２第１項の規定により許可を受けた林地開発行為を次のとおり変更

したいので、申請します。

注意事項

　１．面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。

　２．開発行為を行うことについての行政庁の許認可その他の処分を必要とする場合には、備考欄にその

　　手続きの状況を記載すること。

　３．変更事項は、変更前を上段、変更後を下段の二段書きとすること。

備 考

開 発 行 為 の 目 的
工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）
工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）、土石等の採掘

変 更 事 項 事業区域の拡張に伴う各種施設の新設及び開発面積の増

変 更 理 由
林地開発許可済み区域の隣接地において、新たに土石等の採
掘を行うため。

許 可 年 月 日
及 び 許 可 番 号

■■○○年○○月○○日　大分県指令森保第◎－◎号

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 土 地 の 面 積

3.5521 ha
5.6780 ha

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字3字15筆

林 地 開 発 変 更 許 可 申 請 書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎 印

原則、和暦とする。

必要な場合は捨印可。

登記事項証明書又は住民票の表記と整合させること。

現許可内容のうち、変更を行う主要な事項を記載すること。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

上段は、許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。
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第６号様式（第１１条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

届け出ます。

注意事項

１．「許可年月日及び許可番号」は、変更許可を受けている場合は、直近の許可年月日及び許可番号

　を記入すること。

２．災害発生（被災）の状況が分かる写真（全景、原頭部、流下部等）を添付すること。

３．「復旧（応急）措置の内容」は、応急措置の内容も含めて記載することとし、併せて、復旧（応

　急）措置計画図及び同工程表等を添付すること。

４．当該災害により、開発地の下流にある施設（道路、建物等）が被災した場合は、被災の程度（人

　的被害等）を速やかに報告するとともに、当該施設の管理者（所有者）等との復旧等に係る協議簿

　等の写し、また、他法令が関係する場合は、その手続き状況等が分かる書類を添付すること。

５．本届出書は、災害発生後、ＦＡＸやメール等で直ちに報告することとし、上記２～４の添付書類

　は、揃い次第、速やかに提出すること。

災　害　発　生　届　出　書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　■■○○年○○月○○日付け指令森保第◎－◎号で許可された開発行為に起因

する災害が発生したので、大分県林地開発許可制度実施規則第１１条の規定により

災 害 発 生 年 月 日 ■■○○年○○月○○日

災 害 発 生 の 区 域 横断測線No.○付近の盛土法面（GH○○付近）

復 旧 （ 応 急 ） 措 置
完 了 予 定 年 月 日

（応急措置）■■○○年○○月○○日
（復旧措置）■■○○年○○月○○日

災 害 発 生 の 原 因
梅雨前線豪雨に伴う流水と土砂流入により、○○付近の
横断暗渠が閉塞し、溢水が盛土部に流れ込んだため。

被 災 の 状 況 盛土法面の崩壊と崩壊土砂の下方への流出

復 旧 （ 応 急 ） 措 置
の 内 容

（応急措置）大型土のう設置○○袋、仮設排水管○○ｍ
（復旧措置）盛土復旧○○m3ｍ、盛土法面復旧○○㎡
　　　　　　小段排水溝復旧○○ｍ、流出土砂の撤去○○m3

原則、和暦とする。

極力、許可申請書に添付の図面で位置が確認できる記載にすること。

届出者の考え方は着手届と同様。

災害発生後、直ちに届け出る（提出する）こと。
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第７号様式（第１１条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

注意事項

１．災害復旧（応急）措置後の状況が分かる写真（全景、原頭部、流下部等）を添付すること。

２．「復旧（応急）措置の内容」は、応急措置の内容も含めて記載することとし、併せて、復旧（応

　急）措置実績図等を添付すること。

災害復旧措置報告書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　■■○○年○○月○○日付けで届け出た災害に係る復旧措置を完了したので、

大分県林地開発許可制度実施規則第１１条の規定により報告します。

災 害 発 生 年 月 日 ■■○○年○○月○○日

災 害 の 内 容 盛土法面の崩壊と崩壊土砂の下方への流出

災 害 の 原 因 ○月○日の梅雨前線豪雨

復 旧 措 置 の 内 容
盛土復旧○○m3ｍ、盛土法面復旧○○㎡

小段排水溝復旧○○ｍ、流出土砂の撤去○○m3

復 旧 措 置
完 了 年 月 日

■■○○年○○月○○日

原則、和暦とする。

災害発生届出書の日付と整合させること。

届出者の考え方は着手届と同様。

原則、和暦とする。

復旧措置の完了後、速やかに報告（提出）すること。
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第７号様式（第１１条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

注意事項

１．災害復旧（応急）措置後の状況が分かる写真（全景、原頭部、流下部等）を添付すること。

２．「復旧（応急）措置の内容」は、応急措置の内容も含めて記載することとし、併せて、復旧（応

　急）措置実績図等を添付すること。

災害応急措置報告書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　■■○○年○○月○○日付けで届け出た災害に係る応急措置を完了したので、

大分県林地開発許可制度実施規則第１１条の規定により報告します。

災 害 発 生 年 月 日 ■■○○年○○月○○日

災 害 の 内 容 盛土法面の崩壊とそれに伴う下方への土砂の流出

災 害 の 原 因 ○月○日の梅雨前線豪雨

応 急 措 置 の 内 容 大型土のう設置○○袋、仮設排水管○○ｍ

応 急 措 置
完 了 年 月 日

■■○○年○○月○○日

原則、和暦とする。

届出者の考え方は着手届と同様。

災害発生届出書の日付と整合させること。

原則、和暦とする。原則、和暦とする。原則、和暦とする。原則、和暦とする。

応急措置の完了後、速やかに報告（提出）すること。
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第８号様式（第１２条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

添付書類

１　当該開発行為に係る森林の現況を撮影した写真

２　開発行為を中止しようとするときは、当該土地の保安及び災害防止等に関する計画書又は実績書

３　開発行為を廃止しようとするときは、２に規定する計画書又は実績書のほか、廃止した後における

　当該土地の利用計画を示す図書

開発行為の施行状況
当初計画の盛土(残土)量の70％が完了。
詳細は、別紙図面及び現況写真のとおり。

開 発 行 為 の 中 止
又 は 廃 止 に 伴 う
開 発 行 為 に 係 る
区域の防災等の措置

【着手済の場合】
計画していた洪水調整池は全て完成済み。
また、盛土最下層の暗渠排水管及び盛土小段等の排水施設の設置も
完了しており、災害発生のおそれはない。

【未着手の場合】
未着手のため、防災等の措置も行っていない。

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

開 発 行 為 の 中 止
又 は 廃 止 の 年 月 日

■■○○年○○月○○日

開 発 行 為 の 中 止
又 は 廃 止 の 理 由

各年度の盛土(残土)搬入量が当初の予定を下回り、今後
の事業計画の見直しを行うため。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 土 地 の 面 積 3.5521 ha

林地開発行為（中止・廃止）届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　■■○○年○○月○○日付け大分県指令森保第◎－◎号で許可された林地開発

行為を（中止・廃止）したいので、大分県林地開発許可制度実施規則第１２条の

規定により届け出ます。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

原則、和暦とする。

届出者の考え方は着手届と同様。

未着手の場合は、「未着手」で良い。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

中止の前にあらかじめ届け出る（提出する）こと。

許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。

印
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第８号様式（第１２条関係）

　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

添付書類

１　当該開発行為に係る森林の現況を撮影した写真

２　開発行為を中止しようとするときは、当該土地の保安及び災害防止等に関する計画書又は実績書

３　開発行為を廃止しようとするときは、２に規定する計画書又は実績書のほか、廃止した後における

　当該土地の利用計画を示す図書

開発行為の施行状況
当初計画の盛土(残土)量の50％が完了。
詳細は、別紙図面及び現況写真のとおり。

開 発 行 為 の 中 止
又 は 廃 止 に 伴 う
開 発 行 為 に 係 る
区域の防災等の措置

【着手済の場合】
計画していた洪水調整池は全て完成済み。
また、盛土最下層の暗渠排水管及び盛土小段等の排水施設の設置も
完了しており、災害発生のおそれはない。

【未着手の場合】
未着手のため、特に防災等の措置は行っていない。

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

開 発 行 為 の 中 止
又 は 廃 止 の 年 月 日

■■○○年○○月○○日

開 発 行 為 の 中 止
又 は 廃 止 の 理 由

各年度の盛土(残土)搬入量が当初の予定を大幅に下回
り、事業計画を廃止するため。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 土 地 の 面 積 3.5521 ha

林地開発行為（中止・廃止）届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　■■○○年○○月○○日付け大分県指令森保第◎－◎号で許可された林地開発

行為を（中止・廃止）したいので、大分県林地開発許可制度実施規則第１２条の

規定により届け出ます。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

原則、和暦とする。

届出者の考え方は着手届と同様。

未着手の場合は、「未着手」で良い。

廃止の前にあらかじめ届け出る（提出する）こと。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。

印
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　大分県知事　　○○　○○　　殿

届出者

住　　所

　森林法第１０条の２第１項の規定により許可を受けた林地開発行為を再開したい

ので、届け出ます。

第９号様式（第１２条関係）

林 地 開 発 行 為 再 開 届 出 書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

許 可 年 月 日
及 び 許 可 番 号

■■○○年○○月○○日　大分県指令森保第◎－◎号

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 土 地 の 面 積 3.5521 ha

再 開 の 理 由
事業計画の見直しにより、盛土(残土)搬入の再開の目処
が立ったため。

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

中 止 年 月 日 ■■○○年○○月○○日

再 開 年 月 日 ■■○○年○○月○○日

原則、和暦とする。

届出者の考え方は着手届と同様。

再開するときは、速やかに届け出る（提出する）こと。

変更許可を受けている場合は、直近の変更許可年月日及び許可番号を記載すること。

中止届に記載した年月日と整合させること。

中止届に記載した内容と整合させること。
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　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

住　所

氏　名

添付書類

１　開発行為に係る事業の譲渡若しくは相続があったこと又は開発行為者たる法人の合併があった

　ことを証する書類

２　開発行為に要する資金及びその調達方法に関する書類

注意事項

１．「許可年月日及び許可番号」は、変更許可を受けている場合は、直近の許可年月日及び許可番号

　を記入すること。

２．「承継年月日」は、事業の譲渡若しくは相続又は法人の合併等に係る効力の発生日（締結日）等

　を記入すること。

承 継 の 理 由
所有者(前開発行為者)からの売買により、用地を取得し
たため。

承 継 年 月 日 ■■○○年○○月○○日

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 土 地 の 面 積 3.5521 ha

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

許 可 年 月 日
及 び 許 可 番 号

■■○○年○○月○○日　大分県指令森保第◎－◎号

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

第１０号様式（第１３条関係）

林地開発行為地位承継届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○区一丁目7番15号

氏　　名
　●●●●●株式会社

　代表取締役　　引継　一郎

　森林法第１０条の２第１項の規定に基づく許可の地位を承継したので、大分県

林地開発許可制度実施規則第１３条の規定により届け出ます。

開発行為者の
住所及び氏名

○○市○○町234番1

株式会社△△△△△　　代表取締役　林発 太郎

承継人

原則、和暦とする。

地位の承継後、遅滞なく届け出る（提出する）こと。

承継後の開発行為者を記載すること。

許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。

承継前の開発行為者を記載すること。
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　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

注意事項

１．「許可年月日及び許可番号」は、変更許可を受けている場合は、直近の許可年月日及び許可番号

　を記入すること。

２．「進捗率」は、例えば、開発目的が土石の採掘や残土処理場の造成等の場合は「土量」から、そ

　れ以外の開発目的の場合は「金額（事業費）」等から算出することとし、併せて、土量集計表や横

　断図等の図面又は事業費内訳表等の根拠資料を添付すること。

３．「延長期間」は、現行の許可期間の期限日（満了日）の翌日から延長しようとする期日までの期

　間を記入することとし、併せて、現況写真や変更工程表（実績入り）を添付すること。

４．「延長理由」は、延長しようとする主な理由を具体的に記入することとし、必要に応じて、それ

　らを証する書類を添付すること。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

第１１号様式（第１４条関係）

林地開発行為期間延長届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　林発　太郎

　■■○○年○○月○○日付け大分県指令森保第◎－◎号で許可された開発行為の

期間を延長したいので、大分県林地開発許可制度実施規則第１４条の規定により

届け出ます。

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

進 捗 率 75.0 ％

延 長 期 間 ■■○○年○○月○○日から■■○○年○○月○○日

延 長 理 由
各年度における残土搬入量が当初の予定を下回り、計画
の盛土高さ(量)に達していないため。

原則、和暦とする。

届出者の考え方は着手届と同様。

延長日ではなく、延長期間を記載すること。（延長期間の考え方及び記載方法は次のとおり）

【例】 現許可期限「令和6年7月8日まで」を３年間延長する場合→ 令和6年7月9日から令和9年7月8日 と記載

許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。

単に 「工程の遅れによる」 などとしないこと。

原則、和暦とする。

現許可期限の到来前に届け出る（提出する）こと。
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　大分県知事　　○○　○○　　殿

住　　所

注意事項

１．「許可年月日及び許可番号」は、変更許可を受けている場合は、直近の許可年月日及び許可番号

　を記入すること。

２．開発行為者の住所・氏名に変更があったことを証する書類（履歴事項全部証明書等）を添付する

　こと（法人のみ）。

開 発 行 為 に 係 る
森 林 の 所 在 場 所

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

第１２号様式（第１５条関係）

開発行為者（住所・氏名）変更届出書

■■○○年○○月○○日

　○○市○○町234番1

氏　　名
　株式会社△△△△△

　代表取締役　　後任　次郎

　■■○○年○○月○○日付け指令森保第◎－◎号で許可された開発行為について、

次のとおり（住所・氏名）に変更が生じたので、大分県林地開発許可制度実施規則

第１５条の規定により届け出ます。

開 発 行 為 の 目 的 工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

そ の 他

新

住　　　所 ○○市○○町234番1

氏　　　名 株式会社△△△△△　　代表取締役　後任 次郎

旧

住　　　所 ○○市○○町234番1

氏　　　名 株式会社△△△△△　　代表取締役　林発 太郎

原則、和暦とする。

変更後の開発行為者を記載すること。

住所・氏名の変更後、速やかに届け出る（提出する）こと。

実施規則第１３条の「地位の承継」に該当する事案の場合は、本様式ではなく、

第１０号様式（林地開発行為地位承継届出書）により届け出ること。

許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。
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第１１号様式

開発行為の所在場所： ○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字6筆

開発行為の目的：  工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

現場管理者：

　□指示 　■協議 　□通知 　□承諾 　□提出 　□報告
　　その他（ ）

・土地利用計画及び開発面積の変更について

　　　下記①，②の理由により、別紙図面のとおり土地利用計画及び開発面積に変更が生じるため、

　　　協議します。（開発面積：　0.6789haの増）

　①　○○番地の地権者との協議結果により、別紙「防災施設平面図」のとおり、排水施設の

　　　 線形を変更。

　②　上記①の変更に伴い、盛土の形状及び施行範囲を変更。

　③　調整池からの放流施設（ボックスカルバート）について、既設市道に沿っての設置を

　　　 計画していたが、施行位置を開発区域内の管理道路沿いの設置に変更するとともに、

　　　 管の種別を合成樹脂管（内面平滑管）へ変更。

　　　　　 　　　　　　 □その他

内容回答年月日：　　　　　年　　月　　日

　　 　　　　　　　　　 □その他

内容回答年月日：　　　　　年　　月　　日

　 　　　　　　　　　　 □その他

内容回答年月日：　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　年　　　月　　　日

設計者
現場管理者

（　　　　　）

発議事項

指示・承諾・協議 報告書

申請者又は
工事施行者：

○○建設有限会社

工事　八郎

内容

発　議　者 　■申請者・工事施行者 　□県 発議年月日 ○○年○○月○○日

協議事項

大
分
県

　上記について、　□指示 ・ □承諾 ・ □協議 ・ □通知 ・ □受理　します。　　　　　　

○
○
振
興
局

　上記について、　□指示 ・ □承諾 ・ □協議 ・ □通知 ・ □受理　します。　　　　　　

処
　
理
　
・
　
回
　
答

申
請
者

　上記について、　□指示 ・ □承諾 ・ □協議 ・ □通知 ・ □受理　します。　　　　　　

処理・回答年月日

担　当

確
　
　
認
　
　
欄

大
分
県

課　　長 班総括 班　　員

申
請
者

申請者 工事施行者

○
○
振
興
局

局　　長
（重要事項のみ）

次　　長
（重要事項のみ）

部　　長 担　当班総括 班　　員

・開発行為の所在場所を所管する振興局名を記載すること。

・複数の振興局にまたがる場合は、それぞれで作成し提出すること。

申請者、又は工事施行者（施工業者）の現場担当者を記載すること。

上記と同様

申請者の欄は、原則として社印を押印すること。

・工事施行者の欄は、担当者の押印または氏名の記載をすること。

・設計者の欄は、可能であれば社印または担当者印を押印すること。

実情に合わせて修正・追記すること。 社名を記載すること。

担当者名を記載すること。

本様式については、下記の重要な変更に該当しない「軽微な変更」を行う場合などに使用する。

下記の重要な変更に該当する場合は、「変更許可申請」が必要となる。

【重要な変更】 大分県林地開発許可制度運用細則 第９より抜粋

一 開発目的を変更する場合

二 開発計画（工区・流域等又は重要な防災施設等）を著しく変更する場合

三 開発区域の面積が１ヘクタ－ル以上増加する場合

なお、開発区域にかかる面積の増減を合算した合計が１ヘクタール未満の場合であっても、

新たに残置森林区域等の開発区域以外を１ヘクタール以上開発する場合は、これに該当するものとする。

申請書（第１号様式）と整合させること。
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第１６号様式

■■○○年○○月○○日

　大分県知事　　○○　○○　　殿

申請者住所

　　下記開発行為については、大分県林地開発許可制度実施規則第９条の規定により

　確認済みであることを証明願います。

　１ 開発地の所在場所 ：

　２ 開発行為の目的 ：

　３ 許 可 番 号 ：

　４ 完了確認年月日 ：

　　証　明 第　　　　号

　　　上記のとおり相違ないことを証明する。

　　　　特記事項

　　　　　開発行為に係る森林の土地の面積 ｈａ

　　　　　開発行為をしようとする森林の区域の面積 ｈａ

　　　　　開発行為に係る事業区域の面積 ｈａ

年　　月　　日

大分県知事　　○○　○○

記

林地開発行為完了確認証明申請書

○○市○○町234番1

氏名
株式会社△△△△△

代表取締役　　林発　太郎

5.6201

○○市大字治山字樹木1234番地　外1大字1字8筆

工場・事業場の設置（残土処理施設の設置）

指令森保第◎－◎号

■■○○年○○月○○日

3.7890

5.4998

印

通常、完了届の届出者と同一となる。

県の完了確認を受けた日。

番号は記入しない。（県で記入）

変更許可を受けている場合は、

直近の変更許可番号を記載すること。

日付は記入しない。（県で記入）

完了届に記載の完成時（上段）の内容と整合させること。

完成時の実績面積を記載すること。

許可申請書又は直近の変更許可申請書の内容と整合させること。
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第５章 審査基準及び技術的基準 

 

第１ 手続き上の要件及び一般的事項等 

１ 開発行為の計画と実効性 

開発行為に関する計画の内容が具体的であり、許可を受けた後遅滞なく申請に係る開発行為を行う

ことが明らかであること。 

２ 森林所有者等の同意 

開発行為に係る森林につき、開発行為の妨げとなる権利を有する全ての者の３分の２以上の同意を

得ており、その他の者についても同意を得ることができることが明らかであること。 

３ 他法令に係る許認可等 

開発行為又は開発行為に係る事業の実施について他の行政庁の免許、許可、認可その他の処分を必

要とする場合には、当該処分等がなされているかの確認又は当該申請に係る申請の状況の確認ができ

ること。 

４ 開発行為に必要な信用及び資力 

申請者に開発行為を行うために必要な信用及び資力があることが明らかであること。 

【例： 防災施設の整備に必要な資金の手当てが可能であること及び事業体としての信用があるこ

とが明らかであることなど。】 

５ 開発区域の面積の規模 

開発区域の面積が、当該開発行為の目的実現のため必要最小限度の面積であること（法令等によっ

て面積につき基準が定められている場合には、これを参酌して決められたものであること。）が明ら

かであること。 

６ 全体計画との関連 

開発行為の計画が大規模であり長期にわたるものの一部についての許可の申請である場合には、全

体計画との関連が明らかであること。 

７ 原状回復等の事後措置 

開発行為により森林を他の土地利用に一時的に供する場合には、利用後における原状回復等の事後

措置が適切に行われることが明らかであること。 

【例： 開発行為が行われる以前の原状に回復することのほか、造林の実施等を含め従前の効用を

回復することが明らかであることなど。】 

８ 周辺の地域の森林施業への配慮 

開発行為が周辺の地域の森林施業に著しい支障を及ぼすおそれがないように適切な配慮がなされ

ていることが明らかであること。 

【例： 開発行為により道路が分断される場合には、代替道路の設置計画が明らかであり、開発行

為の対象箇所の奥地における森林施業に支障を及ぼすことのないよう配置されているな

ど。】 

９ 周辺の地域における住民の生活及び産業活動への配慮 

開発行為に係る事業の目的に即して土地利用が行われることによって周辺の地域における住民の

生活及び産業活動に相当の悪影響を及ぼすことのないように適切な配慮がなされていることが明ら

かであること。 

【例： 開発行為に係る事業の実施に伴い、地域住民の生活環境の保全を図る必要がある場合には、

申請者と関係市町村又は自治会、町内会等の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２
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６０条の２第１項に規定する地縁による団体との環境の保全に関する協定の締結等により、

地域住民との合意形成がなされているなど。】 

10 開発行為の許可申請前に住民説明会の実施等、地域住民の理解を得るための取組が実施されている

こと。 

【例： 住民説明会において、開発中及び開発後の事業期間中に発生する可能性のある問題への対

応について、地域住民との十分な話合いがなされているなど。】 

 

第２ 災害の防止に関する基準 

（１）土工関係 

１ 開発行為が原則として現地形に沿って行われること及び開発行為による土砂の移動量が必要最小

限度であること。 

一 開発行為の目的がスキー場の造成である場合は、次のア及びイによるものであること。 

ア スキー場の滑走コースの造成は、その利用形態からみて土砂の移動が周辺に及ぼす影響が比較

的大きいと認められるため、その造成に係る切土量は１ha当たりおおむね１，０００ｍ3以下で

あること。 

イ 滑走コースは、傾斜地を利用するものであることから、切土を行う区域はスキーヤーの安全性

の確保等やむを得ないと認められる場合に限るものとし、土砂の移動量を極力縮減するものであ

ること。 

二 開発行為の目的がゴルフ場の造成である場合は、ゴルフ場の造成に係る切土量及び盛土量は、そ

れぞれ１８ホール当たりおおむね２００万ｍ3以下であること。 

三 土量の配分計画等を立てる場合の土量変化率については、表－１の値を標準とする。 

 

表－１ 土量の変化率 

分類名称 
変化率Ｌ 変化率Ｃ 

主要区分 

礫質土 1.20 0.90 

砂質土及び砂 1.20 0.90 

粘性土 1.25 0.90 

岩塊・玉石、軟岩(Ⅰ)Ａ 1.20 1.00 

軟岩(Ⅰ)Ｂ 1.30 1.15 

軟岩(Ⅱ) 1.50 1.20 

中硬岩 1.60 1.25 

硬岩(Ⅰ)(Ⅱ) 1.65 1.40 

※令和４年度治山林道必携 － 積算・施工編（日本治山治水協会）上巻より引用 

注）Ｌ＝ ほぐした土量(ｍ3) ／ 地山の土量(ｍ3) 

Ｃ＝ 締固め後の土量(ｍ3) ／ 地山の土量(ｍ3) 

 

２ 工法等は、次の各号によるものであること。 

一 切土は、原則として階段状に行う等、法面の安定が確保されるものであること。 

二 盛土は、必要に応じて水平層にして順次盛り上げ、十分締固めが行われるものであること。 

三 土石の落下による下方斜面等の荒廃を防止する必要がある場合には、柵工の実施等の措置が講じ 
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られていること。 

四 大規模な切土又は盛土を行う場合には、融雪、豪雨等により災害が生ずるおそれのないように工

事時期、工法等について適切に配慮されていること。 

３ 切土は、次の各号によるものであること。 

一 法面の勾配は、地質、土質、切土高、気象及び近傍にある既往の法面の状態等を勘案して、現地

に適合した安定なものであること。 

二 土砂の切土高が１０ｍを超える場合には、原則として高さ５ｍないし１０ｍごとに小段が設置さ

れるほか、必要に応じ排水施設が設置される等、崩壊防止の措置が講じられていること。 

三 切土を行った後の地盤に滑りやすい土質の層がある場合には、その地盤に滑りが生じないように

杭打ちその他の措置が講じられていること。 

四 地山の土質に応じた切土の法面勾配は、表－２の値を標準とする。 

 

表－２ 切土に対する標準法面勾配 

地 山 の 土 質 切土高 勾 配 

硬岩   1:0.3 ～ 1:0.8 

軟岩   1:0.5 ～ 1:1.2 

砂 密実でない粒度分布の悪いもの  1:1.5 ～ 

砂質土 

密実なもの 
５ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.0 

５～10ｍ 1:1.0 ～ 1:1.2 

密実でないもの 
５ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

５～10ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

砂利または岩塊

混じり砂質土 

密実なもの、または粒度分布の 

よいもの 

10ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.0 

10～15ｍ 1:1.0 ～ 1:1.2 

密実でないもの、または粒度分布

の悪いもの 

10ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

10～15ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

粘性土  10ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.2 

岩塊または玉石

混じりの粘性土 
 

５ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

５～10ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

※道路土工 － 切土工・斜面安定工指針 平成21年度版（日本道路協会）より引用 

 

４ 盛土は、次の各号によるものであること。 

一 法面の勾配は、盛土材料、盛土高、地形、気象及び近傍にある既往の法面の状態等を勘案し

て、現地に適合した安全なものであること。盛土高がおおむね１．５ｍを超える場合には、勾配

が３５度（1:1.43）以下であること。 

二 １層の仕上がり厚は、３０㎝以下とし、その層ごとに締固めが行われるとともに、必要に応じ

て雨水その他の地表水又は地下水を排除するための排水施設の設置等の措置が講じられているこ

と。 

三 盛土高が５ｍを超える場合は、原則として５ｍごとに小段が設置されるほか、必要に応じて排水

施設が設置される等、崩壊防止の措置が講じられていること。 

四 盛土が滑り、緩み、沈下し、又は崩壊するおそれがある場合には、盛土を行う前の地盤の段切り、

地盤の土の入替え、埋設工の施工、排水施設の設置等の措置が講じられていること。 
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五 盛土材料に応じた盛土の法面勾配は、表－３の値を標準とする。 

 

表－３ 盛土材料及び盛土高に対する標準法面勾配の目安 

盛土材料 盛土高 勾 配 

粒度の良い砂、礫及び細粒分混じり礫 
５ｍ以下 1:1.5 ～ 1:1.8 

５～15ｍ 1:1.8 ～ 1:2.0 

粒度の悪い砂 10ｍ以下 1:1.8 ～ 1:2.0 

岩塊（ずりを含む） 
10ｍ以下 1:1.5 ～ 1:1.8 

10～20ｍ 1:1.8 ～ 1:2.0 

砂質土，硬い粘質土，硬い粘土（洪積層の

硬い粘質土，粘土，関東ローム等） 

５ｍ以下 1:1.5 ～ 1:1.8 

５～10ｍ 1:1.8 ～ 1:2.0 

火山灰質粘性土 ５ｍ以下 1:1.8 ～ 1:2.0 

※道路土工 － 盛土工指針 平成21年度版（日本道路協会）より引用 

 

５ 捨土は、次の各号によるものであること。 

一 捨土は、土捨場を設置し、土砂の流出防止措置を講じて行われるものであること。この場合にお

ける土捨場の位置は、急傾斜地、湧水の生じている箇所等を避け、人家又は公共施設との位置関係

を考慮の上、設定されているものであること。 

二 法面の勾配の設定、締固めの方法、小段の設置、排水施設の設置等は、盛土に準じて行われ、土

砂の流出のおそれがないものであること。 

６ 補強盛土に関する技術的な基準については、次の基準によるものとする。 

  一 ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル （一般財団法人 土木研究センター） 

 

（２）擁壁，法面関係 

１ 次の各号による場合には、擁壁の設置、その他の法面崩壊防止の措置を講ずること。ただし、土質

試験等に基づき地盤の安定計算を行い、法面の安定を保つために擁壁等の設置が必要でないと認めら

れる場合は、この限りでない。 

一 切土、盛土又は捨土を行った後の法面の勾配が、（１）土工関係によることが困難、若しくは適

当でない場合。 

二 開発区域が住宅又は公共施設に近接し、かつ、次のア又はイに該当する場合。 

ア 切土により生ずる法面の勾配が３０度（1:1.73）より急で、かつ、高さが２ｍを超える場合。

ただし、硬岩盤である場合又は次の①、②のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

① 土質が表－４の土質の欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配が同表の擁

壁等を要しない勾配の上限の欄に掲げる角度以下のもの。【図１～図３のａの領域】 

② 土質が表－４の土質の欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配が同表の擁

壁等を要しない勾配の上限の欄に掲げる角度を超え、同表の擁壁等を要する勾配の下限の欄に

掲げる角度以下のもので、その高さが５ｍ以下のもの。【図１～図３のｂの領域】 

この場合において、①に該当する法面の部分により上下に分離された法面があるときは、①

に該当する法面の部分は存在せず、その上下の法面は連続しているものとみなす。【図４】 

イ 盛土により生ずる法面の勾配が３０度より急で、かつ、高さが１ｍを超えるもの。【図５】 
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図１ 軟岩（風化の著しいものを除く）の場合      図２ 風化の著しい岩の場合 

 

 

図３ 砂利、真砂土、硬質粘土 

その他これに類するもの 

  

 

図４                     図５ 

 

法面Ｂが表－４の中欄の角度以下に該当し、法面Ａと 

Ｃの勾配が①もしくは②に該当しない場合にあっては、 

法面の高さはｈａ＋ｈｃとして算出する。 

 

表－４ 

土 質 
擁壁等を要しない 

勾配の上限 

擁壁等を要する 

勾配の下限 
参考図 

軟岩（風化の著しいものを除く） ６０°（1:0.57） ８０°（1:0.18） 図１ 

風化の著しい岩 ４０°（1:1.19） ５０°（1:0.84） 図２ 

砂利、真砂土、硬質粘土、 

その他これに類するもの 
３５°（1:1.43） ４５°（1:1.00） 図３ 

 

２ 擁壁の構造は、次の各号によるものであること。 

一 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 
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二 土圧等によって擁壁が滑動しないこと。 

三 土圧、水圧及び自重（以下「土圧等」という。）によって擁壁が破壊されないこと。 

四 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

五 擁壁には、その裏面の排水を良くするため、適正な水抜き穴が設けられていること。 

六 高さ８ｍを超える擁壁については、地震荷重を安定計算に用いる荷重に加えるものとする。 

 

表－５ 擁壁の安定条件（補強土壁等を除く） 

項 目 
安 全 率 

壁高（８ｍ以下） 壁高（８ｍ超） 

一 転倒 １．５以上 １．２以上 

二 滑動 １．５以上 １．２以上 

合力の作用位置※ 
ｅ≦Ｂ／６ 

（擁壁底版中央の底版幅1/3の範囲内） 

ｅ≦Ｂ／３ 

（擁壁底版中央の底版幅2/3の範囲内） 

三 破壊 
合力の作用位置の条件を満たせば

安定 

許容応力度の１．５倍以内 

四 支持力（沈下） ３．０以上 ２．０以上 

※ ｅ＝偏心距離、Ｂ＝擁壁の底版幅 

  注）補強土壁等の擁壁の安定計算は、別途考慮すること。 

 

３ 補強土壁に関する技術的な基準については、次の各号の基準によるものとする。 

  一 多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マニュアル   （一般財団法人 土木研究センター） 

  二 ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル（ 同上 ） 

  三 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル  （ 同上 ） 

４ 法面保護の措置は、次の各号によるものであること。 

一 植生による保護（実播工、伏工、筋工、植栽工等）を原則とし、植生による保護が適さない場合

又は植生による保護だけでは法面の侵食を防止できない場合には、人工材料による適切な保護（吹

付工、張工、法枠工、柵工、網工等）を行い、工種は、土質、気象条件等を考慮して決定され、適

期に施行されるものであること。 

二 表面水、湧水、渓流等により法面が侵食され又は崩壊するおそれがある場合には、排水施設又は

擁壁の設置等の措置が講じられるものであること。この場合における擁壁の構造は、２項の各号に

よるものであること。 

 

（３）えん堤又は沈砂池_解）等関係 

１ えん堤等の容量は、次の各号の規定により算定された開発区域からの流出土砂量を貯砂し得るもの

であること。 

一 開発行為の施行期間中における流出土砂量は、開発区域１ha当たり１年間に、特に目立った表面

侵食のおそれが見られない場合では２００ｍ3、脆弱な土壌で全面的に侵食のおそれが高い場合で

は６００ｍ3、それ以外の場合では４００ｍ3とするなど、地形、地質、気象等を考慮の上、表－６

の値を標準として適切に定めるものとする。 

二 開発行為の終了後において、地形、地被状態等からみて、地表が安定するまでの期間に相当量の

土砂の流出が想定される場合には、表－６の値により積算すること。  
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表－６ １ｈａ当たりの１年間の流出土砂量 

区 分 裸 地 草 地 林 地 

開発行為の期間中 
４００ｍ3（標準的な箇所） 

２００ｍ3 ～ ６００ｍ3 １５ｍ3 １ｍ3 

開発行為の終了後 ２０ｍ3 

 

２ えん堤等の設置箇所は、極力土砂の流出地点に近接した位置であること。 

３ えん堤等の構造は、次の各号によるものであること。 

一 コンクリートダム_解）及び中詰め構造のダム_解）（ダブルウォール等）については、治山技術基準

（昭和４６年３月３日付け４６林野治第６４８号林野庁長官通知）及び次のア～オによるものであ

ること。 

ア 設置位置等 

  ダムの位置は、地盤支持力の不足によるダムの沈下、越流水等による下流のり先の洗掘及び渓

岸侵食によるダムの破壊防止のため、渓床及び両岸に堅固な地盤が存在する位置であること。 

なお、やむを得ず地盤支持力の小さな砂礫層等の箇所に計画しなければならない場合には、ダ

ムの安全のために、その渓床の地盤の状況に応じて、基礎地盤の処理や下流のり先の洗掘防止等

の措置が講じられていること。 

イ ダムの袖部 

  袖の突込みの深さは、地盤の不均質性、風化の速度等を考慮して安全な深さとなるよう定めら

れたものであること。また、袖の両岸取付部は、風化作用及び流水等の侵食によって、ダムの破

壊の原因となりやすいので、間詰め等で十分保護すること。 

ウ 重力式ダム_解）の安定計算に用いる荷重 

安定計算に用いる荷重は、原則として堤体の自重、静水圧及び堆砂圧であること。 

ただし、堤高が１５ｍ以上のダムで、安定計算に用いる荷重が自重、静水圧及び堆砂圧のみで

設計された断面では、地震荷重等が作用した際に不安定となる場合には、地震時慣性力、地震時

動水圧及び揚圧力を加えるものとする。 

 

表－７ ダムの安定計算に用いる荷重の組合せ 

堤 高 設 計 荷 重 

１５ｍ未満 自重・静水圧・堆砂圧 

１５ｍ以上 
自重・静水圧・堆砂圧 

地震時慣性力・地震時動水圧・揚圧力 

 

エ ダムの断面は、次の条件の全てを満たすものであること。 

また、中詰め構造のダムについては、構造部材の強度検討等が適切に行われていること。 

① 転倒に対する安定 

  堤体が転倒を引き起こさないこと。 

② 滑動に対する安定 

  堤体が滑動を引き起こさないこと。 

③ 堤体の破壊に対する安定 

  堤体の最大応力に対して破壊を引き起こさないこと。 
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④ 基礎地盤に対する安定 

  堤体の最大応力に対して基礎地盤の許容支持力が十分であること。 

 

表－８ ダムの安定条件 

項 目 安 全 率 

① 転倒 １．０以上 

② 滑動 １．０以上 

合力の作用位置 ※ 原則としてｅ≦Ｂ／６ 

③ 破壊 合力の作用位置の条件を満たせば安定 

④ 基礎地盤 長期荷重の場合 ３倍（常時） 

短期荷重の場合 ２倍（地震時など） 

（中詰め構造のダム） 

中詰材のせん断変形 

構造部材の安定性 

 

１．２以上 

使用する製品の仕様に応じて検討 

※ ｅ＝偏心距離、Ｂ＝堤底幅 

 

オ ダムの基礎部 

① 基礎地盤 

  ダムの基礎地盤は、十分な支持力及び摩擦抵抗力を有するとともに、ダム下流側の洗掘、パ

イピング等による破壊に対しても安全なものであること。 

② 基礎の根入れ 

基礎部は、地盤の不均質性（特に砂礫層等）及び長年の風化作用によって不安定化し、また、

洪水時等には下流のり先が洗掘されて、ダムの破壊の原因となりやすいことから、根入れの深

さは、これらを勘案して適切に定められたものであること。 

③ 間詰め 

堤体と掘削面の間は、掘削面の風化及び崩落が生じないように、コンクリート等で間詰めす

る等の措置が講じられていること。 

④ 基礎の処理 

基礎地盤が十分な強度を得られない場合には、その状況に応じて必要な基礎処理が講じら

れていること。 

⑤ 洗掘防止 

ダムの下流のり先が洗掘されるおそれがある場合には、副ダム、水叩き、これらを併設する

等の洗掘防止措置が講じられていること。なお、副ダムの構造は、本ダムに準ずるものである

こと。 

二 フィルダム_解）に関する技術的な基準については、次の基準によるものとする。 

   ア 防災調整池等技術基準(案)解説と設計実例 （公益社団法人 日本河川協会） 

 

（４）排水施設関係 

１ 排水施設の断面は、計画流量の排水が可能になるように余裕を持って定められていること。 

また、土砂等の堆積による通水断面の縮小を考慮して、設計上は、２項の三号「流量の算定」の計

算に用いる水深に対して少なくとも２０％の余裕をみておくこととし、安全率は次のとおりとする。 
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・満流による流量計算の場合    安全率１．２以上 

・８割水深による流量計算の場合  安全率１．０以上 

なお、流量計算の手法として、満流で計算した排水量の８割を８割水深による流量計算の排水量と

して採用しても差し支えないものとする。 

２ 計画流量等の算定は、次の各号によるものとする。 

一 雨水流出量の算定（合理式：ラショナル式） 

原則として次式により算出されていること。ただし、降雨量と流出量の関係が別途高い精度で

求められている場合には、単位図法等によって算出することができる。 

Ｑ＝ １／３６０ × ｆ × ｒ × Ａ 

Ｑ：雨水流出量（ｍ3／sec）＝ピーク流量 

ｆ：流出係数 

ｒ：設計雨量強度（㎜／hr） 

Ａ：集水区域面積（ha） 

二 流速の算定（マニング式） 

Ｖ＝ １／ｎ × Ｒ2/3 × Ｉ1/2 

Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

ｎ：粗度係数（表－１３の標準値を標準とする） 

Ｒ：径深＝Ａ／ｑ（ｍ） 

ｑ：潤辺長（水路断面において、水が周囲の壁や底面と接する長さ） 

Ｉ：水路勾配（分数又は小数） 

三 流量の算定 

Ｑ＝ Ａ × Ｖ 

Ｑ：流量（ｍ3／sec） 

Ａ：流積（㎡）※流水断面積 

Ｖ：流速（ｍ／sec） 

  

 

３ 流出係数は、表－９を参考にして定められていること。浸透能は、地形、地質土壌等の条件によ

って決定されるものであるが、同表の区分の適用については、おおむね、山岳地は浸透能小、丘陵

地は浸透能中、平地は浸透能大とすること。 

なお、地表が太陽光パネル、アスファルト、コンクリート、モルタル等の不浸透性の材料で覆わ

れる箇所については、表－９によらず、流出係数を原則１．０とする。ただし、当該箇所の割合が

小さい場合には、その割合に応じて０．９～１．０の範囲内で定めるものとする。 

また、山岳地、丘陵地、平地の区分については、次式及び表－１０により求めることができるも

のとし、ｉの値は開発区域内で平均的と判断される箇所において、代表値を定めて差し支えないも

のとする。 

ｉ＝〔（集水斜面最高標高）－（集水斜面最低標高）〕／最高標高～最低標高の区間距離 
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表－９ 流出係数 

地表状態区分 浸透能 小 浸透能 中 浸透能 大 

林 地 ０．６ ～ ０．７ ０．５ ～ ０．６ ０．３ ～ ０．５ 

草 地 ０．７ ～ ０．８ ０．６ ～ ０．７ ０．４ ～ ０．６ 

耕 地 － ０．７ ～ ０．８ ０．５ ～ ０．７ 

裸 地 １．０ ０．９ ～ １．０ ０．８ ～ ０．９ 

 

表－１０ 地形区分 

地形区分 急峻（山岳地） 斜面（丘陵地） 平地 

ｉの値 0.58以上 0.27以上0.58未満 0.27未満 

※大分県治山技術基準細則（設計・積算編）－ 通達集 より引用 

参考図① 急峻（ｉの値0.58以上）の場合     参考図② 斜面（ｉの値0.27以上0.58未満）の場合 

         

 

４ 設計雨量強度は、「大分県確率降雨強度式（令和４年改定版：大分県土木建築部河川課）」を参

考として用いることとし、表－１１の単位時間内の１０年確率で想定される雨量強度とされている

こと。 

ただし、人家等の人命に関わる保全対象が事業区域に隣接している場合など、排水施設の周囲に

いっ水した際に保全対象に大きな被害を及ぼす事が見込まれる場合については、２０年確率で想定

される雨量強度を用いるほか、水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号ロ又は

土砂災害防止法第８条第１項第４号に規定する要配慮者利用施設等の災害発生時の避難に特別の配

慮が必要となるような重要な保全対象がある場合は、３０年確率で想定される雨量強度を用いるこ

と。 

 

表－１１ 単位時間              表－１２ 雨量強度の確率年 

流域面積 単位時間  施設区分 確率年 

５０ｈａ以下 １０分  排水施設 １０年～（３０年）※1 

１００ｈａ以下 ２０分  洪水調整池 ３０年 （５０年）※2 

５００ｈａ以下 ３０分  余水吐 ２００年      ※3 

※1（４）排水施設関係の４項を参照 

※2（５）洪水調整池関係（災害の防止）の３項の一号及び 

第３「水害の防止に関する基準」の（１）の２項の一号を参照 

※3（５）洪水調整池関係（災害の防止）の５項を参照 
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表－１３ マニングの粗度係数 

水路の形式 水路の状況 ｎの範囲 ｎの標準値 

カルバート 

現場打ちコンクリート 

コンクリート管 

コルゲートメタル管（１形） 

〃    （２形） 

〃    （ペービングあり） 

塩化ビニル管 

コンクリート２次製品 

 0.015 

0.013 

0.024 

0.033 

0.012 

0.010 

0.013 

ライニング 

した水路 

鋼，塗装なし，平滑 

モルタル 

木，かんな仕上げ 

コンクリート，コテ仕上げ 

コンクリート，底面砂利 

石積み，モルタル目地 

空石積み 

アスファルト，平滑 

0.011 ～ 0.014 

0.011 ～ 0.015 

0.012 ～ 0.018 

0.011 ～ 0.015 

0.015 ～ 0.020 

0.017 ～ 0.030 

0.023 ～ 0.035 

0.013 

0.012 

0.013 

0.015 

0.015 

0.017 

0.025 

0.032 

0.013 

ライニング 

なし水路 

土，直線，等断面水路 

土，直線水路，雑草あり 

砂利，直線水路 

岩盤直線水路 

0.016 ～ 0.025 

0.022 ～ 0.033 

0.022 ～ 0.030 

0.025 ～ 0.040 

0.022 

0.027 

0.025 

0.035 

自然水路 
整正断面水路 

非常に不整正な断面，雑草，立木多し 

0.025 ～ 0.033 

0.075 ～ 0.150 

0.030 

0.100 

※道路土工要綱 平成21年度版（日本道路協会）より引用 

 

５ 雨水のほか、土砂の流入が見込まれる場合又は排水施設の設置箇所からみて、いっ水による影響が

大きい場合にあっては、排水施設の断面は必要に応じて１項の規定よりも一定程度大きく定められて

いること。 

６ 洪水調整池の下流に位置する排水施設については、洪水調整池からの許容放流量_解）を安全に流下

させることができる断面とすること。 

７ 排水施設の構造等は、次の各号によるものであること。 

一 排水施設は、立地条件等を勘案して、その目的及び必要性に応じた堅固で耐久性を有する構造

であり、漏水が最小限度となるよう措置されていること。 

二 排水施設のうち暗渠である構造の部分には、維持管理上必要なます
．．

又はマンホールの設置等の措

置が講じられていること。 

三 放流によって地盤が洗掘されるおそれがある場合には、水たたきの設置その他の措置が適切に講

じられていること。 

四 排水施設は、排水量が少なく土砂の流出又は崩壊を発生させるおそれがない場合を除き、排水を

河川等又は他の排水施設等まで導くように計画されていること。 

この場合、当該河川等又は当該施設の管理者の同意を得ているものであること。特に、他の排水

施設等を経由して河川等に排水を導く場合には、当該施設の管理者の同意に加え、当該施設が接続
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する下流の河川等において安全に流下できるよう、併せて当該河川等の管理者の同意を得ているも

のであること。 

 

【参考】排水施設の通水(流水)断面積及び径深 

 

※令和４年版林道必携 － 技術編（日本林道協会）より引用 

 

（５）洪水調整池関係（災害の防止） 

１ 洪水調整池等を設置する場合は、排水放流先の河川等の管理者と協議し、その指示に従うこと。 

２ 洪水調整池の設置については、次の各号によるものであること。 

一 洪水調整池の設置は、原則として事業区域内に計画すること。 

二 洪水調整池を設置し、河川に排水する場合には、あらかじめ河川管理者の同意を得ていること。 

３ 洪水調整池の容量については、次の各号によるものであること。 

一 洪水調節容量_解）は、下流における流下能力を考慮の上、３０年確率で想定される雨量強度にお

ける開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以下にまで調節できるものであること

を基本とする。 

ただし、排水を導く河川等の管理者との協議において必要と認められる場合には、５０年確率で

想定される雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以下までに調
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節できるものとすることができる。 

  二 ３項の一号に規定する「下流における流下能力を考慮の上」とは、開発行為の施行前において既

に３年確率で想定される雨量強度におけるピーク流量が下流における流下能力を超えるか否かを

調査の上、必要があれば、この流下能力を超える流量も調節できる容量とすることをいう。 

  三 洪水調整池の洪水調節容量の計算については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の２項

の二号によるものであること。 

  四 洪水調整池の必要容量は、当該調整池に流入する土砂の堆砂量を見込んだ容量とすること。 

開発行為の施行期間中における洪水調整池の堆砂量を見込む場合は、開発区域１ｈａ当たり１年

間に、特に目立った表面侵食のおそれが見られないときには２００ｍ3、脆弱な土壌で全面的に侵

食のおそれが高いときには６００ｍ3、それ以外のときには４００ｍ3とするなど、流域の地形、地

質、土地利用の状況、気象等に応じて必要な堆砂量とすること。（表－６の値を標準とする） 

４ 洪水調整池の設計については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の５項によるものである

こと。 

５ 余水吐_解）（洪水吐_解））の能力は、コンクリートダムにあっては２００年確率で想定される雨量強

度におけるピーク流量の１．２倍以上、フィルダムにあってはコンクリートダムの余水吐の能力の１．

２倍以上のものであること。 

ただし、２００年確率で想定される雨量強度を用いることが計算技法上不適当であると認められる

場合には、当分の間、１００年確率で想定される雨量強度の１．２倍を用いることができる。 

 一 余水吐の設計については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の６項の一号から三号によ

るものであること。 

６ 洪水調節の方式は、原則として自然放流方式_解）であること。やむを得ず浸透型施設として整備す

る場合については、尾根部や現地形が傾斜地である箇所、地すべり地形である箇所並びに盛土を行っ

た箇所等浸透した雨水が土砂の流出・崩壊を助長するおそれがある箇所には設置しないこと。 

７ 洪水調整池の放流施設（放流管等）については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の８項

によるものであること。 

８ 洪水調整池の余裕高については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の９項によるものであ

ること。 

 

（６）その他 

１ 用水路等を経由して河川等に排水を導く場合であって、洪水調節池を設置するよりも用水路等の断

面を拡大することが効率的なときには、当該用水路等の管理者の同意を得た上で、開発者の負担で用

水路等の断面を大きくすることをもって洪水調節池の設置に代えることができる。 

２ 飛砂、落石、なだれ等の災害が発生するおそれがある場合には、静砂垣、落石又はなだれ防止柵の

設置その他の措置が適切に講じられることが明らかであること。 

 ３ 排水施設の断面、洪水調節容量及び余水吐の能力の設計に適用する雨量強度については、（４）排

水施設関係の１項、（５）洪水調整池関係（災害の防止）の３項及び５項の規定によるほか、開発行

為を行う流域の河川整備基本方針において、降雨量の設定に当たって、気候変動を踏まえた降雨量変

化倍率を採用している場合には、適用する雨量強度に当該降雨量変化倍率を用いることができる。 

４ 開発行為の施行に当たって、災害の防止のために必要なえん堤、排水施設、洪水調整池等について

仮設の防災施設を設置する場合は、全体の施行工程において具体的な箇所及び施行時期を明らかにす

るとともに、仮設の防災施設の設計は本設のものに準じて行うこと。 

５ 開発行為の完了後においても、整備した排水施設、洪水調整池等が十分に機能を発揮できるよう土
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砂の撤去や豪雨時の巡視等の完了後の維持管理方法について明らかにすること。 

６ 第３「水害の防止に関する基準」の（１）の規定に基づく洪水調節池等の設置を併せて行う必要が

ある場合、同時にそれぞれの技術的細則を満たすよう設置すること。 

７ えん堤等の構造については、第２「災害の防止に関する基準」の（３）の規定によるものであるこ

と。 

８ 洪水調整池に関する技術的な基準については、本手引によるほか、次の基準によるものとする。 

  一 防災調整池等技術基準(案)解説と設計実例 （公益社団法人 日本河川協会） 

 

第３ 水害の防止に関する基準 

（１）洪水調整池関係（水害の防止） 

１ 洪水調整池等の設置については、第２「災害の防止に関する基準」の（５）の１項及び２項による

ものであること。 

２ 洪水調整池の容量については、次の各号によるものであること。 

一 洪水調節容量は、当該開発行為をする森林の下流において当該開発行為に伴いピーク流量が増加

することにより、当該下流においてピーク流量を安全に流下させることができない地点が生ずる場

合には、当該地点での３０年確率で想定される雨量強度及び当該地点において安全に流下させるこ

とができるピーク流量に対応する雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピ

ーク流量以下までに調節できるものであること。 

ただし、排水を導く河川等の管理者との協議において必要と認められる場合には、５０年確率で

想定される雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以下にまで調

節できるものであること。 

また、開発行為の施行期間中における洪水調節池の堆砂量を見込む場合にあっては、第２「災

害の防止に関する基準」の（５）の３項の四号によるものであること。 

なお、安全に流下させることができない地点が生じない場合には、第２「災害の防止に関する基

準」の（５）の３項の規定によるものであること。 

二 洪水調整池の洪水調節容量の計算は、厳密計算法_解）により行うことを標準とし、それにより難

い場合は、簡便法_解）、その他の適切な方法で行うこととする。また、厳密計算法を採用した場合

については、中央集中型と後方集中型の降雨波形による計算結果の比較を行うこと。 

なお、河川等管理者からの指示があった場合は、厳密計算法と簡便法での比較検討を行い、容量

の大きい物を採用すること。ただし、簡便法については、下流河川等の最小比流量が５ｍ3／sec／

Ｋ㎡（＝０．０５ｍ3／sec／ha）程度を上回る場合は、厳密計算法の値に比べて小さくなる場合が

あることに留意すること。 

３ 当該開発行為に伴いピーク流量が増加するか否かの判断は、当該下流のうち当該開発行為に伴うピ

ーク流量の増加率が原則として１％以上の範囲内とし、２項の一号に規定する「ピーク流量を安全に

流下させることができない地点」とは、当該開発行為をする森林の下流の流下能力からして、３０年

確率（排水を導く河川等の管理者との協議において必要と認められる場合には５０年確率）で想定さ

れる雨量強度におけるピーク流量を流下させることができない地点のうち、原則として、当該開発行

為による影響を最も強く受ける地点（ネック箇所_解））とする。 

当該ピーク流量は、次式により算出する。 

Ｑｉ＝ １／３６０ × ｆｉ × ｒ30 × Ａｉ 

ｆｉ：ｉ地点の集水区域内の開発前若しくは開発中及び開発後の流出係数 

ｒ30：ｉ地点での３０年確率で想定される雨量強度（㎜／hr） 
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Ａｉ：ｉ地点の集水面積（ha） 

４ 洪水調整池の設置の必要性の検討は、次の各号によるものであること。 

一 開発行為をする森林の下流において、流域調査を行い、河川等の流下能力が低いと判断される地

点（狭小部）及び河川等管理者の指示があった場合の箇所を検討地点として選出する。 

下流河川等の狭小部の流下能力は、次式により算出する。 

Ｑ＝ ｖ × ａ 

Ｑ：下流河川等の流下能力（ｍ3／sec） 

ｖ：  〃  の流速（ｍ／sec）※マニング式による 

ａ：  〃  の断面（㎡） 

二 流域調査等の結果より河川等の管理区分、流下能力検討各地点（番号）の位置、各地点の流域界、

ネック箇所の位置等を記入した流域現況図_解）を作成する。 

三 検討地点の選出、現況流下能力_解）の決定及びネック箇所の決定に際しては、当該河川等の管理

者と協議を行い、その同意を得ること。 

四 検討地点において、当該開発行為に伴い増加する３０年確率で想定される雨量強度におけるピー

ク流量を安全に流下させることができるか否かにより、水害の発生のおそれがある地点を選定する

こととし、次のア、イの双方に該当する箇所を水害の発生のおそれがある地点として選定する。 

ア 検討地点における開発前（Ｑ30）と開発後（Ｑ’30）の３０年確率で想定される雨量強度におけ

るピーク流量の増加率が１％以上となる地点。 

ただし、県管理河川については、最小限度として、法河川_解）を含んで放流地点の下流２㎞を

原則とし、その他の河川等については、当該河川等管理者の協議により選定するものとする。 

① 増加率が１％未満であっても、当該河川等の管理者が安全に流下させることができないとの

判断を示した場合は、その地点を検討地点として選出する。 

② ４項の一号において選出した最下流の検討地点で、増加率がまだ１％以上となる場合には、

さらに下流に検討地点を選出し、増加率が１％未満になる地点が出現するまで範囲を拡大して

検討を行う。 

 Ｑ’30÷Ｑ30 ≧ 1.010 

イ 検討地点における河川等の現況流下能力（Ｑｐｃ：安全に流下させることができるピーク流量）

が開発後の３０年確率で想定される雨量強度におけるピーク流量（Ｑ’30） を流下させることが

できない地点。 

① 現況流下能力は、原則として河川等管理者が機能管理している当該河川等の断面の設計基準

による流下能力（Ｑｐｃ）とし、その基準がない場合は、河川等管理者との協議により決定す

るものとする。 

 Ｑ’30＞Ｑｐｃ又はＱ 
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五 ４項の四号により、水害の発生のおそれがある地点として選定された地点の比流量_解）が最小と

なる地点を「ネック箇所」として決定する。なお、水害の発生のおそれがある地点が生じず、河川

等管理者からの指示等がない場合には、水害の防止に関する洪水調整池の設置は不要となる。 

５ 洪水調整池の設計については、次の各号によるものであること。 

  一 決定されたネック箇所（Ｚ地点）の現況流下能力より、洪水調整池からの許容放流量（ｑｐｃ）

を次式にて算出する。なお、開発区域外への直接流出量_解）がある場合は、その直接流出量を差し

引くものとする。 

ｑｐｃ＝ Ｑｚ ×（ａ × ｆ）／（Ａｚ × Ｆｚ）－ 直接流出量 

 

 

ｑｐｃ：Ｚ地点における許容放流量（ｍ3／sec） 

Ｑｚ ：Ｚ地点での河川等の現況流下能力（Ｑｐｃ又はＱ） 

ａ  ：洪水調整池の集水区域の面積（ha） 

ｆ  ：  〃  の開発前の流出係数 

Ａｚ ：Ｚ地点の集水区域の面積（ha） 

Ｆｚ ： 〃 の開発前の流出係数 

二 許容放流量に対応する雨量強度は、次式により算出すること。 

ｒｃ＝ ｑｐｃ × ３６０／（ｆ × Ａ） 

ｒｃ ：許容放流量に対応する雨量強度（㎜／hr） 

ｑｐｃ：調整池の許容放流量（ｍ3／sec） 

ｆ  ：開発後のＡの流出係数 

Ａ  ：調整池の集水区域面積（ha） 

三 オリフィス_解）は、計画堆砂位（堆砂面）以上にあり、洪水流入時には貯水位の低い時点から十

分な放流機能を持ち、設計洪水流入時の最高水位において許容放流量以上の流量が流入しない構造

とする。 

オリフィスの断面積は、次式により算出することができる。 

Ｓ＝ Ｑｐｃ／（Ｃ ×  ２ × ｇ × Ｈ） 

Ｓ  ：オリフィスの断面積（㎡） 

Ｑｐｃ：許容放流量（ｍ3／sec） 

Ｃ  ：流量係数_解）（ベルマウスなし）0.60、（ベルマウスあり）0.85～0.90 

※ベルマウス（釣鐘状の管路流入形状） 

ｇ  ：重力加速度（9.8ｍ／sec2） 

Ｈ  ：調節有効水深（ｍ）※呑み口中心を基準面とする設計水頭との標高差 
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図６ 調整池の構造（えん堤方式の場合） 

 

 

図７ 調整池の構造（排水塔_解）方式の場合） 

 

 

６ 余水吐（洪水吐）の能力は、第２「災害の防止に関する基準」の（５）の５項によるものであるこ

ととし、余水吐の設計については、次の各号によるものであること。 

一 １００年確率の洪水流量は、次式により算出すること。 

Ｑ100＝ １／３６０ × ｆ × ｒ100 × Ａ 

Ｑ100：１００年確率の洪水流量（ｍ3／sec） 

ｆ ：開発後の流出係数 

ｒ100：100年確率の雨量強度（㎜／hr） 

Ａ ：調整池の集水区域面積（ha） 

二 余水吐の設計上の洪水流量は、次式により算出すること。 

Ｑ’100＝ Ｃ’ × Ｑ100 

Ｑ’100：余水吐の設計上の洪水流量（ｍ3／sec） 

Ｃ’ ：１００年確率の安全率 コンクリートダムは 1.20 

フィルダムは 1.44（1.20の1.2倍） 
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２００年確率の安全率 コンクリートダムは 1.44（1.20の1.2倍） 

フィルダムは 1.73（1.44の1.2倍） 

三 余水吐の流量は、次式（縮流ぜきによる流量算定式）により算出すること。 

Ｑ’＝ ２／１５ × Ｃ ×  ２ｇ（３Ｂ１＋２Ｂ２）ｈ3/2 

Ｑ’：余水吐の流量（越流量）（ｍ3／sec） 

Ｃ ：流量係数（通常は0.6とする） 

ｇ ：重力加速度（9.8ｍ／sec2） 

ｈ ：越流水深（ｍ） 

Ｂ１ ：余水吐の下長（ｍ） 

Ｂ２ ：余水吐の上長（ｍ） 

ア 余水吐の断面が長方形の場合 Ｑ’＝1.77Ｂ１・ｈ3/2 

イ 余水吐の断面が台形の場合 

① 余水吐の側のり勾配が１：１．０のとき Ｑ’＝（1.77Ｂ１＋1.42ｈ）ｈ3/2 

② 余水吐の側のり勾配が１：０．５のとき Ｑ’＝（1.77Ｂ１＋0.71ｈ）ｈ3/2 

 

 

７ 洪水調節の方式は、第２「災害の防止に関する基準」の（５）の６項によるものであること。 

８ 洪水調整池の放流施設（放流管等）については、次の各号によるものであること。 

一 余水吐の流量を流下し得る規格・構造であること。 

二 流入部は、土砂が直接流入しない配置、構造とし、流木、塵芥等によって閉塞しないように考慮

すること。 

三 放流施設には、ゲートやバルブなどの水位及び流量を人為的に調節する装置を設けないこと。 

四 管路の流水断面積は、最大値が管路断面積の３／４以下となるように設計すること。 

五 粗度係数は経年変化を考慮し、コンクリート管路では０．０１５を用いること。 

Ｑ＝ ０．２６２／ｎ × Ｄ8/3 × Ｉ1/2 

Ｑ：流量（ｍ3／sec） 

ｎ：粗度係数 

Ｄ：管径（ｍ） 

Ｉ：管路勾配（‰／1000） 

六 管径は、完成後の維持管理を考慮し、最小６００㎜以上とすること。 

９ 洪水調整池の余裕高については、次の各号によるものであること。 

一 コンクリート等の構造物及び掘込式の場合にあっては、余水吐流量を流下させるに必要な水位よ

り０．６ｍ以上確保すること。 
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二 フィルダムにあっては、次式によること。（土地改良事業設計指針「ため池整備」より） 

０．０５ × Ｈ ＋ １．０  ※Ｈ：堤高（ｍ） 

 

（２）その他 

１ 第２「災害の防止に関する基準」の（５）の規定に基づく洪水調節池等の設置を併せて行う必要が

ある場合、同時にそれぞれの技術的細則を満たすよう設置すること。 

２ その他の事項については、第２「災害の防止に関する基準」の（６）の規定によるものであること。 

 

第４ 水の確保に関する基準 

（１）水の確保 

１ 貯水池_解）等の設置等 

他に適地がないこと等により、やむを得ず飲用水、かんがい用水等の水源として依存している森林

を開発行為の対象とする場合で、周辺における水利用の実態等からみて必要な水量を確保するため必

要があるときには、貯水池又は導水路の設置その他の措置が適切に講じられることが明らかであるこ

と。 

２ 沈砂池の設置等 

周辺における水利用の実態等からみて土砂の流出による水質の悪化を防止する必要がある場合に

は、沈砂池の設置、森林の残置その他の措置が適切に講じられることが明らかであること。 

 

第５ 環境の保全に関する基準 

（１）森林又は緑地の残置，造成 

開発対象区域に、開発行為に係る事業の目的、態様、周辺における土地利用の実態等に応じ相当面積

の残置し、又は造成する森林又は緑地（以下「残置森林等」という。）の配置が適切に行われることが

明らかであること。 

１ 森林又は緑地を現況のまま保全することを原則とし、止むを得ず一時的に土地の形質を変更する必

要がある場合には、可及的速やかに伐採前の植生回復を図ることを原則として森林又は緑地が造成さ

れるものであること。 

２ 森林の配置については、森林を残置することを原則とし、極力基準を上回る林帯幅で適正に配置さ

れるとともに、森林の造成は、土地の形質を変更することがやむを得ないと認められる箇所に限って

行うものとすること。 

３ １項及び２項に規定する場合において、残置森林等の面積の事業区域内の森林面積に対する割合等

は、表－１４によるものとする。 

また、残置森林等は、同表の森林の配置等の欄の規定により、開発行為の規模及び地形に応じて、

事業区域内の周辺部及び施設等の間に適切に配置されていること。 

なお、同表の開発行為の目的の欄に掲げる以外の開発行為の目的については、その目的、態様、社

会的経済的必要性、対象となる土地の自然的条件等に応じ、同表に準じて適切に措置されていること。 

４ 表－１４に規定する残置森林等の割合及び森林の配置等は、施設の増設及び改良を行う場合であっ

ても適用されるものとする。 
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表－１４ 開発行為の目的別の残置森林の割合 

開発行為の目的 
事業区域内における

残置森林の割合 
森林の配置等 

別荘地の造成 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

６０％以上とする。 

 

 

１ 原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上の残置森

林又は造成森林を配置する。 

２ １区画の面積はおおむね１，０００㎡以上とし、建物

敷等の面積はおおむね３０％以下とする。 

スキー場の造成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

６０％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上の残置森

林又は造成森林を配置する。 

２ 滑走コースの幅はおおむね５０ｍ以下とし、複数の滑

走コースを並列して設置する場合はその間の中央部に

幅おおむね１００ｍ以上の残置森林を配置する。 

３ 滑走コースの上、下部に設けるゲレンデ等は、１箇所

当たりおおむね５ha以下とする。また、ゲレンデ等と駐

車場との間には、幅おおむね３０ｍ以上の残置森林又は

造成森林を配置する。 

ゴルフ場の造成 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

５０％以上とする。 

 

 

 

 

１ 原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上の残置森

林又は造成森林（残置森林は原則としておおむね２０ｍ

以上）を配置する。 

２ ホール間に幅おおむね３０ｍ以上の残置森材又は造

成森林（残置森林は、原則としておおむね２０ｍ以上）

を配置する。 

宿泊施設・レジャー施

設の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

５０％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上の残置森

林又は造成森林を配置する。 

２ 建物敷の面積は事業区域の面積のおおむね４０％以

下とし、事業区域内に複数の宿泊施設を設置する場合は

極力分散させるものとする。 

３ レジャー施設の開発行為に係る１箇所当たりの面積

はおおむね５ha以下とし、事業区域内にこれを複数設置

する場合は、その間に幅おおむね３０ｍ以上の残置森林

又は造成森林を配置する。 

工場・事業場の設置 

 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

２５％以上とする。 

 

 

 

 

１ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が２０ha以

上の場合は、原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上

の残置森林又は造成森林を配置する。これ以外の場合に

あっても極力周辺部に森林を配置する。 

２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね２０

ha以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、
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その間に幅おおむね３０ｍ以上の残置森林又は造成森

林を配置する。 

住宅団地の造成 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

２０％以上とする（緑

地を含む。）。 

 

 

 

 

 

 

１ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が２０ha以

上の場合は、原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上

の残置森林又は造成森林・緑地を配置する。これ以外の

場合にあっても極力周辺部に森林・緑地を配置する。 

２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね２０

ha以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、

その間に幅おおむね３０ｍ以上の残置森林又は造成森

林・緑地を配置する。 

土石等の採掘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 原則として周辺部に幅おおむね３０ｍ以上の残置森

林又は造成森林を配置する。 

２ 採掘跡地は必要に応じ埋戻しを行い、緑化及び植栽す

る。また、法面は可能な限り緑化し、小段平坦部には必

要に応じ客土等を行い、植栽する。 

 

太陽光発電設備の設

置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林率はおおむね 

２５％（残置森林率は

おおむね１５％）以上

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 原則として周辺部に残置森林を配置し、事業区域内の

開発行為に係る森林の面積が２０ha以上の場合は原則

として周辺部におおむね幅３０ｍ以上の残置森林又は

造成森林（おおむね３０ｍ以上の幅のうち一部又は全部

は残置森林）を配置する。また、りょう線の一体性を維

持するため、尾根部については、原則として残置森林を

配置する。 

２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね２０

ha以下とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、

その間に幅おおむね３０ｍ以上の残置森林又は造成森

林を配置する。  

注１ 森林率とは、事業区域内の森林の面積に対する残置森林及び造成森林（植栽により造成す

る森林であって硬岩切土面等の確実な成林が見込まれない箇所を除く。）の面積の割合をい

う。この場合、森林以外の土地に造林する場合も算定の対象として差し支えないが、土壌条

件、植栽方法、本数等からして、林叢状態を呈していないと見込まれるものは対象としない

ものとする。 

   注２ 残置森林等の割合は、森林の有する公益的機能が森林として利用されてきたことにより確保

されてきたことを考慮の上、森林法第１０条の２第２項第３号に関する基準の一つとして決め

られたものであり、その割合を示す数値は標準的なもので、「おおむね」は、その２割の許容

範囲を示しており、適用は個別具体的事案に即して判断されることとなるが、工場又は事業場

にあっては２０％を下回らないものでなければならないものとする。 

   注３ 開発行為の目的について 

     イ 「別荘地」とは、保養等非日常的な用途に供する家屋等を集団的に設置しようとする土地
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を指すものとする。 

     ロ 「ゴルフ場」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等によるゴルフ場の定義以外

の施設であっても、利用形態等が通常のゴルフ場と認められる場合は、これに含め取扱うも

のとする。 

     ハ 「宿泊施設」とは、ホテル、旅館、民宿、ペンション、保養所等専ら宿泊の用に供する施

設及びその附帯施設を指すものとする。なお、リゾートマンション、コンドミニアム等所有

者等が複数となる建築物等もこれに含め取扱うものとする。 

     ニ 「レジャー施設」とは、総合運動公園、遊園地、動・植物園、サファリパーク、レジャー

ランド等の体験娯楽施設その他の観光、保養等の用に供する施設を指すものとする。 

     ホ 「工場・事業場」とは、製造、加工処理、流通等産業活動に係る施設を指すものとする。 

     ヘ 表－１４に掲げる以外の開発行為の目的のうち、学校教育施設、病院、廃棄物処理施設等

は工場・事業場の基準を、ゴルフ練習場はゴルフ場と一体のものを除き宿泊施設・レジャー

施設の基準をそれぞれ適用するものとする。また、企業等の福利厚生施設については、その

施設の用途に係る開発行為の目的の基準を適用するものとする。 

     ト １事業区域内に異なる開発行為の目的に区分される複数の施設が設置される場合には、そ

れぞれの施設ごとに区域区分を行い、それぞれの開発行為の目的別の基準を適用するものと

する。この場合、残置森林又は造成森林（住宅団地の造成の場合は緑地も含む。以下同じ。）

は区分された区域ごとにそれぞれ配置することが望ましいが、施設の配置計画等からみてや

むを得ないと認められる場合には、施設の区域界におおむね３０ｍの残置森林又は造成森林

を配置するものとする。 

     チ レジャー施設及び工場・事業場の設置については、１箇所当たりの面積がそれぞれおおむ

ね５ha以下、おおむね２０ha以下とされているが、施設の性格上施設の機能を確保すること

が著しく困難と認められる場合には、その必要の限度においてそれぞれ５ha、２０haを超え

て設置することもやむを得ないものとする。 

     リ 工場･事業場の設置及び住宅団地の造成に係る「１箇所当たりの面積」とは、当該施設又

はその集団を設置するための開発区域の面積を指すものとする。 

   注４ 住宅団地の造成に係る「緑地」については、土壌条件、植栽方法、本数等からして林叢状態

を呈していないと見込まれる土地についても対象とすることができ、当面、次に掲げるものを

含めることとする。 

     イ 公園・緑地・広場 

     ロ 隣棟間緑地、コモン・ガーデン 

     ハ 緑地帯、緑道 

     ニ 法面緑地 

     ホ その他イからニまでに類するもの 

   注５ 「ゲレンデ等」とは、滑走コースの上、下部のスキーヤーの滞留場所であり、リフト乗降場、

レストハウス等の施設用地を含む区域をいう。 

   注６ 太陽光発電施設の設置の場合においては、開発行為の許可後に採光を確保すること等を目的

として残置森林又は造成森林を過度に伐採することがないよう、あらかじめ、樹高や造成後の

樹木の成長を考慮した残置森林又は造成森林及び太陽光パネルを配置するものとする。 

４ 造成する森林については、必要に応じ植物の成育に適するよう表土の復元、客土等の措置を講じ、

森林機能が早期に回復、発揮されるよう、地域の自然的条件に適する原則として樹高１ｍ以上の高木

性樹木を、表－１５に定める樹高ごとの植栽本数を標準として均等に分布するよう植栽するものとす
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る。 

なお、修景効果を併せて期待する森林を造成する場合には、できるだけ大きな樹木を植栽するよう

努めるものとする。 

 

表－１５ 造成森林の植栽本数 

樹高 植栽本数（１ha当たり） 

１ｍ ２，０００本 

２ｍ １，５００本 

３ｍ １，０００本 

 

５ 道路の新設若しくは改築又は畑地等の造成の場合であって、その土地利用の実態からみて森林を残

置し又は造成することが困難又は不適当であると認められるときは、森林の残置又は造成を行わない

ものとすることができる。 

 

（２）騒音，粉じん等の著しい影響の緩和，風害等からの周辺の植生の保全等 

騒音、粉じん等の著しい影響の緩和、風害等からの周辺の植生の保全等の必要がある場合には、開

発対象区域内の適切な箇所に必要な森林の残置又は必要に応じた造成が行われることが明らかであ

ること。なお、「周辺の植生の保全等」には、貴重な動植物の保護を含むとともに、「必要に応じた

造成」には、必要に応じて複層林を造成する等安定した群落を造成することを含むものとする。 

 

（３）景観の維持 

景観の維持に著しい支障を及ぼすことのないように適切な配慮がなされており、特に市街地、主要

道路等からの景観を維持する必要がある場合には、開発行為により生ずる法面を極力縮少するととも

に、可能な限り法面の緑化を図り、また、開発行為に係る事業により設置される施設の周辺に森林を

残置し、若しくは造成し、又は木竹を植栽する等の適切な措置が講じられることが明らかであること。 

 

（４）残置森林等の維持管理 

残置森林等については、申請者が権原を有していることを原則とし、知事に残置森林等の維持管理

に係る誓約書を提出する等、将来にわたり保全されることが明らかであること。 

また、別荘地の造成等、開発行為の完了後に売却・分譲等が予定される開発における残置森林等に

ついては、分譲後もその機能が維持されるよう適切に管理すべきことを売買契約書等に明記すること。 

 

第６ その他 

（１）太陽光発電設備関係 

１ 太陽光発電設備の設置にあっては、次の各号によるものであること。 

一 太陽光発電設備を自然斜面に設置する区域の平均傾斜度が３０度以上である場合は、土砂の流出

又は崩壊その他の災害防止の観点から、可能な限り森林土壌を残した上で、擁壁又は排水施設等の

防災施設を確実に設置すること。ただし、太陽光発電設備を設置する自然斜面の森林土壌に、崩壊

の危険性の高い不安定な層がある場合は、その層を排除した上で、擁壁、排水施設等の防災施設を

確実に設置すること。 

二 太陽光発電設備を自然斜面に設置する区域の平均傾斜度が３０度未満である場合においても、土

砂の流出又は崩壊その他の災害防止の観点から、必要に応じて、排水施設等の適切な防災施設を設
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置すること。 

三 表面流を安全に下流へ流下させるための排水施設の設置等の対策が適切に講じられていること。 

四 表面侵食に対しては、地表を流下する表面流を分散させるために必要な柵工、筋工等の措置及び

地表を保護するために必要な伏工等による植生の導入や物理的な被覆の措置が適切に講じられて

いること 

五 第５「環境の保全に関する基準」の（３）に規定する景観の維持に係る措置を講じた上で、更に

景観の維持のため十分な配慮が求められるときは、太陽光パネルやフレーム等について地域の景観

になじむ色彩等にするよう配慮するものとする。 
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第６章 参考資料等 

 

第１ その他用語解説 

 

●法河川 

河川法の適用される河川又は準用される河川であり、その種類として一級河川、二級河川、準用河

川がある。また、河川法の適用されない河川を普通河川又は法定外河川という。 

 

●重力式ダム 

  堤体の自重によって、ダムに働く水圧や土圧等の外力に抵抗し、安定を保つ形式のダム。局所的な

破壊や劣化の進行がダム全体の安定性に影響を及ぼすことが少なく、設置後の諸条件に幅広く対応で

きる。 

 

●コンクリートダム 

  一般的に堤体を無筋コンクリートで構築する重力式のダムを指す。コンクリートは耐久性が高く、

取扱いが容易で、造形性の高い材料であり、重さを必要とする重力式構造との相性も良い。 

 

●中詰め構造のダム 

  一般的に鋼矢板やエキスパンドメタルなどの壁面材をタイ材（鉄筋等）で連結した内部に、現地発

生土等を中詰めして構築するダムを指す。（ダブルウォールなど） 

 

●フィルダム 

堤体を土砂で築造したダムをアースダムといい、堤体を岩石塊で築造し、漏水を防止するため不透

水性材料の遮水壁を設けたダムをロックフィルダムという。これらの中間的な形態を有するダムもあ

るため、一般的に両者を称してフィルダムと呼ぶ。 

 

●厳密計算法 

洪水調節池の諸元を仮定し、シミュレーションを繰り返すことで、洪水調節容量を求める方法。 

 

●簡便法 

確率降雨強度曲線の特性を応用して必要調節容量を簡便に求める方法。 

 

●洪水調整池（調整池） 

大雨などで急激に水量が増加したときに、河川等が氾濫しないように河川等の流下能力を超過する

可能性がある洪水を一時的に溜めておく施設を指す。 

通常、森林などの開発を行うと、雨水等が地中にしみこむ量が減少し、その開発区域から流れ出る

水の量が増えることで、下流の河川等では洪水の危険が高くなる。それを抑えるため、洪水調整池に

洪水を流入させることにより、下流の河川等の水位上昇を抑制して水害の防止を図る。 

林地開発における洪水調整池は、一般的に沈砂池を兼ねた構造とすることが多い。 
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●沈砂池 

開発等に伴い、開発区域内からの土砂が下流（外部）に流出するのを抑制するために設ける池状の

構造物のことで、流水中の土砂などを沈殿させて、流水から土砂を取り除く。 

沈殿、堆積の場としての意味で沈殿池と呼ばれることもある。 

 

●貯水池 

雨水等を貯留し、渇水時など河川の流量が減ったときには、その水を放流することによって水量の

調整や維持等を行う池や人工の湖などのこと。 

 

●自然放流方式（自由越流方式） 

ゲートを操作して洪水を人為的に調節するのではなく、洪水吐の構造・寸法により洪水を絞り込む

ことで、自然に洪水を調節する方式のこと。 

 

●許容放流量 

計画対象降雨（設計雨量強度）時に、洪水調整池等の流出抑制施設からの放流を許容される流量。 

 

●直接流出量 

開発区域の形状、地形等のやむを得ない理由により、開発区域内において洪水調整池の集水域に含

まれない区域を「直接放流区域」といい、計画規模の降雨に対して直接放流区域から流出する流量を

「直接流出量」という。 

  一般的に開発区域の許容放流量から直接流出量を差し引いた値をもって、洪水調整池の許容放流量

とする。 

 

●比流量 

単位流域面積当たりの流下能力を指す。（比流量 ＝ 流下能力 ÷ 集水区域面積） 

一般的に、この値が最小となる地点が、開発行為による影響を最も強く受ける地点（ネック箇所）

となる。 

 

●ネック箇所 

  開発後のピーク流量よりも、現況流下能力が小さくなる箇所のうち、最も比流量（安全率）が小さ

い箇所をネック箇所という。 ※ネック断面、ネック地点とも呼ばれる。 

 

●現況流下能力 

現在の河川等の断面積に対して、どれくらいの洪水を安全に流せるのかを流量で表したもの。 

 

●オリフィス 

下流河川等の流下能力に見合う流量を放流するための施設（孔や管）を指す。オリフィスによっ

て、許容放流量以下にまで流量の調節・低減を行うことで、下流河川等での水害の発生を防止する。 

 

●流量係数 

流体の理論流速に対し、縮流による損失や摩擦による損失を考慮に入れて、実際の流速を表現する

ための補正係数。 
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●余水吐，洪水吐 

一般的に余剰の水を放流する目的のものが余水吐、洪水時にダムの安全を確保する目的で設けられ

るのが洪水吐と呼称されるが、どちらも予定水量以上の流入があった場合に排出する放流設備のこと

であり、明確な区別はなされていない。 

 

●排水塔（放流塔） 

  調整池の洪水吐として設けられる枡(筒)状の構造物で、放流塔とも呼ばれる。一般的に林地開発で

は、100年～200年確率の降雨等で水位上昇した際に、排水塔の上部から水が流入する（させる）構造

となっている。 

 

●洪水調節容量 

開発後における洪水流量（ピーク流量）を洪水調整池の下流河川等の許容放流量以下にまで調節す

るために必要とする容量を洪水調節容量という。 

 

●流域現況図 

林地開発における流域現況図とは、各河川等の流域（集水区域）界、土地利用状況（林地・裸地

等）、河川等の流下能力の検討地点などを表したもので、開発区域からの排水放流先となる河川協議の

基礎資料などに用いられる。 

 

○流域変更 

  ２つ以上の流域（集水区域）があった場合に、人工的な地形の改変などによって、元の流域と異な

る流域へ水が流れるようにすること。 
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第２ 許可申請書(副本)の電子媒体での提出の取扱い 

１ 提出する電子媒体の種別については、原則、データ用のＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒとする。（ＲＷ

形式及び音楽用は不可） 

２ 保存するデータのファイル形式については、原則ＰＤＦ（Adobe社）ファイルとする。また、１フ

ァイルの容量は３０ＭＢを目途(上限)に作成するよう努めること。 

３ 電子媒体内のフォルダの構成及び保存するデータの内容については、(参)表－１を標準とする。 

 

(参)表－１ 電子媒体内のフォルダの構成等 
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４ 申請者は、電子媒体による許可申請書(副本)を提出するときは、事前にアンチウイルスソフトを

用いてコンピュータウイルスの検出を行うこと。 

５ 県担当者は、当該電子媒体の提出を行う申請者に対し、大分県情報セキュリティ対策基準に基づ

き、事前にアンチウイルスソフトを用いてコンピュータウイルスを検出し、駆除するよう求めるこ

と。また、電子媒体を受領するときは、事前（保存データを開く前）にコンピュータウイルスの検

出を行うこと。 

６ 電子媒体のラベル表示については、下記を標準とする。 

 

 

 

 

  

林地開発許可申請書 

令和●●年●●月 

ウイルス対策ソフト名：●●●● 

ウイルス定義：●●●●年●●月●●日版 

申 請 者：株式会社△△△△△ 

開発場所：○○市大字治山字樹木 1234 番地 外 1大字 1字 6筆 

（○枚／○枚中） 

変更の場合は「林地開発変更許可申請書」 

とすること。 

申請者名と開発場所は申請書の記載と 

整合させること。 

ウイルス定義には最新のパターンファイルの 

日付を記載すること。 

電子媒体が複数枚になる場合は、 

総枚数等について記載すること。 

申請書の補正完了後に電子媒体を 

提出する時の年月とすること。 
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第３ 林地開発における洪水調整池の計画手順等 
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第４ 大分県確率降雨強度式【抜粋】 

大分県土木建築部河川課（令和４年改定版） 
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第５ 大分県林地開発許可制度実施規則  ※様式は省略 

昭和５０年大分県規則第２５号（最終改正：令和５年７月１１日） 
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計
根

拠
（

仮
設

の
施

設
を

設
置

す
る

場
合

は
、

そ
の

内
容

に
つ

い
て

も
記

載
す

る
こ

と
。

）
 

八
 

建
築

物
等

の
概

要
図

 

九
 

残
置

す
る

森
林

又
は

緑
地

の
地

番
及

び
面

積
、

造
成

す
る

森
林

又
は

緑
地

の
面

積
並

び
に

植
栽

樹
種

、
植

栽
本

数
等

並
び

に
そ

れ
ら

の
維

持
及

び
管

理
の

方
法

（
残

置
し

、
又

は
造

成
す

る
森

林
又

は
緑

地
に

つ
い

て

の
権

原
の

取
得

状
況

を
証

す
る

書
類

、
地

方
公

共
団

体
等

と
の

間
に

お
け

る
保

全
に

関
す

る
協

定
書

等
を

添

付
す

る
こ

と
。

）
 

十
 

一
時

的
利

用
の

場
合

に
は

、
利

用
後

の
原

状
回

復
方

法
 

十
一

 
開

発
行

為
の

施
行

工
程

（
仮

設
の

施
設

を
設

置
す

る
場

合
は

、
そ

の
内

容
に

つ
い

て
も

記
載

す
る

こ

と
。

）
 

十
二

 
開

発
行

為
に

係
る

事
業

の
全

体
計

画
の

概
要

及
び

期
別

計
画

の
概

要
 

十
三

 
防

災
施

設
の

維
持

管
理

方
法

（
開

発
完

了
後

の
維

持
管

理
方

法
に

つ
い

て
も

記
載

す
る

こ
と

。
）

 

十
四

 
前

各
号

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

知
事

が
必

要
と

認
め

る
書

類
 

 （
開

発
行

為
を

行
う

た
め

に
必

要
な

資
力

及
び

信
用

が
あ

る
こ

と
を

証
す

る
書

類
等

）
 

第
３

条
の

２
 

省
令

第
４

条
第

６
号

に
規

定
す

る
開

発
行

為
を

行
う

た
め

に
必

要
な

資
力

及
び

信
用

が
あ

る
こ

と

を
証

す
る

書
類

は
、

次
に

掲
げ

る
書

類
と

す
る

。
 

一
 

資
金

計
画

書
（

省
令

第
４

条
第

２
号

に
規

定
す

る
計

画
書

に
記

載
す

る
場

合
は

、
当

該
計

画
書

の
提

出
を

も
っ

て
代

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
）

 

 
二

 
資

金
の

調
達

に
つ

い
て

証
す

る
書

類
（

自
己

資
金

に
よ

り
調

達
す

る
場

合
は

預
金

残
高

証
明

書
、

融
資

に

よ
り

調
達

す
る

場
合

は
融

資
証

明
書

等
を

添
付

す
る

こ
と

。
）

 

 
三

 
賃

借
対

照
表

、
損

益
計

算
書

等
の

法
人

の
財

務
状

況
及

び
経

営
状

況
を

確
認

で
き

る
資

料
 

 
四

 
納

税
証

明
書

 

 
五

 
事

業
経

歴
書

 

 
六

 
登

記
事

項
証

明
書

及
び

定
款

（
法

人
の

場
合

に
限

る
。

）
 

 
七

 
住

民
票

の
写

し
そ

の
他

の
本

人
で

あ
る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と
が

で
き

る
書

類
（

個
人

の
場

合
に

限

る
。

）
 

２
 

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

同
項

第
二

号
に

掲
げ

る
書

類
を

提
出

す
る

こ
と

が
困

難
な

場
合

に
あ

っ
て

は
、

次
に

掲
げ

る
い

ず
れ

か
の

書
類

を
も

っ
て

こ
れ

に
代

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

一
 

防
災

施
設

の
設

置
に

係
る

部
分

の
資

金
の

調
達

に
つ

い
て

の
預

金
残

高
証

明
書

等
 

二
 

資
金

計
画

書
及

び
金

融
機

関
の

関
心

表
明

書
（

金
融

機
関

が
融

資
す

る
こ

と
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
こ

と
を

証
す

る
書

類
を

い
う

。
）

 

３
 

省
令

第
４

条
第

７
号

に
規

定
す

る
知

事
が

必
要

と
認

め
る

書
類

は
、

防
災

措
置

を
講

じ
る

た
め

に
必

要
な

能

力
が

あ
る

こ
と

を
証

す
る

も
の

と
し

て
防

災
施

設
の

施
行

者
に

係
る

次
に

掲
げ

る
書

類
と

す
る

。
た

だ
し

、
第

二
号

か
ら

第
四

号
ま

で
に

掲
げ

る
書

類
に

あ
っ

て
は

、
防

災
施

設
の

施
行

者
と

開
発

行
為

の
申

請
者

と
が

同
一

の
場

合
に

は
、

提
出

す
る

こ
と

を
要

し
な

い
。

 

 
 
一

 
建

設
業

法
許

可
書

（
土

木
工

事
業

）
 

 
二

 
事

業
経

歴
書

 

 
三

 
預

金
残

高
証

明
書

 

 
四

 
納

税
証

明
書

 

 
五

 
事

業
実

施
体

制
を

示
す

書
類

（
職

員
数

、
主

な
役

員
、

技
術

者
名

等
）

 

 
六

 
開

発
行

為
に

係
る

施
行

実
績

を
示

す
書

類
（

監
督

処
分

及
び

行
政

指
導

が
あ

っ
た

場
合

は
、

そ
の

対
応

状

況
を

含
む

。
）

 

４
 

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

同
項

各
号

に
掲

げ
る

書
類

を
提

出
す

る
こ

と
が

困
難

な
場

合
に

あ
っ

て
は

、

次
に

掲
げ

る
書

類
を

も
っ

て
こ

れ
に

代
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

一
 

防
災

施
設

の
施

行
者

の
決

定
方

法
及

び
決

定
時

期
並

び
に

防
災

施
設

の
施

行
者

に
求

め
る

施
行

能
力

に
つ

い
て

記
載

し
た

書
類

 

二
 

前
項

各
号

ま
で

に
掲

げ
る

書
類

を
第

７
条

に
規

定
す

る
林

地
開

発
行

為
着

手
届

出
書

に
添

付
し

て
提

出
す

る
こ

と
に

つ
い

て
の

確
約

書
 

 （
開

発
行

為
の

許
可

の
基

準
）

 

第
４

条
 

知
事

は
、

法
第

１
０

条
の

２
第

１
項

の
許

可
に

係
る

申
請

に
関

し
、

同
条

第
２

項
各

号
に

規
定

す
る

事

項
に

該
当

し
な

い
か

ど
う

か
の

審
査

を
す

る
と

き
は

、
別

表
に

掲
げ

る
基

準
に

適
合

す
る

か
ど

う
か

を
審

査
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 （
許

可
書

の
交

付
）

 

第
５

条
 

知
事

は
、

法
第

１
０

条
の

２
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

開
発

行
為

の
許

可
を

し
た

と
き

は
、

林
地

開
発

許

可
書

（
第

１
号

様
式

）
を

申
請

者
に

交
付

す
る

も
の

と
す

る
。

 

 （
標

識
の

掲
示

）
 

第
６

条
 

法
第

１
０

条
の

２
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

開
発

行
為

の
許

可
を

受
け

た
者

（
以

下
「

開
発

行
為

者
」

と

-100-



い
う

。
）

は
、

開
発

行
為

の
許

可
を

受
け

た
日

か
ら

第
九

条
に

規
定

す
る

開
発

行
為

の
施

行
結

果
に

関
す

る
確

認
が

行
わ

れ
た

日
ま

で
開

発
対

象
区

域
内

の
見

や
す

い
場

所
に

林
地

開
発

許
可

済
標

識
（

第
２

号
様

式
）

を
掲

示
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 （
開

発
行

為
の

着
手

の
届

出
）

 

第
７

条
 

開
発

行
為

者
は

、
当

該
許

可
に

係
る

開
発

行
為

に
着

手
し

た
と

き
は

、
遅

滞
な

く
林

地
開

発
行

為
着

手

届
出

書
（

第
３

号
様

式
）

に
次

に
掲

げ
る

書
類

を
添

付
し

て
知

事
に

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
、

第
四

号
か

ら
第

六
号

ま
で

に
掲

げ
る

書
類

を
添

付
し

て
林

地
開

発
許

可
申

請
書

又
は

林
地

開
発

変
更

許
可

申
請

書
を

提
出

し
た

と
き

は
、

こ
れ

に
添

付
し

た
当

該
書

類
を

重
ね

て
提

出
す

る
こ

と
を

要
し

な
い

。
 

 
一

 
開

発
行

為
仕

様
書

 

 
二

 
開

発
行

為
に

係
る

計
画

工
程

表
 

 
三

 
林

地
開

発
許

可
済

標
識

の
設

置
状

況
を

明
ら

か
に

し
た

写
真

 

四
 

開
発

行
為

又
は

開
発

行
為

に
係

る
事

業
の

実
施

に
つ

い
て

他
の

行
政

庁
の

免
許

、
許

可
、

認
可

そ
の

他
の

処
分

を
受

け
て

い
る

こ
と

を
証

す
る

書
類

 

五
 

開
発

行
為

者
に

開
発

行
為

を
行

う
た

め
に

必
要

な
資

力
及

び
信

用
が

あ
る

こ
と

を
証

す
る

書
類

 

六
 

開
発

行
為

の
施

行
者

に
防

災
措

置
を

講
ず

る
た

め
に

必
要

な
能

力
が

あ
る

こ
と

を
証

す
る

書
類

 

 
七

 
前

各
号

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

知
事

が
必

要
と

認
め

る
書

類
 

 （
開

発
行

為
の

完
了

の
届

出
）

 

第
８

条
 

開
発

行
為

者
は

、
当

該
許

可
に

係
る

開
発

行
為

の
全

部
又

は
一

部
が

完
了

し
た

と
き

は
、

遅
滞

な
く

林

地
開

発
行

為
完

了
（

部
分

完
了

）
届

出
書

（
第

４
号

様
式

）
を

知
事

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

前
項

の
林

地
開

発
行

為
完

了
（

部
分

完
了

）
届

出
書

に
は

、
次

に
掲

げ
る

書
類

を
添

付
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

 

一
 

開
発

行
為

完
成

図
及

び
開

発
行

為
完

成
写

真
 

二
 

開
発

行
為

施
行

途
中

に
お

け
る

記
録

写
真

 

三
 

前
２

号
に

定
め

る
も

の
の

ほ
か

、
知

事
が

必
要

と
認

め
る

書
類

 

 （
開

発
行

為
の

完
了

確
認

）
 

第
９

条
 

知
事

は
、

前
条

の
規

定
に

よ
り

林
地

開
発

行
為

完
了

（
部

分
完

了
）

届
出

書
が

提
出

さ
れ

た
と

き
は

、

速
や

か
に

当
該

届
出

に
係

る
開

発
行

為
の

施
行

結
果

に
関

す
る

確
認

を
行

う
も

の
と

す
る

。
 

 （
開

発
行

為
の

計
画

変
更

）
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
  

 

第
１

０
条

 
開

発
行

為
者

は
、

当
該

許
可

に
係

る
開

発
行

為
の

計
画

を
変

更
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
林

地
開

発

変
更

許
可

申
請

書
（

第
５

号
様

式
）

に
変

更
後

の
区

域
図

及
び

計
画

書
を

添
付

し
て

知
事

に
提

出
し

、
そ

の
許

可
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
た

だ
し

、
別

に
定

め
る

軽
微

な
変

更
に

つ
い

て
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

。
 

２
 

第
２

条
及

び
第

３
条

の
規

定
は

、
前

項
の

区
域

図
及

び
計

画
書

の
作

成
に

つ
い

て
準

用
す

る
。

 

 （
災

害
発

生
の

届
出

等
）

 

第
１

１
条

 
開

発
行

為
者

は
、

開
発

対
象

区
域

内
に

お
い

て
災

害
が

発
生

し
た

場
合

は
、

直
ち

に
必

要
な

復
旧

措

置
又

は
応

急
措

置
を

講
じ

る
と

と
も

に
、

災
害

発
生

届
出

書
（

第
６

号
様

式
）

を
知

事
に

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

開
発

行
為

者
は

、
前

項
に

規
定

す
る

災
害

に
係

る
復

旧
措

置
又

は
応

急
措

置
を

完
了

し
た

と
き

は
、

災
害

復

旧
（

応
急

）
措

置
報

告
書

（
第

７
号

様
式

）
を

知
事

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

  

（
開

発
行

為
の

中
止

等
）

 

第
１

２
条

 
開

発
行

為
者

は
、

開
発

行
為

を
中

止
又

は
廃

止
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

、
林

地
開

発

行
為

（
中

止
・

廃
止

）
届

出
書

（
第

８
号

様
式

）
を

知
事

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

前
項

の
林

地
開

発
行

為
（

中
止

・
廃

止
）

届
出

書
に

は
、

次
に

掲
げ

る
書

類
を

添
付

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 
 
一

 
当

該
開

発
対

象
区

域
の

現
況

を
撮

影
し

た
写

真
 

 
 
二

 
開

発
行

為
を

中
止

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

当
該

土
地

の
保

安
及

び
災

害
防

止
等

に
関

す
る

計
画

書
又

は

実
績

書
 

三
 

開
発

行
為

を
廃

止
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
前

号
に

規
定

す
る

計
画

書
又

は
実

績
書

の
ほ

か
、

廃
止

し
た

後
に

お
け

る
当

該
土

地
の

利
用

計
画

を
示

す
図

書
 

３
 

開
発

行
為

者
は

、
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

中
止

し
た

開
発

行
為

を
再

開
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
林

地
開

発
行

為
再

開
届

出
書

（
第

９
号

様
式

）
を

知
事

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 （
開

発
行

為
に

係
る

地
位

の
承

継
の

届
出

）
 

第
１

３
条

 
開

発
行

為
に

係
る

事
業

に
つ

い
て

開
発

行
為

者
か

ら
当

該
事

業
を

譲
り

受
け

た
と

き
、

若
し

く
は

開

発
事

業
に

つ
い

て
相

続
が

あ
っ

た
と

き
、

又
は

開
発

行
為

者
た

る
法

人
が

合
併

し
た

と
き

は
、

当
該

譲
受

人
若

し
く

は
相

続
人

又
は

合
併

後
存

続
す

る
法

人
若

し
く

は
合

併
に

よ
り

設
立

し
た

法
人

は
、

遅
滞

な
く

林
地

開
発

行
為

地
位

承
継

届
出

書
（

第
１

０
号

様
式

）
を

知
事

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

前
項

の
届

出
書

に
は

、
次

に
掲

げ
る

書
類

を
添

付
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

一
 

開
発

行
為

に
係

る
事

業
の

譲
渡

若
し

く
は

相
続

が
あ

っ
た

こ
と

又
は

開
発

行
為

者
た

る
法

人
の

合
併

が
あ

っ
た

こ
と

を
証

す
る

書
類

 

 
二

 
開

発
行

為
に

要
す

る
資

金
及

び
そ

の
調

達
方

法
に

関
す

る
書

類
 

 
三

 
前

二
号

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

知
事

が
必

要
と

認
め

る
書

類
 

 （
開

発
行

為
の

期
間

の
延

長
）

 

第
１

４
条

 
開

発
行

為
者

は
、

開
発

行
為

の
期

間
を

延
長

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

林
地

開
発

行
為

期
間

延
長

届

出
書

（
第

１
１

号
様

式
）

を
知

事
に

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 （
開

発
行

為
者

の
住

所
又

は
氏

名
の

変
更

）
 

第
１

５
条

 
開

発
行

為
者

は
、

住
所

又
は

氏
名

の
変

更
が

あ
っ

た
と

き
は

、
開

発
行

為
者

（
住

所
・

氏
名

）
変

更

届
出

書
（

第
１

２
号

様
式

）
を

知
事

に
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 （
開

発
行

為
の

施
行

状
況

の
調

査
）

  
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 

第
１

６
条

 
知

事
は

、
必

要
と

認
め

る
と

き
は

、
開

発
行

為
の

施
行

状
況

に
関

す
る

調
査

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

 

 （
申

請
書

、
報

告
書

又
は

届
出

書
の

経
由

及
び

提
出

部
数

）
 

第
１

７
条

 
省

令
及

び
こ

の
規

則
の

規
定

に
よ

り
知

事
に

提
出

す
る

申
請

書
、

報
告

書
又

は
届

出
書

は
、

当
該

申

請
、

報
告

又
は

届
出

に
係

る
開

発
対

象
区

域
を

所
管

す
る

振
興

局
長

を
経

由
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 
 前

項
の

申
請

書
、

報
告

書
及

び
届

出
書

の
提

出
部

数
は

、
３

部
と

す
る

。
た

だ
し

、
知

事
が

必
要

と
認

め
る

と
き

は
、

そ
の

部
数

を
増

減
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 

附
 
 則

 

 
 
こ

の
規

則
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

 
附

 
則

（
昭

和
６

４
年

 
規

則
第

１
号

）
 

 
こ

の
規

則
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

 
附

 
則

（
平

成
２

年
 

規
則

第
２

１
号

）
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こ

の
規

則
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

 
附

 
則

（
平

成
９

年
 

規
則

第
７

６
号

）
 

 
こ

の
規

則
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

 
附

 
則

（
平

成
１

２
年

 
規

則
第

９
４

号
）

 

 
こ

の
規

則
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

 
附

 
則

（
平

成
１

８
年

 
規

則
第

３
６

号
）

 

 
こ

の
規

則
は

、
公

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 
 

 
附

 
則

（
平

成
２

３
年

 
規

則
第

３
３

号
）

 

 
こ

の
規

則
は

、
平

成
２

３
年

６
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

附
 

則
（

平
成

２
５

年
 

規
則

第
３

８
号

）
 

 
こ

の
規

則
は

、
平

成
２

５
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

附
 

則
（

令
和

 
５

年
 

規
則

第
４

０
号

）
 

 
こ

の
規

則
は

、
令

和
 

５
年

７
月

１
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

  

別
表

（
第

４
条

関
係

）
 

 
第

１
 

手
続
上
の
要
件
及
び
一

般
的

事
項

 

 
 

一
 

開
発
行
為
の
計
画
と
実
効
性
 

 
 

 
 

開
発

行
為

に
関

す
る

計
画

の
内

容
が

具
体

的
で

あ
り

、
許

可
を

受
け

た
後

遅
滞

な
く

申
請

に
係

る
開

発

行
為

を
行

う
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

二
 

森
林
所
有
者
等
の
同
意
 

 
 

 
 

開
発

対
象

区
域

に
つ

き
開

発
行

為
の

施
行

の
妨

げ
と

な
る

権
利

を
有

す
る

者
の

相
当

数
の

同
意

を
申

請

者
が

得
て

い
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

三
 

他
法
令
に
係
る
許
認
可
等
 

 
 

 
 

開
発

行
為

又
は

開
発

行
為

に
係

る
事

業
の

実
施

に
つ

い
て

他
の

行
政

庁
の

免
許

、
許

可
、

認
可

そ
の

他

の
処

分
を

必
要

と
す

る
場

合
に

は
、

当
該

処
分

等
が

な
さ

れ
て

い
る

か
の

確
認

又
は

当
該

申
請

に
係

る
申

請
の

状
況

の
確

認
が

で
き

る
こ

と
。

 

四
 

開
発
行
為
に
必
要
な
信
用
及
び
資
力
 

 
 

 
 

申
請

者
に

開
発

行
為

を
行

う
た

め
に

必
要

な
信

用
及

び
資

力
が

あ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

五
 

開
発

区
域

の
面
積
の
規
模
 

 
 

 
 

開
発

区
域

の
面

積
が

、
当

該
開

発
行

為
の

目
的

実
現

の
た

め
必

要
最

小
限

度
の

面
積

で
あ

る
こ

と
（

法

令
等

に
よ

っ
て

面
積

に
つ

き
基

準
が

定
め

ら
れ

て
い

る
場

合
に

は
、

こ
れ

を
参

酌
し

て
決

め
ら

れ
た

も
の

で
あ

る
こ

と
。

）
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

六
 

全
体
計
画
と
の
関
連
 

 
 

 
 

開
発

行
為

の
計

画
が

大
規

模
で

あ
り

長
期

に
わ

た
る

も
の

の
一

部
に

つ
い

て
の

許
可

の
申

請
で

あ
る

場

合
に

は
、

全
体

計
画

と
の

関
連

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

七
 

原
状
回
復
等
の
事
後
措
置
 

 
 

 
 

開
発

行
為

に
よ

り
森

林
を

他
の

土
地

利
用

に
一

時
的

に
供

す
る

場
合

に
は

、
利

用
後

に
お

け
る

原
状

回

復
等

の
事

後
措

置
が

適
切

に
行

わ
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

八
 

周
辺
の
地
域
の
森
林
施
業
へ
の
配
慮
 

 
 

 
 

開
発

行
為

が
周

辺
の

地
域

の
森

林
施

業
に

著
し

い
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
な

い
よ

う
に

適
切

な
配

慮

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

九
 

周
辺
の
地
域
に
お
け
る
住
民
の
生
活
及
び
産
業
活
動
へ
の
配
慮
 

 
 

 
 

開
発

行
為

に
係

る
事

業
の

目
的

に
即

し
て

土
地

利
用

が
行

わ
れ

る
こ

と
に

よ
っ

て
周

辺
の

地
域

に
お

け

る
住

民
の

生
活

及
び

産
業

活
動

に
相

当
の

悪
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
の

な
い

よ
う

に
適

切
な

配
慮

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

第
２

 
災
害
を
発
生
さ
せ
る
お
そ
れ
に
関
す
る
事
項
（
法

第
１

０
条

の
２

第
２

項
第

一
号

関
係

）
 

 
 

一
 

土
砂
の
移
動
量
 

 
 

 
 

開
発

行
為

が
原

則
と

し
て

現
地

形
に

沿
っ

て
行

わ
れ

る
こ

と
及

び
開

発
行

為
に

よ
る

土
砂

の
移

動
量

が

必
要

最
小

限
度

で
あ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

二
 

切
土
、
盛
土
又
は
捨
土
 

 
 

 
 

切
土

、
盛

土
又

は
捨

土
を

行
う

場
合

に
は

、
そ

の
工

法
が

法
面

の
安

定
を

確
保

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と

及
び

捨
土

が
適

切
な

箇
所

で
行

わ
れ

る
こ

と
並

び
に

切
土

、
盛

土
又

は
捨

土
を

行
っ

た
後

に
法

面
を

生
ず

る
と

き
は

そ
の

法
面

の
勾

配
が

地
質

、
土

質
及

び
法

面
の

高
さ

か
ら

み
て

崩
壊

の
お

そ
れ

の
な

い
も

の
で

あ
り

、
か

つ
、

必
要

に
応

じ
小

段
又

は
排

水
施

設
の

設
置

そ
の

他
の

措
置

が
適

切
に

講
じ

ら
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

三
 

法
面
崩
壊
防
止
の
措
置
 

 
 

 
 

切
土

、
盛

土
又

は
捨

土
を

行
っ

た
後

の
法

面
の

勾
配

が
二

の
規

定
に

適
合

し
な

い
場

合
又

は
周

辺
の

土

地
利

用
の

実
態

か
ら

み
て

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

擁
壁

の
設

置
そ

の
他

の
法

面
崩

壊
防

止
の

措
置

が
適

切
に

講
じ

ら
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
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四
 

法
面
保
護
の
措
置
 

 
 

 
 

切
土
、

盛
土

又
は

捨
土

を
行

っ
た

後
の

法
面

が
雨

水
、

渓
流

等
に

よ
り

侵
食

さ
れ

る
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
に

は
、

法
面

保
護

の
措

置
が

講
じ

ら
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

五
 

土
砂
流
出
防
止
の
措
置
 

 
 

 
 

開
発

行
為

に
伴

い
相

当
量

の
土

砂
が

流
出

す
る

等
の

下
流

地
域

に
災

害
が

発
生

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

区

域
が

事
業

区
域

（
開

発
行

為
を

し
よ

う
と

す
る

森
林

又
は

緑
地

そ
の

他
の

区
域

を
い

う
。

）
に

含
ま

れ
る

場
合

に
は

、
開

発
行

為
に

先
行

し
て

十
分

な
容

量
及

び
構

造
を

有
す

る
え

ん
堤

等
の

設
置

、
森

林
の

残
置

等
の

措
置

が
適

切
に

講
じ

ら
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

六
 

排
水
施
設
 

 
 

 
 

雨
水

等
を

適
切

に
排

水
し

な
け

れ
ば

災
害

が
発

生
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
に

は
、

十
分

な
能

力
及

び

構
造

を
有

す
る

排
水

施
設

が
設

け
ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

七
 

洪
水
調
整
池
等
の
設
置
等
 

 
 

 
 

下
流

の
流

下
能

力
を

超
え

る
水

量
が

排
水

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
災

害
が

発
生

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

場

合
に

は
、

洪
水

調
整

池
等

の
設

置
そ

の
他

の
措

置
が

適
切

に
講

じ
ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

八
 

静
砂
垣
等
の
設
置
等
 

 
 

 
 

飛
砂

、
落

石
、

な
だ

れ
等

の
災

害
が

発
生

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

場
合

に
は

、
静

砂
垣

、
落

石
又

は
な

だ

れ
防

止
柵

の
設

置
そ

の
他

の
措

置
が

適
切

に
講

じ
ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

九
 

仮
設

防
災

施
設

の
設

置
 

 
 

 
 

開
発

行
為

の
施

行
に

当
た

っ
て

、
災

害
の

防
止

の
た

め
に

必
要

な
え

ん
堤

、
排

水
施

設
、

洪
水

調
整

池

等
に

つ
い

て
仮

設
の

防
災

施
設

を
設

置
す

る
場

合
は

、
全

体
の

施
行

工
程

に
お

い
て

具
体

的
な

箇
所

及
び

施
行

時
期

を
明

ら
か

に
す

る
と

と
も

に
、

仮
設

の
防

災
施

設
の

設
計

は
本

設
の

も
の

に
準

じ
て

行
う

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

十
 

洪
水

調
整

池
等

の
維

持
管

理
 

開
発

行
為

の
完

了
後

に
お

い
て

も
、

整
備

し
た

排
水

施
設

、
洪

水
調

整
池

等
が

十
分

に
機

能
を

発
揮

で

き
る

よ
う

土
砂

の
撤

去
、

豪
雨

時
の

巡
視

等
の

完
了

後
の

維
持

管
理

方
法

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

第
３

 
水

害
を

発
生

さ
せ

る
お

そ
れ

に
関

す
る

事
項

（
法

第
１

０
条

の
２

第
２

項
第

一
号

の
二

関
係

）
 

 
 

一
 

洪
水
調
整
池
の
設
置
等
 

 
 

 
 

開
発

行
為

を
す

る
森

林
の

現
に

有
す

る
水

害
の

防
止

の
機

能
に

依
存

す
る

地
域

に
お

い
て

、
当

該
開

発

行
為

に
伴

い
増

加
す

る
ピ

ー
ク

流
量

を
安

全
に

流
下

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

に
よ

り
水

害
が

発
生

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

場
合

に
は

、
洪

水
調

整
池

の
設

置
そ

の
他

の
措

置
が

適
切

に
講

じ
ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

二
 

仮
設

防
災

施
設

の
設

置
等

 

 
 

 
 

開
発

行
為

の
施

行
に

当
た

っ
て

、
水

害
の

防
止

の
た

め
に

必
要

な
洪

水
調

整
池

等
に

つ
い

て
仮

設
の

防

災
施

設
を

設
置

す
る

場
合

は
、

全
体

の
施

行
工

程
に

お
い

て
具

体
的

な
箇

所
及

び
施

行
時

期
を

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
仮

設
の

防
災

施
設

の
設

計
は

本
設

の
も

の
に

準
じ

て
行

う
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ

と
。

 

 
 

三
 

防
災

施
設

の
維

持
管

理
 

 
 

 
 

開
発

行
為

の
完

了
後

に
お

い
て

も
、

整
備

し
た

洪
水

調
整

池
等

が
十

分
に

機
能

を
発

揮
で

き
る

よ
う

土

砂
の

撤
去

、
豪

雨
時

の
巡

視
等

の
完

了
後

の
維

持
管

理
方

法
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

第
４

 
水
の
確
保
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
に
関
す
る
事
項
（
法

第
１

０
条

の
２

第
２

項
第

二
号

関
係

）
 

 
 

一
 

貯
水
池
等
の
設
置
等
 

 
 

 
 

他
に

適
地

が
な

い
こ

と
等

に
よ

り
や

む
を

得
ず

飲
用

水
、

か
ん

が
い

用
水

等
の

水
源

と
し

て
依

存
し

て

い
る

森
林

を
開

発
行

為
の

対
象

と
す

る
場

合
で

、
周

辺
に

お
け

る
水

利
用

の
実

態
等

か
ら

み
て

必
要

な
水

量
を

確
保

す
る

た
め

必
要

が
あ

る
と

き
に

は
、

貯
水

池
又

は
導

水
路

の
設

置
そ

の
他

の
措

置
が

適
切

に
講

じ
ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

二
 

沈
砂
池
の
設
置
等
 

 
 

 
 

周
辺

に
お

け
る

水
利

用
の

実
態

等
か

ら
み

て
土

砂
の

流
出

に
よ

る
水

質
の

悪
化

を
防

止
す

る
必

要
が

あ

る
場

合
に

は
、

沈
砂

池
の

設
置

、
森

林
の

残
置

そ
の

他
の

措
置

が
適

切
に

講
じ

ら
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

第
５

 
環
境
を
著
し
く
悪
化
さ
せ
る
お
そ
れ
に
関
す
る
事
項
（

法
第

１
０

条
の

２
第

２
項

第
三

号
関

係
）

 

 
 

一
 

森
林
又
は
緑
地
の
残
置
又
は
造
成
 

 
開

発
対

象
区

域
に

、
開

発
行

為
に

係
る

事
業

の
目

的
、

態
様

、
周

辺
に

お
け

る
土

地
利

用
の

実
態

等
に

応
じ

相
当

面
積

の
残

置
し

、
又

は
造

成
す

る
森

林
又

は
緑

地
（

以
下

「
残

置
森

林
等

」
と

い
う

。
）

の
配

置
が

適
切

に
行

わ
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

二
 

騒
音
、
粉
じ
ん
等
の
著
し
い
影
響
の
緩
和
、
風
害
等
か
ら
の

周
辺
の
植
生
の
保
全
等
 

 
 

 
 

騒
音

、
粉

じ
ん

等
の

著
し

い
影

響
の

緩
和

、
風

害
等

か
ら

の
周

辺
の

植
生

の
保

全
等

の
必

要
が

あ
る

場

合
に

は
、

開
発

対
象

区
域

内
の

適
切

な
箇

所
に

必
要

な
森

林
の

残
置

又
は

必
要

に
応

じ
た

造
成

が
行

わ
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

三
 

景
観
の
維
持
 

 
 

 
 

景
観

の
維

持
に

著
し

い
支

障
を

及
ぼ

す
こ

と
の

な
い

よ
う

に
適

切
な

配
慮

が
な

さ
れ

て
お

り
、

特
に

市

街
地

、
主

要
道

路
等

か
ら

の
景

観
を

維
持

す
る

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

開
発

行
為

に
よ

り
生

ず
る

法
面

を
極

力
縮

少
す

る
と

と
も

に
、

可
能

な
限

り
法

面
の

緑
化

を
図

り
、

ま
た

開
発

行
為

に
係

る
事

業
に

よ
り

設
置

さ
れ

る
施

設
の

周
辺

に
森

林
を

残
置

し
、

若
し

く
は

造
成

し
、

又
は

木
竹

を
植

栽
す

る
等

の
適

切
な

措
置

が
講

じ
ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

四
 

残
置

森
林

等
の

維
持

管
理

 

 
 
 
 
 

 
残

置
森

林
等

が
善

良
に

維
持

管
理

さ
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

。
 

第
６

 
太

陽
光

発
電

設
備

の
設

置
を

目
的

と
す

る
開

発
行

為
 

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

を
目

的
と

す
る

開
発

行
為

に
つ

い
て

は
、

第
１

か
ら

第
５

ま
で

に
掲

げ
た

基
準

に
加

え
、

別
に

定
め

る
基

準
に

適
合

す
る

こ
と

。
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大
分

県
林

地
開

発
許

可
審

査
要

領
 

 

令
和

 
５

年
 

７
月

１
１

日
 

大
分

県
告

示
第

３
２

０
号

 

 第
１

 
趣

旨
 

 
 

こ
の

要
領

は
、

森
林

法
（

昭
和

２
６

年
法

律
第

２
４

９
号

。
以

下
「

法
」

と
い

う
。

）
第

１
０

条
の

２

の
規

定
に

基
づ

く
開

発
行

為
の

許
可

に
関

し
、

大
分

県
林

地
開

発
許

可
制

度
実

施
規

則
（

昭
和

５
０

年
大

分
県

規
則

第
２

５
号

。
以

下
「

規
則

」
と

い
う

。
）

に
定

め
る

要
件

に
係

る
審

査
基

準
そ

の
他

審
査

に
つ

い
て

必
要

な
事

項
を

定
め

る
も

の
と

す
る

。
 

 第
２

 
開

発
規

模
の

算
定

方
法

 

一
 

森
林

法
施

行
令

（
昭

和
２

６
年

政
令

第
２

７
６

号
）

第
２

条
の

３
に

規
定

す
る

規
模

の
算

定
に

当
た

っ
て

は
、

隣
接

し
、

又
は

近
接

す
る

複
数

の
開

発
予

定
区

域
に

つ
い

て
、

そ
の

実
施

主
体

又
は

実
施

時

期
が

異
な

る
場

合
で

あ
っ

て
も

、
当

該
開

発
行

為
に

関
し

事
業

の
一

体
性

が
認

め
ら

れ
る

と
き

は
、

一

の
開

発
行

為
と

み
な

す
も

の
と

す
る

。
 

二
 

一
に

規
定

す
る

事
業

の
一

体
性

に
係

る
判

断
に

つ
い

て
は

、
次

に
掲

げ
る

区
分

に
応

じ
、

次
に

定
め

る
場

合
を

目
安

に
、

そ
れ

ぞ
れ

の
一

体
性

の
個

々
の

状
況

に
応

じ
て

判
断

す
る

も
の

と
す

る
。

 

１
 

実
施

主
体

の
一

体
性

 
個

々
の

開
発

行
為

の
行

為
者

の
名

称
な

ど
の

外
形

が
異

な
る

場
合

で
あ

っ

て
も

、
開

発
行

為
を

行
う

会
社

間
の

資
本

又
は

雇
用

等
の

経
営

状
況

の
つ

な
が

り
、

開
発

後
の

運
営

主
体

又
は

施
設

等
の

管
理

者
、

同
一

森
林

所
有

者
等

に
よ

る
計

画
性

等
か

ら
、

同
一

の
事

業
者

が
関

わ
る

開
発

行
為

と
捉

え
ら

れ
る

場
合

 

２
 

実
施

時
期

の
一

体
性

 
時

期
の

重
複

又
は

連
続

が
あ

る
な

ど
個

々
の

開
発

行
為

の
実

施
時

期
（

発

電
設

備
の

場
合

は
、

個
々

の
設

備
の

整
備

時
期

又
は

送
電

網
へ

の
接

続
時

期
）

か
ら

み
て

一
連

と
捉

え
ら

れ
る

計
画

性
が

あ
る

場
合

 

３
 

実
施

箇
所

の
一

体
性

 
個

々
の

開
発

行
為

で
必

要
な

工
事

用
道

路
、

排
水

施
設

等
の

設
備

が
共

用

さ
れ

て
い

る
場

合
（

共
用

を
前

提
と

し
て

整
備

す
る

こ
と

を
計

画
し

て
い

る
場

合
を

含
む

。
）

又
は

局
所

的
な

集
水

区
域

内
で

排
水

系
統

が
同

じ
場

合
 

 第
３

 
審

査
に

当
た

っ
て

の
留

意
事

項
等

 

一
 

法
第

１
０

条
の

２
第

２
項

各
号

に
規

定
す

る
森

林
の

機
能

を
、

同
条

第
３

項
の

規
定

に
基

づ
き

判
断

す
る

場
合

は
、

森
林

の
持

つ
公

益
的

機
能

が
、

森
林

資
源

の
整

備
充

実
を

通
じ

て
、

よ
り

高
度

に
発

揮

さ
れ

る
こ

と
に

な
る

こ
と

に
留

意
す

る
も

の
と

す
る

。
 

二
 

開
発

行
為

の
許

可
申

請
前

に
住

民
説

明
会

の
実

施
等

地
域

住
民

の
理

解
を

得
る

た
め

の
取

組
が

実
施

さ
れ

て
い

る
こ

と
と

は
、

例
え

ば
、

住
民

説
明

会
に

お
い

て
は

、
開

発
中

及
び

開
発

後
の

事
業

期
間

中

に
発

生
す

る
可

能
性

の
あ

る
問

題
へ

の
対

応
に

つ
い

て
、

地
域

住
民

と
の

十
分

な
話

合
い

が
な

さ
れ

て

 

い
る

こ
と

を
い

う
。

 

 
三

 
規

則
別

表
第

１
第

八
号

に
規

定
す

る
「

周
辺

の
地

域
の

森
林

施
業

に
著

し
い

支
障

を
及

ぼ
す

お
そ

れ

が
な

い
よ

う
に

適
切

な
配

慮
が

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
例

え
ば

、
開

発

行
為

に
よ

り
道

路
が

分
断

さ
れ

る
場

合
に

は
、

代
替

道
路

の
設

置
計

画
が

明
ら

か
で

あ
り

、
開

発
行

為

の
対

象
箇

所
の

奥
地

に
お

け
る

森
林

施
業

に
支

障
を

及
ぼ

す
こ

と
の

な
い

よ
う

配
置

さ
れ

て
い

る
こ

と

を
い

う
。

 

 
 
四

 
規

則
別

表
第

１
第

九
号

に
規

定
す

る
「

周
辺

の
地

域
に

お
け

る
住

民
の

生
活

及
び

産
業

活
動

に
相

当

の
悪

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

の
な

い
よ

う
に

適
切

な
配

慮
が

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
例

え
ば

、
開

発
行

為
に

係
る

事
業

の
実

施
に

伴
い

地
域

住
民

の
生

活
環

境
の

保
全

を
図

る

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

申
請

者
と

関
係

市
町

村
又

は
自

治
会

、
町

内
会

等
の

地
方

自
治

法
（

昭
和

２

２
年

法
律

第
６

７
号

）
第

２
６

０
条

の
２

第
１

項
に

規
定

す
る

地
縁

に
よ

る
団

体
と

の
環

境
の

保
全

に

関
す

る
協

定
の

締
結

等
に

よ
り

地
域

住
民

と
の

合
意

形
成

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

い
う

。
 

 第
４

 
手

続
き

上
の

要
件

及
び

一
般

的
事

項
 

規
則

別
表

第
１

に
掲

げ
る

手
続

上
の

要
件

及
び

一
般

的
事

項
に

係
る

審
査

基
準

は
、

次
の

と
お

り
と

す

る
。

 

１
 

規
則

別
表

第
１

第
二

号
に

規
定

す
る

「
相

当
数

の
同

意
を

申
請

者
が

得
て

い
る

こ
と

が
明

ら
か

で

あ
る

こ
と

」
と

は
、

開
発

行
為

に
係

る
森

林
に

つ
き

開
発

行
為

の
妨

げ
と

な
る

権
利

を
有

す
る

全
て

の
者

の
３

分
の

２
以

上
の

同
意

を
得

て
お

り
、

そ
の

他
の

者
に

つ
い

て
も

同
意

を
得

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

を
い

う
。

 

２
 

規
則

別
表

第
１

第
四

号
に

規
定

す
る

「
申

請
者

に
開

発
行

為
を

行
う

た
め

に
必

要
な

信
用

及
び

資

力
が

あ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
防

災
施

設
の

整
備

に
必

要
な

資
金

の
手

当
て

が
可

能
で

あ
る

こ
と

及
び

事
業

体
と

し
て

の
信

用
が

あ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
を

い
う

。
 

３
 

規
則

別
表

第
１

第
七

号
に

規
定

す
る

「
原

状
回

復
等

の
事

後
措

置
が

適
切

に
行

わ
れ

る
こ

と
が

明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
開

発
行

為
が

行
わ

れ
る

以
前

の
原

状
に

回
復

す
る

こ
と

の
ほ

か
、

造
林

の
実

施
等

を
含

め
従

前
の

効
用

を
回

復
す

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

を
い

う
。

 

 第
５

 
災

害
を

発
生

さ
せ

る
お

そ
れ

に
関

す
る

事
項

 

規
則

別
表

第
２

に
掲

げ
る

災
害

を
発

生
さ

せ
る

お
そ

れ
に

関
す

る
事

項
に

係
る

審
査

基
準

は
、

次
の

と

お
り

と
す

る
。

 

１
 
 
規

則
別

表
第

２
第

一
号

に
規

定
す

る
「

開
発

行
為

が
原

則
と

し
て

現
地

形
に

沿
っ

て
行

わ
れ

る
こ

と
及

び
開

発
行

為
に

よ
る

土
砂

の
移

動
量

が
必

要
最

小
限

度
で

あ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
次

に
掲

げ
る

事
項

に
よ

る
も

の
と

す
る

。
 

イ
 

開
発

行
為

の
目

的
が

ス
キ

ー
場

の
造

成
で

あ
る

場
合

は
、

次
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

(
1
)
 

ス
キ

ー
場

の
滑

走
コ

ー
ス

の
造

成
は

、
そ

の
利

用
形

態
か

ら
み

て
土

砂
の

移
動

が
周

辺
に
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及
ぼ

す
影

響
が

比
較

的
大

き
い

と
認

め
ら

れ
る

た
め

、
そ

の
造

成
に

係
る

切
土

量
は

１
ヘ

ク

タ
ー

ル
当

た
り

お
お

む
ね

１
，

０
０

０
立

方
メ

ー
ト

ル
以

下
で

あ
る

こ
と

。
 

(
2
)
 

滑
走

コ
ー

ス
は

、
傾

斜
地

を
利

用
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
切

土
を

行
う

区
域

は
ス

キ
ー

ヤ
ー

の
安

全
性

の
確

保
等

や
む

を
得

な
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
限

る
も

の
と

し
、

土

砂
の

移
動

量
を

極
力

縮
減

す
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

ロ
 

開
発

行
為

の
目

的
が

ゴ
ル

フ
場

の
造

成
で

あ
る

場
合

は
、

ゴ
ル

フ
場

の
造

成
に

係
る

切
土

量
及

び
盛

土
量

は
、

そ
れ

ぞ
れ

１
８

ホ
ー

ル
当

た
り

お
お

む
ね

２
０

０
万

立
方

メ
ー

ト
ル

以
下

で
あ

る

こ
と

。
 

２
 

規
則

別
表

第
２

第
二

号
に

適
合

す
る

か
否

か
の

審
査

は
、
次

に
掲

げ
る

事
項

に
よ

る
も

の
と

す
る

。
 

イ
 

工
法

等
は

、
次

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

(
1
)
 

切
土

は
、

原
則

と
し

て
階

段
状

に
行

う
等

法
面

の
安

定
が

確
保

さ
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

(
2
)
 

盛
土

は
、

必
要

に
応

じ
て

水
平

層
に

し
て

順
次

盛
り

上
げ

、
十

分
締

固
め

が
行

わ
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

(
3
)
 

土
石

の
落

下
に

よ
る

下
方

斜
面

等
の

荒
廃

を
防

止
す

る
必

要
が

あ
る

場
合

に
は

、
柵

工
の

実
施

等
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

(
4
)
 

大
規

模
な

切
土

又
は

盛
土

を
行

う
場

合
に

は
、

融
雪

、
豪

雨
等

に
よ

り
災

害
が

生
ず

る
お

そ
れ

の
な

い
よ

う
に

工
事

時
期

、
工

法
等

に
つ

い
て

適
切

に
配

慮
さ

れ
て

い
る

こ
と

。
 

ロ
 

切
土

は
、

次
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

(
1
)
 

法
面

の
勾

配
は

、
地

質
、

土
質

、
切

土
高

、
気

象
及

び
近

傍
に

あ
る

既
往

の
法

面
の

状
態

等
を

勘
案

し
て

、
現

地
に

適
合

し
た

安
定

な
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

(
2
)
 

土
砂

の
切

土
高

が
１

０
メ

ー
ト

ル
を

超
え

る
場

合
に

は
、

原
則

と
し

て
高

さ
５

メ
ー

ト
ル

な
い

し
１

０
メ

ー
ト

ル
ご

と
に

小
段

が
設

置
さ

れ
る

ほ
か

、
必

要
に

応
じ

排
水

施
設

が
設

置

さ
れ

る
等

崩
壊

防
止

の
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
こ

と
。

 

(
3
)
 

切
土

を
行

っ
た

後
の

地
盤

に
滑

り
や

す
い

土
質

の
層

が
あ

る
場

合
に

は
、

そ
の

地
盤

に
滑

り
が

生
じ

な
い

よ
う

に
杭

打
ち

そ
の

他
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

ハ
 

盛
土

は
、

次
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

(
1
)
 

法
面

の
勾

配
は

、
盛

土
材

料
、

盛
土

高
、

地
形

、
気

象
及

び
近

傍
に

あ
る

既
往

の
法

面
の

状
態

等
を

勘
案

し
て

、
現

地
に

適
合

し
た

安
全

な
も

の
で

あ
る

こ
と

。
盛

土
高

が
お

お
む

ね

１
．

５
メ

ー
ト

ル
を

超
え

る
場

合
に

は
、

勾
配

が
３

５
度

以
下

で
あ

る
こ

と
。

 

(
2
)
 

一
層

の
仕

上
が

り
厚

は
、

３
０

セ
ン

チ
メ

ー
ト

ル
以

下
と

し
、

そ
の

層
ご

と
に

締
固

め
が

行
わ

れ
る

と
と

も
に

、
必

要
に

応
じ

て
雨

水
そ

の
他

の
地

表
水

又
は

地
下

水
を

排
除

す
る

た

め
の

排
水

施
設

の
設

置
等

の
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
こ

と
。

 

(
3
)
 

盛
土

高
が

５
メ

ー
ト

ル
を

超
え

る
場

合
は

、
原

則
と

し
て

５
メ

ー
ト

ル
ご

と
に

小
段

が
設

置
さ

れ
る

ほ
か

、
必

要
に

応
じ

て
排

水
施

設
が

設
置

さ
れ

る
等

崩
壊

防
止

の
措

置
が

講
じ

ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

 

(
4
)
 

盛
土

が
滑

り
、

緩
み

、
沈

下
し

、
又

は
崩

壊
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
に

は
、

盛
土

を
行

う
前

の
地

盤
の

段
切

り
、

地
盤

の
土

の
入

替
え

、
埋

設
工

の
施

工
、

排
水

施
設

の
設

置
等

の

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

ニ
 

捨
土

は
、

次
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

(
1
)
 

捨
土

は
、

土
捨

場
を

設
置

し
、

土
砂

の
流

出
防

止
措

置
を

講
じ

て
行

わ
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
こ

の
場

合
に

お
け

る
土

捨
場

の
位

置
は

、
急

傾
斜

地
、

湧
水

の
生

じ
て

い
る

箇
所

等

を
避

け
、

人
家

又
は

公
共

施
設

と
の

位
置

関
係

を
考

慮
の

上
設

定
さ

れ
て

い
る

も
の

で
あ

る

こ
と

。
 

(
2
)
 

法
面

の
勾

配
の

設
定

、
締

固
め

の
方

法
、

小
段

の
設

置
、

排
水

施
設

の
設

置
等

は
、

盛
土

に
準

じ
て

行
わ

れ
、

土
砂

の
流

出
の

お
そ

れ
が

な
い

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

３
 

規
則

別
表

第
２

第
三

号
に

規
定

す
る

「
周

辺
の

土
地

利
用

の
実

態
か

ら
み

て
必

要
が

あ
る

場
合

」

と
は

、
開

発
区

域
が

住
宅

又
は

公
共

施
設

に
近

接
し

、
か

つ
、

次
の

イ
又

は
ロ

に
該

当
す

る
場

合
を

い
う

。
た

だ
し

、
土

質
試

験
等

に
基

づ
き

地
盤

の
安

定
計

算
を

行
い

、
法

面
の

安
定

を
保

つ
た

め
に

擁
壁

等
の

設
置

が
必

要
で

な
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 

イ
 

切
土

に
よ

り
生

ず
る

法
面

の
勾

配
が

３
０

度
よ

り
急

で
、

か
つ

、
高

さ
が

２
メ

ー
ト

ル
を

超
え

る
場

合
。

た
だ

し
、

硬
岩

盤
で

あ
る

場
合

又
は

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
場

合
は

、
こ

の
限

り

で
な

い
。

 

(
1
)
 

土
質

が
次

の
表

の
土

質
の

欄
に

掲
げ

る
も

の
に

該
当

し
、

か
つ

、
土

質
に

応
じ

た
法

面
の

勾
配

が
同

表
の

擁
壁

等
を

要
し

な
い

勾
配

の
上

限
の

欄
に

掲
げ

る
角

度
以

下
の

も
の

 

(
2
)
 

土
質

が
次

の
表

の
土

質
の

欄
に

掲
げ

る
も

の
に

該
当

し
、

か
つ

、
土

質
に

応
じ

た
法

面
の

勾
配

が
同

表
の

擁
壁

等
を

要
し

な
い

勾
配

の
上

限
の

欄
に

掲
げ

る
角

度
を

超
え

、
同

表
の

擁

壁
等

を
要

す
る

勾
配

の
下

限
の

欄
に

掲
げ

る
角

度
以

下
の

も
の

で
、

そ
の

高
さ

が
５

メ
ー

ト

ル
以

下
の

も
の

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

(
1
)
に

該
当

す
る

法
面

の
部

分
に

よ
り

上
下

に
分

離

さ
れ

た
法

面
が

あ
る

と
き

は
、

(
1
)
に

該
当

す
る

法
面

の
部

分
は

存
在

せ
ず

、
そ

の
上

下
の

法

面
は

連
続

し
て

い
る

も
の

と
み

な
す

。
 

 

土
 

質
 

擁
壁

等
を

要
し

な
い

勾

配
の

上
限

 

擁
壁

等
を

要
す

る
勾

配

の
下

限
 

軟
岩

（
風

化
の

著
し

い
も

の
を

除
く

。
）

 
６

０
度

 
８

０
度

 

風
化

の
著

し
い

岩
 

４
０

度
 

５
０

度
 

砂
利

、
真

砂
土

、
硬

質
粘

土
、

そ
の

他
 

こ
れ

に
類

す
る

も
の

 

 

３
５

度
 

 

４
５

度
 

 

ロ
 

盛
土

に
よ

り
生

ず
る

法
面

の
勾

配
が

３
０

度
よ

り
急

で
、

か
つ

、
高

さ
が

１
メ

ー
ト

ル
を

超
え

る
場

合
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４
 

規
則

別
表

第
２

第
三

号
に

規
定

す
る

周
辺

の
土

地
利

用
の

実
態

か
ら

み
て

必
要

が
あ

る
場

合
に

設

置
す

べ
き

擁
壁

の
構

造
は

、
次

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
イ

 
土

圧
、
水

圧
及

び
自

重
(
以

下
「

土
圧

等
」
と

い
う

。
)
に

よ
っ

て
擁

壁
が

破
壊

さ
れ

な
い

こ
と

。
 

 
 

 
ロ

 
土

圧
等

に
よ

っ
て

擁
壁

が
転

倒
し

な
い

こ
と

。
こ

の
場

合
、

安
全

率
は

１
．

５
以

上
で

あ
る

こ

と
。

 

 
 

 
ハ

 
土

圧
等

に
よ

っ
て

擁
壁

が
滑

動
し

な
い

こ
と

。
こ

の
場

合
、

安
全

率
は

１
．

５
以

上
で

あ
る

こ

と
。

 

 
 

 
ニ

 
土

圧
等

に
よ

っ
て

擁
壁

が
沈

下
し

な
い

こ
と

。
 

 
 

 
ホ

 
擁

壁
に

は
、
そ

の
裏

面
の

排
水

を
良

く
す

る
た

め
、
適

正
な

水
抜

穴
が

設
け

ら
れ

て
い

る
こ

と
。

 

５
 

規
則

別
表

第
２

第
四

号
に

規
定

す
る

法
面

保
護

の
措

置
は

、
次

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
イ

 
植

生
に

よ
る

保
護

（
実

播
工

、
伏

工
、

筋
工

、
植

栽
工

等
）

を
原

則
と

し
、

植
生

に
よ

る
保

護

が
適

さ
な

い
場

合
又

は
植

生
に

よ
る

保
護

だ
け

で
は

法
面

の
侵

食
を

防
止

で
き

な
い

場
合

に
は

、

人
工

材
料

に
よ

る
適

切
な

保
護

（
吹

付
工

、
張

工
、

法
枠

工
、

柵
工

、
網

工
等

）
を

行
い

、
工

種

は
、

土
質

、
気

象
条

件
等

を
考

慮
し

て
決

定
さ

れ
、

適
期

に
施

行
さ

れ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

 
ロ

 
表

面
水

、
湧

水
、
渓

流
等

に
よ

り
法

面
が

侵
食

さ
れ

又
は

崩
壊

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

場
合

に
は

、

排
水

施
設

又
は

擁
壁

の
設

置
等

の
措

置
が

講
じ

ら
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
こ

の
場

合
に

お
け

る

擁
壁

の
構

造
は

４
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

６
 

規
則

別
表

第
２

第
五

号
に

規
定

す
る

え
ん

堤
等

の
設

置
は

次
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

 
イ

 
え

ん
堤

等
の

容
量

は
、

次
の

(
1
)
及

び
(
2
)
の

規
定

に
よ

り
算

定
さ

れ
た

開
発

区
域

か
ら

の
流

出

土
砂

量
を

貯
砂

し
得

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

(
1
)
 

開
発

行
為

の
施

行
期

間
中

に
お

け
る

流
出

土
砂

量
は

、
開

発
区

域
１

ヘ
ク

タ
ー

ル
当

た
り

１

年
間

に
、

特
に

目
立

っ
た

表
面

侵
食

の
お

そ
れ

が
見

ら
れ

な
い

場
合

で
は

２
０

０
立

方
メ

ー

ト
ル

、
脆

弱
な

土
壌

で
全

面
的

に
侵

食
の

お
そ

れ
が

高
い

場
合

で
は

６
０

０
立

方
メ

ー
ト

ル
、

そ
れ

以
外

の
場

合
で

は
４

０
０

立
方

メ
ー

ト
ル

と
す

る
な

ど
、

地
形

、
地

質
、

気
象

等
を

考

慮
の

上
適

切
に

定
め

ら
れ

た
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

(
2
)
 

開
発

行
為

の
終

了
後

に
お

い
て

、
地

形
、
地

被
状

態
等

か
ら

み
て

、
地

表
が

安
定

す
る

ま
で

の
期

間
に

相
当

量
の

土
砂

の
流

出
が

想
定

さ
れ

る
場

合
に

は
、

流
出

土
砂

量
を

別
途

積
算

す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

ロ
 

え
ん

堤
等

の
設

置
箇

所
は

、
極

力
土

砂
の

流
出

地
点

に
近

接
し

た
位

置
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
ハ

 
え

ん
堤

等
の

構
造

は
、

治
山

技
術

基
準

（
昭

和
４

６
年

３
月

１
３

日
付

け
４

６
林

野
治

第
６

４

８
号

林
野

庁
長

官
通

知
）

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
ニ

 
規

則
別

表
第

２
第

五
号

に
規

定
す

る
「

災
害

が
発

生
す

る
お

そ
れ

が
あ

る
区

域
」

と
は

、
次

の

表
の

区
域

の
名

称
欄

に
掲

げ
る

区
域

を
含

む
土

地
の

範
囲

と
し

、
そ

の
考

え
方

に
つ

い
て

は
、

災

害
の

特
性

を
踏

ま
え

、
次

の
(
1
)
及

び
(
2
)
の

規
定

を
目

安
に

現
地

の
荒

廃
状

況
に

応
じ

て
整

理
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
な

お
、

同
表

の
区

域
の

名
称

欄
に

掲
げ

る
区

域
以

外
で

あ
っ

て
も

、
同

様

 

の
お

そ
れ

が
あ

る
区

域
に

つ
い

て
は

「
災

害
が

発
生

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

区
域

」
に

含
め

る
こ

と

が
で

き
る

。
 

 
 

 
 

(
1
)
 

山
腹

崩
壊

、
急

傾
斜

地
の

崩
壊

及
び

地
す

べ
り

に
関

す
る

区
域

に
つ

い
て

は
、
土

砂
災

害
警

戒
区

域
等

に
お

け
る

土
砂

災
害

防
止

対
策

の
推

進
に

関
す

る
法

律
（

平
成

１
２

年
法

律
第

５

７
号

。
以

下
「

土
砂

災
害

防
止

法
」

と
い

う
。

）
の

土
砂

災
害

警
戒

区
域

の
考

え
方

を
基

本

と
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

(
2
)
 

土
石

流
に

関
す

る
区

域
に

つ
い

て
は

、
土

石
流

の
発

生
の

危
険

性
が

認
め

ら
れ

る
渓

流
を

含

む
流

域
全

体
を

基
本

と
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
た

だ
し

、
土

石
流

が
発

生
し

た
場

合
に

お

い
て

、
地

形
の

状
況

に
よ

り
明

ら
か

に
土

石
流

が
到

達
し

な
い

と
認

め
ら

れ
る

土
地

の
区

域

を
除

く
。

 

 

区
域

の
名

称
 

根
拠

と
す

る
法

令
等

 

砂
防

指
定

地
 

砂
防

法
（

明
治

３
０

年
法

律
第

２
９

号
）

 

急
傾

斜
地

崩
壊

危
険

区
域

 
急

傾
斜

地
の

崩
壊

に
よ

る
災

害
の

防
止

に
関

す
る

法
律

（
昭

和
４

４
年

法
律

第
５

７
号

）
 

地
す

べ
り

防
止

区
域

 
地

す
べ

り
等

防
止

法
（

昭
和

３
３

年
法

律
第

３
０

号
）

 

土
砂

災
害

警
戒

区
域

 
土

砂
災

害
防

止
法

 

災
害

危
険

区
域

 
建

築
基

準
法

（
昭

和
２

５
年

法
律

第
２

０
１

号
）

 

山
腹

崩
壊

危
険

地
区

 
山

地
災

害
危

険
地

区
調

査
要

領
（

平
成

１
８

年
７

月
３

日

付
け

１
８

林
整

治
第

５
２

０
号

林
野

庁
長

官
通

知
）

 
地

す
べ

り
危

険
地

区
 

崩
壊

土
砂

流
出

危
険

地
区

 

 

７
 

規
則

別
表

第
２

第
六

号
に

規
定

す
る

排
水

施
設

の
能

力
は

、
次

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
イ

 
排

水
施

設
の

断
面

は
、

計
画

流
量

の
排

水
が

可
能

に
な

る
よ

う
に

余
裕

を
持

っ
て

定
め

ら
れ

て

い
る

こ
と

。
こ

の
場

合
、

計
画

流
量

は
、

次
の

(
1
)
及

び
(
2
)
に

よ
り

、
流

量
は

原
則

と
し

て
マ

ニ

ン
グ

式
に

よ
り

求
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
。

 

 
 

 
 

(
1
)
 

排
水

施
設

の
計

画
に

用
い

る
雨

水
流

出
量

は
、
原

則
と

し
て

次
式

に
よ

り
算

出
さ

れ
て

い
る

こ
と

。
た

だ
し

、
降

雨
量

と
流

出
量

の
関

係
が

別
途

高
い

精
度

で
求

め
ら

れ
て

い
る

場
合

に

は
、

単
位

図
法

等
に

よ
っ

て
算

出
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

Q
 =

 １
／

３
６

０
・

f・
r・

A
 

Q
：

雨
水

流
出

量
（

 
/s

ec
）

 

f 
：

流
出

係
数

 

r 
：

設
計

雨
量

強
度

（
m

m
/h

ou
r）

 

A
：

集
水

区
域

面
積

（
ha

)
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(
2
)
 

前
式

の
適

用
に

当
た

っ
て

は
、

次
の

ａ
か

ら
ｃ

ま
で

に
よ

る
こ

と
と

す
る

。
 

ａ
 

流
出

係
数

は
、

次
の

表
を

参
考

に
し

て
定

め
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
浸

透
能

は
、

地
形

、
地

質
土

壌
等

の
条

件
に

よ
っ

て
決

定
さ

れ
る

も
の

で
あ

る
が

、
同

表
の

区
分

の
適

用
に

つ
い

て

は
、

お
お

む
ね

、
山

岳
地

は
浸

透
能

小
、

丘
陵

地
は

浸
透

能
中

、
平

地
は

浸
透

能
大

と
す

る

こ
と

。
 

 

地
表

状
態

区
分

 
浸

透
能

 
小

 
浸

透
能

 
中

 
浸

透
能

 
大

 

林
 

地
 

０
．

６
～

０
．

７
 

０
．

５
～

０
．

６
 

０
．

３
～

０
．

５
 

草
 

地
 

０
．

７
～

０
．

８
 

０
．

６
～

０
．

７
 

０
．

４
～

０
．

６
 

耕
 

地
 

－
 

０
．

７
～

０
．

８
 

０
．

５
～

０
．

７
 

裸
 

地
 

１
．

０
 

０
．

９
～

１
．

０
 

０
．

８
～

０
．

９
 

 

ｂ
 

設
計

雨
量

強
度

は
、

ｃ
に

よ
る

単
位

時
間

内
の

１
０

年
確

率
で

想
定

さ
れ

る
雨

量
強

度
と

さ
れ

て
い

る
こ

と
。

た
だ

し
、

人
家

等
の

人
命

に
関

わ
る

保
全

対
象

が
事

業
区

域
（

開
発

行

為
を

し
よ

う
と

す
る

森
林

又
は

緑
地

そ
の

他
の

区
域

を
い

う
。

以
下

同
じ

）
に

隣
接

し
て

い

る
場

合
な

ど
排

水
施

設
の

周
囲

に
い

っ
水

し
た

際
に

保
全

対
象

に
大

き
な

被
害

を
及

ぼ
す

事
が

見
込

ま
れ

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
２

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

を
用

い
る

ほ

か
、

水
防

法
（

昭
和

２
４

年
法

律
第

１
９

３
号

）
第

１
５

条
第

１
項

第
４

号
ロ

又
は

土
砂

災

害
防

止
法

第
８

条
第

１
項

第
４

号
に

規
定

す
る

要
配

慮
者

利
用

施
設

等
の

災
害

発
生

時
の

避
難

に
特

別
の

配
慮

が
必

要
と

な
る

よ
う

な
重

要
な

保
全

対
象

が
あ

る
場

合
は

、
３

０
年

確

率
で

想
定

さ
れ

る
雨

量
強

度
を

用
い

る
こ

と
。

 

 
 

 
 

 
ｃ

 
単

位
時

間
は

、
到

達
時

間
を

勘
案

し
て

定
め

た
次

の
表

を
参

考
と

し
て

用
い

ら
れ

て
い

る

こ
と

。
 

 

流
 

域
 

面
 

積
 

単
 

位
 

時
 

間
 

        

 
５

０
ヘ

ク
タ

ー
ル

以
下

 
１

０
分

 

１
０

０
ヘ

ク
タ

ー
ル

以
下

 
２

０
分

 

５
０

０
ヘ

ク
タ

ー
ル

以
下

 
３

０
分

 

 

ロ
 

雨
水

の
ほ

か
土

砂
の

流
入

が
見

込
ま

れ
る

場
合

又
は

排
水

施
設

の
設

置
箇

所
か

ら
み

て
い

っ
 

水
に

よ
る

影
響

が
大

き
い

場
合

に
あ

っ
て

は
、

排
水

施
設

の
断

面
は

必
要

に
応

じ
て

イ
に

定
め

る

も
の

よ
り

一
定

程
度

大
き

く
定

め
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

 
 

 
ハ

 
洪

水
調

整
池

の
下

流
に

位
置

す
る

排
水

施
設

に
つ

い
て

は
、

洪
水

調
整

池
か

ら
の

許
容

放
流

量

を
安

全
に

流
下

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
断

面
と

す
る

こ
と

。
 

  
 

８
 

規
則

別
表

第
２

第
六

号
に

規
定

す
る

排
水

施
設

の
構

造
は

、
次

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 
 

 
イ

 
排

水
施

設
は

、
立

地
条

件
等

を
勘

案
し

て
、

そ
の

目
的

及
び

必
要

性
に

応
じ

た
堅

固
で

耐
久

性

を
有

す
る

構
造

で
あ

り
、

漏
水

が
最

小
限

度
と

な
る

よ
う

措
置

さ
れ

て
い

る
こ

と
。

 

 
 

 
ロ

 
排

水
施

設
の

う
ち

暗
渠

で
あ

る
構

造
の

部
分

に
は

、
維

持
管

理
上

必
要

な
ま

す
．

．
又

は
マ

ン
ホ

ー

ル
の

設
置

等
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

 
 

 
ハ

 
放

流
に

よ
っ

て
地

盤
が

洗
掘

さ
れ

る
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
に

は
、

水
た

た
き

の
設

置
そ

の
他

の

措
置

が
適

切
に

講
じ

ら
れ

て
い

る
こ

と
。

 

 
 

 
ニ

 
排

水
施

設
は

、
排

水
量

が
少

な
く

土
砂

の
流

出
又

は
崩

壊
を

発
生

さ
せ

る
お

そ
れ

が
な

い
場

合

を
除

き
、

排
水

を
河

川
等

又
は

他
の

排
水

施
設

等
ま

で
導

く
よ

う
に

計
画

さ
れ

て
い

る
こ

と
。

こ

の
場

合
、
当

該
河

川
等

又
は

当
該

施
設

の
管

理
者

の
同

意
を

得
て

い
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。
特

に
、

他
の

排
水

施
設

等
を

経
由

し
て

河
川

等
に

排
水

を
導

く
場

合
に

は
、

当
該

施
設

の
管

理
者

の
同

意

に
加

え
、

当
該

施
設

が
接

続
す

る
下

流
の

河
川

等
に

お
い

て
安

全
に

流
下

で
き

る
よ

う
併

せ
て

当

該
河

川
等

の
管

理
者

の
同

意
を

得
て

い
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

９
 

規
則

別
表

第
２

第
七

号
に

規
定

す
る

洪
水

調
整

池
等

を
設

置
す

る
場

合
は

、
河

川
等

の
管

理
者

と

協
議

し
、

そ
の

指
示

に
従

う
こ

と
。

な
お

、
特

に
指

示
が

な
い

場
合

は
、

次
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

 
 

 
イ

 
洪

水
調

節
容

量
は

、
下

流
に

お
け

る
流

下
能

力
を

考
慮

の
上

、
３

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨

量
強

度
に

お
け

る
開

発
中

及
び

開
発

後
の

ピ
ー

ク
流

量
を

開
発

前
の

ピ
ー

ク
流

量
以

下
に

ま
で

調
節

で
き

る
も

の
で

あ
る

こ
と

を
基

本
と

す
る

。
た

だ
し

、
排

水
を

導
く

河
川

等
の

管
理

者
と

の

協
議

に
お

い
て

必
要

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
は

、
５

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

に
お

け

る
開

発
中

及
び

開
発

後
の

ピ
ー

ク
流

量
を

開
発

前
の

ピ
ー

ク
流

量
以

下
ま

で
に

調
節

で
き

る
も

の
と

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

 
 

 
ロ

 
開

発
行

為
の

施
行

期
間

中
に

お
け

る
洪

水
調

整
池

の
堆

砂
量

を
見

込
む

場
合

は
、

開
発

区
域

１

ヘ
ク

タ
ー

ル
当

た
り

１
年

間
に

、
特

に
目

立
っ

た
表

面
侵

食
の

お
そ

れ
が

見
ら

れ
な

い
と

き
に

は

２
０

０
立

方
メ

ー
ト

ル
、

脆
弱

な
土

壌
で

全
面

的
に

侵
食

の
お

そ
れ

が
高

い
と

き
に

は
６

０
０

立

方
メ

ー
ト

ル
、

そ
れ

以
外

の
と

き
に

は
４

０
０

立
方

メ
ー

ト
ル

と
す

る
な

ど
、

流
域

の
地

形
、

地

質
、

土
地

利
用

の
状

況
、

気
象

等
に

応
じ

て
必

要
な

堆
砂

量
と

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
ハ

 
イ

に
規

定
す

る
「

下
流

に
お

け
る

流
下

能
力

を
考

慮
の

上
」

と
は

、
開

発
行

為
の

施
行

前
に

お

い
て

既
に

３
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

に
お

け
る

ピ
ー

ク
流

量
が

下
流

に
お

け
る

流
下

能
力

を
超

え
る

か
否

か
を

調
査

の
上

、
必

要
が

あ
れ

ば
、

こ
の

流
下

能
力

を
超

え
る

流
量

も
調

節

で
き

る
容

量
と

す
る

こ
と

を
い

う
。

 

 
 

 
ニ

 
余

水
吐

の
能

力
は

、
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ダ

ム
に

あ
っ

て
は

２
０

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強

度
に

お
け

る
ピ

ー
ク

流
量

の
１

．
２

倍
以

上
、

フ
ィ

ル
ダ

ム
に

あ
っ

て
は

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ダ
ム

の

余
水

吐
の

能
力

の
１

．
２

倍
以

上
の

も
の

で
あ

る
こ

と
。

た
だ

し
、

２
０

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ

る
雨

量
強

度
を

用
い

る
こ

と
が

計
算

技
法

上
不

適
当

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
に

は
、

当
分

の
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間
、

１
０

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

の
１

．
２

倍
を

用
い

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 
 

 
ホ

 
洪

水
調

節
の

方
式

は
、

原
則

と
し

て
自

然
放

流
方

式
で

あ
る

こ
と

。
や

む
を

得
ず

浸
透

型
施

設

と
し

て
整

備
す

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
尾

根
部

及
び

現
地

形
が

傾
斜

地
で

あ
る

箇
所

、
地

す
べ

り

地
形

で
あ

る
箇

所
並

び
に

盛
土

を
行

っ
た

箇
所

等
浸

透
し

た
雨

水
が

土
砂

の
流

出
・

崩
壊

を
助

長

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

箇
所

に
は

設
置

し
な

い
こ

と
。

 

 
 

 
ヘ

 
他

の
排

水
施

設
等

を
経

由
し

て
河

川
等

に
排

水
を

導
く

場
合

で
あ

っ
て

、
洪

水
調

整
池

を
設

置

す
る

よ
り

も
他

の
排

水
施

設
等

の
断

面
を

拡
大

す
る

こ
と

が
効

率
的

な
と

き
に

は
、

当
該

排
水

施

設
等

の
管

理
者

の
同

意
を

得
た

上
で

、
開

発
者

の
負

担
で

当
該

排
水

施
設

等
の

断
面

を
大

き
く

す

る
こ

と
を

も
っ

て
洪

水
調

整
池

の
設

置
に

代
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 
 

 
ト

 
第

６
の

規
定

に
基

づ
く

洪
水

調
整

池
等

の
設

置
を

併
せ

て
行

う
必

要
が

あ
る

場
合

、
同

時
に

９

及
び

第
６

の
そ

れ
ぞ

れ
の

基
準

を
満

た
す

よ
う

設
置

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
チ

 
排

水
施

設
の

断
面

、
洪

水
調

節
容

量
及

び
余

水
吐

の
能

力
の

設
計

に
適

用
す

る
雨

量
強

度
に

つ

い
て

は
、

７
及

び
９

の
イ

か
ら

ニ
ま

で
の

規
定

に
よ

る
ほ

か
、

開
発

行
為

を
行

う
流

域
の

河
川

整

備
基

本
方

針
に

お
い

て
、

降
雨

量
の

設
定

に
当

た
っ

て
、

気
候

変
動

を
踏

ま
え

た
降

雨
量

変
化

倍

率
を

採
用

し
て

い
る

場
合

に
は

、
適

用
す

る
雨

量
強

度
に

当
該

降
雨

量
変

化
倍

率
を

用
い

る
こ

と

が
で

き
る

。
 

 第
６

 
水

害
を

発
生

さ
せ

る
お

そ
れ

に
関

す
る

事
項

 

規
則

別
表

第
３

第
一

号
に

規
定

す
る

洪
水

調
整

池
等

を
設

置
す

る
場

合
は

、
次

に
よ

る
も

の
と

す
る

。
 

１
 

洪
水

調
節

容
量

は
、

当
該

開
発

行
為

を
す

る
森

林
の

下
流

に
お

い
て

当
該

開
発

行
為

に
伴

い
ピ

ー

ク
流

量
が

増
加

す
る

こ
と

に
よ

り
当

該
下

流
に

お
い

て
ピ

ー
ク

流
量

を
安

全
に

流
下

さ
せ

る
こ

と

が
で

き
な

い
地

点
が

生
ず

る
場

合
に

は
、
当

該
地

点
で

の
３

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

及

び
当

該
地

点
に

お
い

て
安

全
に

流
下

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
ピ

ー
ク

流
量

に
対

応
す

る
雨

量
強

度

に
お

け
る

開
発

中
及

び
開

発
後

の
ピ

ー
ク

流
量

を
開

発
前

の
ピ

ー
ク

流
量

以
下

ま
で

に
調

節
で

き

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
た

だ
し

、
排

水
を

導
く

河
川

等
の

管
理

者
と

の
協

議
に

お
い

て
必

要
と

認
め

ら
れ

る
場

合
に

は
、
５

０
年

確
率

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

に
お

け
る

開
発

中
及

び
開

発
後

の
ピ

ー

ク
流

量
を

開
発

前
の

ピ
ー

ク
流

量
以

下
に

ま
で

調
節

で
き

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
ま

た
、

開
発

行
為

の
施

行
期

間
中

に
お

け
る

洪
水

調
整

池
の

堆
砂

量
を

見
込

む
場

合
に

あ
っ

て
は

、
第

５
の

９
の

ロ
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

な
お

、
安

全
に

流
下

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

な
い

地
点

が
生

じ
な

い
場

合
に

は
、

第
５

の
９

の
イ

か
ら

ハ
ま

で
の

規
定

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

２
 

当
該

開
発

行
為

に
伴

い
ピ

ー
ク

流
量

が
増

加
す

る
か

否
か

の
判

断
は

、
当

該
下

流
の

う
ち

当
該

開

発
行

為
に

伴
う

ピ
ー

ク
流

量
の

増
加

率
が

原
則

と
し

て
１

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
の

範
囲

内
と

し
、

１
に

規
定

す
る

「
ピ

ー
ク

流
量

を
安

全
に

流
下

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

な
い

地
点

」
と

は
、

当
該

開
発

行
為

を
す

る
森

林
の

下
流

の
流

下
能

力
か

ら
し

て
、

３
０

年
確

率
（

排
水

を
導

く
河

川
等

の
管

理
者

と
の

協
議

に
お

い
て

必
要

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
は

５
０

年
確

率
）

で
想

定
さ

れ
る

雨
量

強
度

に
お

け
る

 

ピ
ー

ク
流

量
を

流
下

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

な
い

地
点

の
う

ち
、

原
則

と
し

て
、

当
該

開
発

行
為

に
よ

る
影

響
を

最
も

強
く

受
け

る
地

点
と

す
る

。
た

だ
し

、
当

該
地

点
の

選
定

に
当

た
っ

て
は

、
当

該
地

点
の

河
川

等
の

管
理

者
の

同
意

を
得

て
い

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

３
 

余
水

吐
の

能
力

は
、

第
５

の
９

の
ニ

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

４
 

洪
水

調
節

の
方

式
は

、
第

５
の

９
の

ホ
に

よ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

５
 

他
の

排
水

施
設

等
を

経
由

し
て

河
川

等
に

排
水

を
導

く
場

合
で

あ
っ

て
、

洪
水

調
整

池
を

設
置

す

る
よ

り
も

当
該

排
水

施
設

等
の

断
面

を
拡

大
す

る
こ

と
が

効
率

的
な

と
き

に
は

、
当

該
排

水
施

設
等

の
管

理
者

の
同

意
を

得
た

上
で

、
開

発
者

の
負

担
で

当
該

排
水

施
設

等
の

断
面

を
大

き
く

す
る

こ
と

を
も

っ
て

洪
水

調
整

池
の

設
置

に
代

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

６
 

第
５

の
９

の
規

定
に

基
づ

く
洪

水
調

整
池

等
の

設
置

を
併

せ
て

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
、

同
時

に

第
５

の
９

及
び

第
６

の
そ

れ
ぞ

れ
の

基
準

を
満

た
す

よ
う

設
置

す
る

こ
と

。
 

７
 

洪
水

調
節

容
量

及
び

余
水

吐
の

能
力

の
設

計
に

適
用

す
る

雨
量

強
度

に
つ

い
て

は
、

１
及

び
２

の

規
定

に
よ

る
ほ

か
、

開
発

行
為

を
行

う
流

域
の

河
川

整
備

基
本

方
針

に
お

い
て

、
降

雨
量

の
設

定
に

当
た

っ
て

気
候

変
動

を
踏

ま
え

た
地

域
区

分
ご

と
の

降
雨

量
変

化
倍

率
を

採
用

し
て

い
る

場
合

に

は
、

洪
水

調
節

容
量

の
計

算
に

当
該

降
雨

量
変

化
倍

率
を

用
い

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 第
７

 
水

の
確

保
に

著
し

い
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

に
関

す
る

事
項

 

規
則

別
表

第
４

第
一

号
に

規
定

す
る

「
貯

水
池

又
は

導
水

路
の

設
置

そ
の

他
の

措
置

が
適

切
に

講
じ

ら

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
水

源
に

係
る

河
川

管
理

者
等

の
同

意
を

得
て

い
る

等
水

源
地

域
に

お
け

る
水

利
用

に
支

障
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

の
な

い
も

の
で

あ
る

こ
と

を
い

う
。

 

 第
８

 
環

境
を

著
し

く
悪

化
さ

せ
る

お
そ

れ
に

関
す

る
事

項
 

 
 

規
則

別
表

第
５

第
一

号
に

規
定

す
る

「
相

当
面

積
の

残
置

し
、

又
は

造
成

す
る

森
林

又
は

緑
地

の
配

置

が
適

切
に

行
わ

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
」

と
は

、
次

に
掲

げ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
を

い
う

。
 

１
 

森
林

又
は

緑
地

を
現

況
の

ま
ま

保
全

す
る

こ
と

を
原

則
と

し
、

止
む

を
得

ず
一

時
的

に
土

地
の

形

質
を

変
更

す
る

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

可
及

的
速

や
か

に
伐

採
前

の
植

生
回

復
を

図
る

こ
と

を
原

則
と

し
て

森
林

又
は

緑
地

が
造

成
さ

れ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
。

 

２
 

森
林

の
配

置
に

つ
い

て
は

、
森

林
を

残
置

す
る

こ
と

を
原

則
と

し
、

極
力

基
準

を
上

回
る

林
帯

幅

で
適

正
に

配
置

さ
れ

る
と

と
も

に
、

森
林

の
造

成
は

、
土

地
の

形
質

を
変

更
す

る
こ

と
が

や
む

を
得

な
い

と
認

め
ら

れ
る

箇
所

に
限

っ
て

行
う

も
の

と
す

る
こ

と
。

 

３
 

１
及

び
２

に
規

定
す

る
場

合
に

お
い

て
、

残
置

し
、

又
は

造
成

す
る

森
林

又
は

緑
地

（
以

下
「

残

置
森

林
等

」
と

い
う

。
）

の
面

積
の

事
業

区
域

内
の

森
林

面
積

に
対

す
る

割
合

等
は

、
次

の
表

に
よ

る
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

残
置

森
林

等
は

、
同

表
の

森
林

の
配

置
等

の
欄

の
規

定
に

よ
り

開
発

行
為

の
規

模
及

び
地

形
に

応
じ

て
、

事
業

区
域

内
の

周
辺

部
及

び
施

設
等

の
間

に
適

切
に

配
置

さ
れ

て
い

る
こ

と
。
な

お
、
同

表
の

開
発

行
為

の
目

的
の

欄
に

掲
げ

る
以

外
の

開
発

行
為

の
目

的
に

つ
い

て
は

、
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そ
の

目
的

、
態

様
、

社
会

的
経

済
的

必
要

性
、

対
象

と
な

る
土

地
の

自
然

的
条

件
等

に
応

じ
、

同
表

に
準

じ
て

適
切

に
措

置
さ

れ
て

い
る

こ
と

。
 

 

開
発

行
為

の
目

的
 

 

事
業

区
域

内
に

お
け

る
残

置
森

林
の

割
合

 

森
林

の
配

置
等

 

 

別
荘

地
の

造
成

 

    

森
林

率
は

お
お

む
ね

６
０

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
と

す
る

。
 

  

１
 

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
。

 

２
 

１
区

画
の

面
積

は
お

お
む

ね
１

，
０

０
０

平
方

メ
ー

ト
ル

以
上

と
し

、
建

物
敷

等
の

面
積

は
お

お
む

ね
３

０

パ
ー

セ
ン

ト
以

下
と

す
る

。
 

ス
キ

ー
場

の
造

成
 

          

森
林

率
は

お
お

む
ね

６
０

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
と

す
る

。
 

        

１
 

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
。

 

２
 

滑
走

コ
ー

ス
の

幅
は

お
お

む
ね

５
０

メ
ー

ト
ル

以

下
と

し
、
複

数
の

滑
走

コ
ー

ス
を

並
列

し
て

設
置

す
る

場
合

は
そ

の
間

の
中

央
部

に
幅

お
お

む
ね

１
０

０
メ

ー
ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

を
配

置
す

る
。

 

３
 

滑
走

コ
ー

ス
の

上
、

下
部

に
設

け
る

ゲ
レ

ン
デ

等

は
、
１

箇
所

当
た

り
お

お
む

ね
５

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

下
と

す
る

。
ま

た
、

ゲ
レ

ン
デ

等
と

駐
車

場
と

の
間

に
は

、

幅
お

お
む

ね
３

０
メ

ー
ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
。

 

ゴ
ル

フ
場

の
造

成
 

      

森
林

率
は

お
お

む
ね

５
０

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
と

す
る

。
 

    

１
 

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林
（

残
置

森
林

は
原

則
と

し
て

お
お

む
ね

２
０

メ
ー

ト
ル

以
上

）
を

配
置

す

る
。

 

２
 

ホ
ー

ル
間

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の

残
置

森
材

又
は

造
成

森
林
（

残
置

森
林

は
、
原

則
と

し

て
お

お
む

ね
２

０
メ

ー
ト

ル
以

上
）

を
配

置
す

る
。

 

宿
泊

施
設

・
レ

ジ
ャ

ー
施

設
の

設
置

 

    

森
林

率
は

お
お

む
ね

５
０

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
と

す
る

。
 

   

１
 

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
。

 

２
 

建
物

敷
の

面
積

は
事

業
区

域
の

面
積

の
お

お
む

ね

４
０

パ
ー

セ
ン

ト
以

下
と

し
、
事

業
区

域
内

に
複

数
の

宿
泊

施
設

を
設

置
す

る
場

合
は

極
力

分
散

さ
せ

る
も

の
と

す
る

。
 

      

     

３
 

レ
ジ

ャ
ー

施
設

の
開

発
行

為
に

係
る

１
箇

所
当

た

り
の

面
積

は
お

お
む

ね
５

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

下
と

し
、
事

業
区

域
内

に
こ

れ
を

複
数

設
置

す
る

場
合

は
、
そ

の
間

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の
残

置
森

林
又

は
造

成
森

林
を

配
置

す
る

。
 

工
場

・
事

業
場

の
設

置
 

        

森
林

率
は

お
お

む
ね

２
５

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
と

す
る

。
 

       

１
 

事
業

区
域

内
の

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

面
積

が

２
０

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

上
の

場
合

は
、
原

則
と

し
て

周
辺

部
に

幅
お

お
む

ね
３

０
メ

ー
ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
。
こ

れ
以

外
の

場
合

に
あ

っ
て

も
極

力
周

辺
部

に
森

林
を

配
置

す
る

。
 

２
 

開
発

行
為

に
係

る
１

箇
所

当
た

り
の

面
積

は
お

お

む
ね

２
０

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

下
と

し
、
事

業
区

域
内

に
こ

れ
を

複
数

造
成

す
る

場
合

は
、
そ

の
間

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の
残

置
森

林
又

は
造

成
森

林
を

配
置

す
る

。
 

住
宅

団
地

の
造

成
 

          

森
林

率
は

お
お

む
ね

２
０

パ
ー

セ
ン

ト
以

上
と

す
る
（

緑
地

を
含

む
。

）
。

 

       

１
 

事
業

区
域

内
の

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

面
積

が

２
０

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

上
の

場
合

は
、
原

則
と

し
て

周
辺

部
に

幅
お

お
む

ね
３

０
メ

ー
ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林
・
緑

地
を

配
置

す
る

。
こ

れ
以

外
の

場

合
に

あ
っ

て
も

極
力

周
辺

部
に

森
林
・
緑

地
を

配
置

す

る
。

 

２
 

開
発

行
為

に
係

る
１

箇
所

当
た

り
の

面
積

は
お

お

む
ね

２
０

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

下
と

し
、
事

業
区

域
内

に
こ

れ
を

複
数

造
成

す
る

場
合

は
、
そ

の
間

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の
残

置
森

林
又

は
造

成
森

林
・
緑

地
を

配
置

す
る

。
 

土
石

等
の

採
掘

 

     

      

１
 

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト

ル
以

上
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
。

 

２
 

採
掘

跡
地

は
必

要
に

応
じ

埋
戻

し
を

行
い

、
緑

化
及

び
植

栽
す

る
。

ま
た

、
法

面
は

可
能

な
限

り
緑

化
し

、

小
段

平
坦

部
に

は
必

要
に

応
じ

客
土

等
を

行
い

、
植

栽

す
る

。
 

太
陽

光
発

電
設

備
の

設
置

 

森
林

率
は

お
お

む
ね

２
５

パ
ー

セ
ン

ト
（

残

１
 

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
残

置
森

林
を

配
置

し
、
事

業

区
域

内
の

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

面
積

が
２

０
ヘ

-110-



            

置
森

林
率

は
お

お
む

ね
１

５
パ

ー
セ

ン
ト

）

以
上

と
す

る
。

 

        

ク
タ

ー
ル

以
上

の
場

合
は

原
則

と
し

て
周

辺
部

に
お

お
む

ね
幅

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の
残

置
森

林
又

は
造

成
森

林
（

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の
幅

の
う

ち

一
部

又
は

全
部

は
残

置
森

林
）

を
配

置
す

る
。

ま
た

、

り
ょ

う
線

の
一

体
性

を
維

持
す

る
た

め
、
尾

根
部

に
つ

い
て

は
、

原
則

と
し

て
残

置
森

林
を

配
置

す
る

。
 

２
 

開
発

行
為

に
係

る
１

箇
所

当
た

り
の

面
積

は
お

お

む
ね

２
０

ヘ
ク

タ
ー

ル
以

下
と

し
、
事

業
区

域
内

に
こ

れ
を

複
数

造
成

す
る

場
合

は
、
そ

の
間

に
幅

お
お

む
ね

３
０

メ
ー

ト
ル

以
上

の
残

置
森

林
又

は
造

成
森

林
を

配
置

す
る

。
 

 

注
１

 
森

林
率

と
は

、
事

業
区

域
内

の
森

林
の

面
積

に
対

す
る

残
置

森
林

及
び

造
成

森
林

（
植

栽
に

よ

り
造

成
す

る
森

林
で

あ
っ

て
硬

岩
切

土
面

等
の

確
実

な
成

林
が

見
込

ま
れ

な
い

箇
所

を
除

く
。

）

の
面

積
の

割
合

を
い

う
。

こ
の

場
合

、
森

林
以

外
の

土
地

に
造

林
す

る
場

合
も

算
定

の
対

象
と

し

て
差

し
支

え
な

い
が

、
土

壌
条

件
、

植
栽

方
法

、
本

数
等

か
ら

し
て

、
林

叢
状

態
を

呈
し

て
い

な

い
と

見
込

ま
れ

る
も

の
は

対
象

と
し

な
い

も
の

と
す

る
。

 

 
 

 
２

 
「

残
置

森
林

等
の

割
合

」
は

、
森

林
の

有
す

る
公

益
的

機
能

が
森

林
と

し
て

利
用

さ
れ

て
き

た

こ
と

に
よ

り
確

保
さ

れ
て

き
た

こ
と

を
考

慮
の

上
、

法
第

１
０

条
の

２
第

２
項

第
３

号
に

関
す

る

基
準

の
一

つ
と

し
て

決
め

ら
れ

た
も

の
で

あ
り

、
そ

の
割

合
を

示
す

数
値

は
標

準
的

な
も

の
で

、

「
お

お
む

ね
」

は
、

そ
の

２
割

の
許

容
範

囲
を

示
し

て
お

り
、

適
用

は
個

別
具

体
的

事
案

に
即

し

て
判

断
さ

れ
る

こ
と

と
な

る
が

、
工

場
又

は
事

業
場

に
あ

っ
て

は
２

０
パ

ー
セ

ン
ト

を
下

回
ら

な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

も
の

と
す

る
。

 

 
 

 
３

 
「

開
発

行
為

の
目

的
」

に
つ

い
て

 

 
 

 
 

イ
 

「
別

荘
地

」
と

は
、

保
養

等
非

日
常

的
な

用
途

に
供

す
る

家
屋

等
を

集
団

的
に

設
置

し
よ

う

と
す

る
土

地
を

指
す

も
の

と
す

る
。

 

 
 

 
 

ロ
 

「
ゴ

ル
フ

場
」

と
は

、
地

方
税

法
（

昭
和

２
５

年
法

律
第

２
２

６
号

）
等

に
よ

る
ゴ

ル
フ

場

の
定

義
以

外
の

施
設

で
あ

っ
て

も
、

利
用

形
態

等
が

通
常

の
ゴ

ル
フ

場
と

認
め

ら
れ

る
場

合

は
、

こ
れ

に
含

め
取

扱
う

も
の

と
す

る
。

 

 
 

 
 

ハ
 

「
宿

泊
施

設
」

と
は

、
ホ

テ
ル

、
旅

館
、

民
宿

、
ペ

ン
シ

ョ
ン

、
保

養
所

等
専

ら
宿

泊
の

用

に
供

す
る

施
設

及
び

そ
の

附
帯

施
設

を
指

す
も

の
と

す
る

。
な

お
、

リ
ゾ

ー
ト

マ
ン

シ
ョ

ン
、

コ
ン

ド
ミ

ニ
ア

ム
等

所
有

者
等

が
複

数
と

な
る

建
築

物
等

も
こ

れ
に

含
め

取
扱

う
も

の
と

す

る
。

 

 
 

 
 

ニ
 
「

レ
ジ

ャ
ー

施
設

」
と

は
、
総

合
運

動
公

園
、
遊

園
地

、
動

・
植

物
園

、
サ

フ
ァ

リ
パ

ー
ク

、

レ
ジ

ャ
ー

ラ
ン

ド
等

の
体

験
娯

楽
施

設
そ

の
他

の
観

光
、

保
養

等
の

用
に

供
す

る
施

設
を

指
す

も
の

と
す

る
。

 

  
 

 
 

ホ
 

「
工

場
・

事
業

場
」

と
は

、
製

造
、

加
工

処
理

、
流

通
等

産
業

活
動

に
係

る
施

設
を

指
す

も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
 

ヘ
 

表
に

掲
げ

る
以

外
の

開
発

行
為

の
目

的
の

う
ち

、
学

校
教

育
施

設
、

病
院

、
廃

棄
物

処
理

施

設
等

は
工

場
・

事
業

場
の

基
準

を
、

ゴ
ル

フ
練

習
場

は
ゴ

ル
フ

場
と

一
体

の
も

の
を

除
き

宿
泊

施
設

・
レ

ジ
ャ

ー
施

設
の

基
準

を
そ

れ
ぞ

れ
適

用
す

る
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

企
業

等
の

福
利

厚
生

施
設

に
つ

い
て

は
、

そ
の

施
設

の
用

途
に

係
る

開
発

行
為

の
目

的
の

基
準

を
適

用
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
 

ト
 

１
事

業
区

域
内

に
異

な
る

開
発

行
為

の
目

的
に

区
分

さ
れ

る
複

数
の

施
設

が
設

置
さ

れ
る

場

合
に

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
施

設
ご

と
に

区
域

区
分

を
行

い
、

そ
れ

ぞ
れ

の
開

発
行

為
の

目
的

別
の

基
準

を
適

用
す

る
も

の
と

す
る

。
こ

の
場

合
、

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

（
住

宅
団

地
の

造
成

の
場

合
は

緑
地

も
含

む
。

以
下

同
じ

。
）

は
区

分
さ

れ
た

区
域

ご
と

に
そ

れ
ぞ

れ
配

置
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

が
、

施
設

の
配

置
計

画
等

か
ら

み
て

や
む

を
得

な
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に

は
、

施
設

の
区

域
界

に
お

お
む

ね
３

０
メ

ー
ト

ル
の

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
配

置
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
 

チ
 

レ
ジ

ャ
ー

施
設

及
び

工
場

・
事

業
場

の
設

置
に

つ
い

て
は

、
１

箇
所

当
た

り
の

面
積

が
そ

れ

ぞ
れ

お
お

む
ね

５
ヘ

ク
タ

ー
ル

以
下

、
お

お
む

ね
２

０
ヘ

ク
タ

ー
ル

以
下

と
さ

れ
て

い
る

が
、

施
設

の
性

格
上

施
設

の
機

能
を

確
保

す
る

こ
と

が
著

し
く

困
難

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
は

、
そ

の
必

要
の

限
度

に
お

い
て

そ
れ

ぞ
れ

５
ヘ

ク
タ

ー
ル

、
２

０
ヘ

ク
タ

ー
ル

を
超

え
て

設
置

す
る

こ
と

も
や

む
を

得
な

い
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
 

リ
 

工
場

･
事

業
場

の
設

置
及

び
住

宅
団

地
の

造
成

に
係

る
「

１
箇

所
当

た
り

の
面

積
」
と

は
、
当

該
施

設
又

は
そ

の
集

団
を

設
置

す
る

た
め

の
開

発
区

域
の

面
積

を
指

す
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
４

 
住

宅
団

地
の

造
成

に
係

る
「

緑
地

」
に

つ
い

て
は

、
土

壌
条

件
、

植
栽

方
法

、
本

数
等

か
ら

し

て
林

叢
状

態
を

呈
し

て
い

な
い

と
見

込
ま

れ
る

土
地

に
つ

い
て

も
対

象
と

す
る

こ
と

が
で

き
、

当

面
、

次
に

掲
げ

る
も

の
を

含
め

る
こ

と
と

す
る

。
 

 
 

 
 

イ
 

公
園

・
緑

地
・

広
場

 

 
 

 
 

ロ
 

隣
棟

間
緑

地
、

コ
モ

ン
・

ガ
ー

デ
ン

 

 
 

 
 

ハ
 

緑
地

帯
、

緑
道

 

 
 

 
 

ニ
 

法
面

緑
地

 

 
 

 
 

ホ
 

そ
の

他
イ

か
ら

ニ
ま

で
に

類
す

る
も

の
 

 
 

 
５

 
「

ゲ
レ

ン
デ

等
」

と
は

、
滑

走
コ

ー
ス

の
上

、
下

部
の

ス
キ

ー
ヤ

ー
の

滞
留

場
所

で
あ

り
、

リ

フ
ト

乗
降

場
、

レ
ス

ト
ハ

ウ
ス

等
の

施
設

用
地

を
含

む
区

域
を

い
う

。
 

 
 

 
６

 
太

陽
光

発
電

施
設

の
設

置
の

場
合

に
お

い
て

は
、

開
発

行
為

の
許

可
後

に
採

光
を

確
保

す
る

こ

と
等

を
目

的
と

し
て

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

を
過

度
に

伐
採

す
る

こ
と

が
な

い
よ

う
、

あ
ら

か

じ
め

、
樹

高
や

造
成

後
の

樹
木

の
成

長
を

考
慮

し
た

残
置

森
林

又
は

造
成

森
林

及
び

太
陽

光
パ

ネ

ル
を

配
置

す
る

も
の

と
す

る
。
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４
 

造
成

す
る

森
林

に
つ

い
て

は
、

必
要

に
応

じ
植

物
の

成
育

に
適

す
る

よ
う

表
土

の
復

元
、

客
土

等

の
措

置
を

講
じ

、
森

林
機

能
が

早
期

に
回

復
、

発
揮

さ
れ

る
よ

う
、

地
域

の
自

然
的

条
件

に
適

す
る

原
則

と
し

て
樹

高
１

メ
ー

ト
ル

以
上

の
高

木
性

樹
木

を
、

次
の

表
に

定
め

る
樹

高
ご

と
の

植
栽

本
数

を
標

準
と

し
て

均
等

に
分

布
す

る
よ

う
植

栽
す

る
も

の
と

す
る

。
な

お
、

修
景

効
果

を
併

せ
て

期
待

す
る

森
林

を
造

成
す

る
場

合
に

は
、

で
き

る
だ

け
大

き
な

樹
木

を
植

栽
す

る
よ

う
努

め
る

も
の

と
す

る
。

 

 

樹
高

 
植

栽
本

数
（

１
ヘ

ク
タ

ー
ル

当
た

り
）

 

１
メ

ー
ト

ル
 

２
，

０
０

０
本

 

２
メ

ー
ト

ル
 

１
，

５
０

０
本

 

３
メ

ー
ト

ル
 

１
，

０
０

０
本

 

 

５
 

道
路

の
新

設
若

し
く

は
改

築
又

は
畑

地
等

の
造

成
の

場
合

で
あ

っ
て

、
そ

の
土

地
利

用
の

実
態

か

ら
み

て
森

林
を

残
置

し
又

は
造

成
す

る
こ

と
が

困
難

又
は

不
適

当
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

と
き

は
、

森
林

の
残

置
又

は
造

成
を

行
わ

な
い

も
の

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 
 

６
 

規
則

別
表

第
５

第
二

号
に

規
定

す
る

「
周

辺
の

植
生

の
保

全
等

」
に

は
、

貴
重

な
動

植
物

の
保

護

を
含

む
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

「
必

要
に

応
じ

た
造

成
」

と
は

、
必

要
に

応
じ

て
複

層
林

を
造

成
す

る
等

安
定

し
た

群
落

を
造

成
す

る
こ

と
を

含
む

も
の

と
す

る
。

 

７
 

規
則

別
表

第
５

第
四

号
に

規
定

す
る

「
善

良
に

維
持

管
理

さ
れ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

」

と
は

、
残

置
森

林
等

に
つ

い
て

申
請

者
が

権
原

を
有

し
て

い
る

こ
と

を
原

則
と

し
、

許
可

権
者

と
の

間
で

残
置

森
林

等
の

維
持

管
理

に
つ

き
協

定
を

締
結

す
る

等
将

来
に

わ
た

り
保

全
さ

れ
る

こ
と

が
明

ら
か

で
あ

る
こ

と
を

い
う

。
さ

ら
に

、
３

の
表

に
規

定
す

る
残

置
森

林
等

の
割

合
及

び
森

林
の

配
置

等
は

、
施

設
の

増
設

及
び

改
良

を
行

う
場

合
で

あ
っ

て
も

適
用

さ
れ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。
 

 第
９

 
太

陽
光

発
電

設
備

の
設

置
を

目
的

と
す

る
開

発
行

為
 

 
 

規
則

別
表

第
６

の
別

に
定

め
る

基
準

は
、

次
に

よ
る

も
の

と
す

る
。

 

 
 

１
 

災
害

を
発

生
さ

せ
る

お
そ

れ
に

関
す

る
事

項
に

係
る

別
に

定
め

る
基

準
は

、
次

の
と

お
り

と
す

る
。
 

 
 

 
イ

 
規

則
別

表
第

２
第

一
号

に
規

定
す

る
「

開
発

行
為

が
原

則
と

し
て

現
地

形
に

沿
っ

て
行

わ
れ

る

こ
と

及
び

開
発

行
為

に
よ

る
土

砂
の

移
動

量
が

必
要

最
小

限
度

で
あ

る
こ

と
が

明
ら

か
で

あ
る

こ
と

」
と

は
、
太

陽
光

発
電

施
設

の
設

置
に

あ
っ

て
は

、
次

に
掲

げ
る

事
項

に
よ

る
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
 

(
1
)
 

太
陽

光
発

電
施

設
を

自
然

斜
面

に
設

置
す

る
区

域
の

平
均

傾
斜

度
が

３
０

度
以

上
で

あ
る

場
合

は
、

土
砂

の
流

出
又

は
崩

壊
そ

の
他

の
災

害
防

止
の

観
点

か
ら

、
可

能
な

限
り

森
林

土

壌
を

残
し

た
上

で
、

擁
壁

又
は

排
水

施
設

等
の

防
災

施
設

を
確

実
に

設
置

す
る

こ
と

。
た

だ

し
、

太
陽

光
発

電
施

設
を

設
置

す
る

自
然

斜
面

の
森

林
土

壌
に

、
崩

壊
の

危
険

性
の

高
い

不

安
定

な
層

が
あ

る
場

合
は

、
そ

の
層

を
排

除
し

た
上

で
、

擁
壁

、
排

水
施

設
等

の
防

災
施

設

 

を
確

実
に

設
置

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

(
2
)
 

太
陽

光
発

電
施

設
を

自
然

斜
面

に
設

置
す

る
区

域
の

平
均

傾
斜

度
が

３
０

度
未

満
で

あ
る

場
合

に
お

い
て

も
、

土
砂

の
流

出
又

は
崩

壊
そ

の
他

の
災

害
防

止
の

観
点

か
ら

、
必

要
に

応

じ
て

、
排

水
施

設
等

の
適

切
な

防
災

施
設

を
設

置
す

る
こ

と
。

 

 
 
 
 
 

ロ
 

排
水

施
設

の
計

算
に

用
い

る
流

出
係

数
は

、
地

表
が

太
陽

光
パ

ネ
ル

等
の

不
浸

透
性

の
材

料
で

覆
わ

れ
る

箇
所

に
つ

い
て

は
、

第
５

の
７

イ
(
2
)
ａ

の
表

に
よ

ら
ず

、
流

出
係

数
を

原
則

１
．

０

と
す

る
。
た

だ
し

、
当

該
箇

所
の

割
合

が
小

さ
い

場
合

に
は

、
そ

の
割

合
に

応
じ

て
０

．
９

～
１

．

０
の

範
囲

内
で

定
め

る
も

の
と

す
る

。
 

 
 

 
ハ

 
排

水
施

設
の

構
造

に
つ

い
て

は
、

第
５

の
８

に
規

定
す

る
も

の
の

ほ
か

、
次

に
よ

る
も

の
で

あ

る
こ

と
。

 

 
 

 
 

(
1
)
 

表
面

流
を

安
全

に
下

流
へ

流
下

さ
せ

る
た

め
の

排
水

施
設

の
設

置
等

の
対

策
が

適
切

に
講

じ
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

(
2
)
 

表
面

侵
食

に
対

し
て

は
、

地
表

を
流

下
す

る
表

面
流

を
分

散
さ

せ
る

た
め

に
必

要
な

柵
工

、

筋
工

等
の

措
置

及
び

地
表

を
保

護
す

る
た

め
に

必
要

な
伏

工
等

に
よ

る
植

生
の

導
入

や
物

理

的
な

被
覆

の
措

置
が

適
切

に
講

じ
ら

れ
て

い
る

こ
と

。
 

２
 

環
境

を
著

し
く

悪
化

さ
せ

る
お

そ
れ

に
関

す
る

事
項

に
係

る
別

に
定

め
る

基
準

は
、

規
則

別
表

第

５
第

三
号

に
規

定
す

る
措

置
を

講
じ

た
上

で
更

に
景

観
の

維
持

の
た

め
十

分
な

配
慮

が
求

め
ら

れ
る

と
き

は
、

太
陽

光
パ

ネ
ル

や
フ

レ
ー

ム
等

に
つ

い
て

地
域

の
景

観
に

な
じ

む
色

彩
等

に
す

る
よ

う
配

慮
す

る
も

の
と

す
る

。
 

  
 

 
附

 
則

 

１
 

こ
の

告
示

は
、

公
布

の
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

２
 

大
分

県
林

地
開

発
許

可
審

査
要

領
（

平
成

２
７

年
大

分
県

告
示

第
６

９
６

号
）

は
廃

止
す

る
。

 

３
  

こ
の

告
示

の
施

行
の

日
前

に
さ

れ
た

開
発

行
為

の
許

可
申

請
に

係
る

審
査

に
つ

い
て

必
要

な
事

項
は

、

な
お

従
前

の
例

に
よ

る
。
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大
分
県
林
地

開
発

許
可
制
度

運
用

細
則

 

 第
１

 
趣
旨
 

森
林
法
（
昭

和
２

６
年
法
律

第
２
４
９
号
。
以

下
「
法
」

と
い
う

。
）

第
１
０
条

の
２
に
規

定
す

る
林

地
開
発

許
可

制
度
は
、
法
、

森
林

法
施
行
令
（

昭
和
２
６

年
政

令
第
２

７
６
号
。

以
下

「
政

令
」

と
い
う

。
）

、
森
林
法
施
行

規
則

（
昭
和
２
６

年
農
林
省

令
第

５
４
号

。
以
下
「

省
令

」
と

い

う
。

）
及
び

大
分

県
林
地
開
発
許

可
制

度
実
施
規
則

（
昭
和
５

０
年

大
分
県

規
則
第
２

５
号

。
以

下

「
規

則
」
と

い
う

。
）
に
定
め
る

も
の

の
ほ
か
、
こ

の
細
則
に

定
め

る
と
こ

ろ
に
よ
る

。
 

 第
２

 
用
語
の
定
義

 

こ
の
細
則
に

お
け

る
用
語
の

定
義
は
、
次
の
各

号
に
定
め

る
と
こ

ろ
に

よ
る

。
 

一
 
開
発
行

為
と

は
、
法
第

１
０
条
の
２
第
１

項
に
規
定

す
る
開

発
行

為
を
い
う

。
 

二
 
申
請
者

と
は

、
開
発
行

為
に
係
る
許
可
を

受
け
よ
う

と
す
る

者
を

い
う

。
 

三
 
開
発
行

為
者

と
は
、
開

発
行
為
に
係
る
許

可
を
受
け

た
者
を

い
う

。
 

四
 
開
発
区

域
と

は
、
開
発

行
為
に
係
る
法
第

５
条
森
林

の
土
地

の
区

域
を
い
う

。
 

五
 
開
発
対

象
区

域
と
は
、

開
発
区
域
及
び
当

該
開
発
区

域
に
介

在
し

、
又
は
隣

接
し
て
残

置
す

る

こ
と
と
な
る
森
林

又
は
緑
地

で
開
発
行
為
に
係

る
事
業
に

密
接

に
関

連
す

る
区
域

を
い

う
。

 

六
 
事
業
区

域
と

は
、
当
該

事
業
に
係
る
開
発

対
象
区
域

及
び
そ

れ
以

外
の
土
地

を
合
わ
せ

た
区

域

を
い
う
。
 

七
 
振
興
局

長
の

委
任
に
係

る
も
の
と
は
、
申

請
に
係
る

開
発
行

為
の

目
的
が
「

土
石
等
の

採
掘

」

の
場
合
で
、
か
つ

、
開
発
区

域
の
面
積
が
１
０

ヘ
ク
タ
ー

ル
未

満
の

開
発

行
為
を

い
う

。
 

 第
３

 
事
務
の
所
掌

 

事
務
の
所
掌

は
、

農
林
水
産

部
長
（
以
下
「
部

長
」
と
い

う
。
）

及
び

振
興
局
長

と
す
る
。

 

２
 

開
発
対
象
区

域
が

複
数
の
振

興
局
の
所
管
区
域

に
わ
た
る

場
合
は

、
当

該
開
発
対

象
区
域
に

係
る
森

林
面

積
が
最

も
大

き
い
区
域
を
所

管
す

る
振
興
局
長

と
す
る
。
 

 第
４

 
申
請
書
の

提
出

 

申
請
者
は
、

法
第

１
０
条
の

２
第
１
項
の
許
可

を
受
け
開

発
行
為

を
し

よ
う
と
す

る
場
合
は

、
次

の
各

号
に
定

め
る

書
類
を
開
発
対

象
区

域
を
主
と
し

て
所
管
す

る
振

興
局
長

を
経
由
し

、
知

事
に

提

出
す

る
も
の

と
す

る
。
 

一
 
林
地
開

発
許

可
申
請
書

（
第
１
号
様
式
）

及
び
規
則

第
２
条

に
規

定
す
る
図

面
 

二
 
 
規
則
第

３
条

に
規
定
す

る
計
画
書
（
第
２

号
様
式
）

及
び
同

条
に

規
定
す
る

そ
の
他
の

書
類

 

三
 
開
発
行

為
の

施
行
の
妨

げ
と
な
る
権
利
を

有
す
る
者

の
同
意

書
（

第
３
号
様

式
）

 

四
 
申
請
者

が
法

人
の
場
合

は
、
そ
の
登
記
簿

謄
本
及
び

定
款
等

、
法

人
で
な
い

団
体
の
場

合
は

、

代
表
者
氏
名
及
び

規
約
等
、

申
請
者
が
個
人
の

場
合
は
住

民
票

等
 

２
 

前
項
の
規
定

は
、

林
地
開
発

変
更
許
可
申
請
書

に
つ
い
て

準
用
す

る
。

 

３
 

振
興
局
長
は

、
申

請
者
か
ら

申
請
の
取
下
げ
の

申
し
出
が

あ
っ
た

場
合

は
、
速
や

か
に
受
理

し
、
部

長
に

報
告
す

る
も

の
と
す
る
。
た

だ
し

、
「
振
興
局

長
の
委
任

に
係

る
も
の

」
を
除
く

。
 

第
５

 
申

請
書

の
受
理

 

振
興

局
長

は
、
申

請
者

か
ら
法
第

１
０

条
の

２
第
１

項
の
許
可

に
係

る
申

請
が
あ

っ
た
場
合

は
、

第
４
に
掲

げ
る
書

類
を
確
認

し
、
形
式

上
の
要

件
に
適
合

し
て
い
る

と
き
は

、
こ
れ
を

受
理

す
る

も

の
と
す
る

。
 

 第
６

 
申

請
書

の
審
査

及
び

標
準
処
理

期
間

 

部
長

又
は

振
興
局

長
は

、
第
４
の

申
請

書
を

受
理
し

た
と
き
は

、
規

則
及

び
大
分

県
林
地
開

発
許

可
審
査
要

領
（
令

和
５
年
大

分
県
告
示

３
２
０

号
）
に
基

づ
き
、
林

地
開
発

許
可
申
請

審
査

表
（

第

４
号
様
式

。
以
下

「
審
査
表

」
と
い
う

。
）
に

よ
り
、
申

請
書
の
審

査
及
び

現
地
調
査

を
行

う
も

の

と
し
、
そ

の
取
扱

い
は
次
の

各
号
に
定

め
る
と

お
り
と
す

る
。

 

一
 

補
正

が
必
要

な
場

合
は
、
申

請
者

に
対

し
、
文

書
（
審
査

表
等

）
に

よ
り
補

正
内
容
を

指
示

す

る
も

の
と

す
る

。
た
だ

し
、
補
正

内
容

が
軽

微
な
場

合
は
口
頭

に
よ

り
指

示
す
る

こ
と

が
で

き

る
。

 

二
 

申
請

者
か
ら

前
号

に
よ
る
補

正
が

終
了

し
、
申

請
書
の
再

提
出

が
あ

っ
た
場

合
は
、
受

理
日

を

審
査

表
に

記
録

し
、
速

や
か
に
再

審
査

を
行

う
も
の

と
す
る
。

 

三
 

申
請

書
の
審

査
に

あ
た
っ
て

は
、

法
第

５
条
の

森
林
の
対

象
区

域
内

外
の
確

認
、
林
業

関
係

各

種
法

令
等

の
抵

触
及
び

補
助
金
返

還
の

要
否

等
に
つ

い
て
、
部

内
協

議
（

第
５
号

様
式

）
を

行

う
と

と
も

に
、

関
係
市

町
村
及
び

関
係

河
川

等
の
管

理
者
（
以

下
「

関
係

機
関
」

と
い

う
。

）

と
十

分
な

情
報

共
有
及

び
協
議
等

を
行

う
も

の
と
す

る
。

 

２
 

前
項

の
審

査
に
係

る
標

準
処
理
期

間
は

、
別

記
１
に

定
め
る
と

お
り
と

す
る

。
 

 第
７

 
関

係
機

関
へ
の

意
見

聴
取

 

振
興

局
長

は
、
第

６
の

規
定
に
よ

る
審

査
が

完
了
し

た
と
き
は

、
関

係
機

関
に
対

し
、
そ
れ

ぞ
れ

法
第
１
０

条
の
２

第
６
項
及

び
「
開
発

行
為
の

許
可
基
準

等
の
運
用

に
つ
い

て
（
令
和

４
年

１
１

月

１
５
日
付

け
４
林

整
治
第
１

１
８
８
号

林
野
庁

長
官
通
知

）
」
の
別

記
２
の

５
に
規
定

す
る

意
見

の

聴
取
（
第

６
号
様

式
）
を
行

う
も
の
と

し
、
当

該
関
係
機

関
あ
て
当

該
申
請

に
係
る
計

画
書

及
び

図

面
等
（
必

要
に
応

じ
抜
粋
し

た
資
料
）

を
提
供

す
る
も
の

と
す
る
。

 

２
 

前
項

の
規

定
に
よ

る
関

係
機
関
か

ら
の

意
見

書
の
提

出
が
あ
っ

た
場
合

は
、
当
該

意
見
書
の

内
容
を

精
査
し
、

法
第
１

０
条
の
２

第
２
項
各

号
と
関

連
の
あ
る

事
項
に
つ

い
て
は

、
申
請
者

に
対

し
第

６

の
規
定
に

よ
る
補

正
指
示
並

び
に
再
審

査
を
行

う
も
の
と

す
る

。
 

３
 

第
１

項
の

規
定
に

よ
る

意
見
聴
取

は
、

必
要

に
応
じ

部
長
も
行

う
こ
と

が
で
き
る

。
 

 

第
８

 
申

請
書

の
副
申

 

振
興

局
長

は
、
第

６
の

規
定
に
よ

る
現

地
調

査
及
び

審
査
が
完

了
し

た
と

き
は
、

申
請
書
に

林
地

開
発
許
可

審
査
調

書
（
第
７

号
様
式
）

及
び
振

興
局
長
の

意
見
書
並

び
に
第

７
の
規
定

に
よ

る
関

係

機
関
か
ら

の
意
見

書
を
添
付

し
て
、
部

長
に
副

申
す
る
も

の
と
す
る

。
た
だ

し
、
「
振

興
局

長
の

委

任
に
係
る

も
の
」

を
除
く
。

 

 第
９

 
許

可
の

適
否
の

決
定

 

部
長

又
は

振
興
局

長
は

、
第
６
の

規
定

に
よ

る
現
地

調
査
及
び

審
査

が
完

了
し
た

と
き
は
、

速
や
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か
に

許
可
の

適
否

を
決
定
す
る
も

の
と

す
る
。
た
だ

し
、
申
請

に
係

る
開
発

行
為
が
別

記
２

に
定

め

る
大

分
県
森

林
審

議
会
森
林
保
全

部
会

（
以
下
「
審

議
会
」
と

い
う

。
）
の

諮
問
基
準

に
該

当
す

る

場
合

は
、
審

議
会

に
諮
問
し
て
意

見
を

聴
取
し
た
う

え
で
、
許

可
の

適
否
を

決
定
す
る

も
の

と
す

る
。

な
お
、

振
興

局
長
に
お
け
る

許
可

の
適
否
の
決

定
に
あ
っ

て
は

、
「
振

興
局
長
の

委
任

に
係

る

も
の

」
に
限

る
。

 

２
 

法
第
１
０
条

の
２

第
１
項
の

規
定
に
基
づ
く
許

可
を
行
う

期
間
は

、
次

の
各
号
に

定
め
る
と

こ
ろ
に

よ
る

。
な
お

、
第

１
２
の
計
画
変

更
に

該
当
し
な
い

許
可
期
間

の
み

の
延
長

に
つ
い
て

は
、

規
則

第

１
４

条
に
規

定
す

る
林
地
開
発
行

為
期

間
延
長
届
出

書
に
よ
り

行
わ

せ
る
も

の
と
す
る

。
 

一
 
当
該
林

地
開

発
の
開
発

行
為
の
目
的
が
該

当
す
る
他

法
令
等

に
お

い
て
、
許

可
期
間
等

が
定

め

ら
れ
て
い
る
も
の

は
、
同
一

の
許
可
期
間
と
す

る
こ
と
を

標
準

と
す

る
。

 

二
 
前
号
に

該
当

し
な
い
も

の
は
、
５
年
以
内

を
標
準
と

す
る
。

 

 第
１

０
 
処
分
の

通
知

及
び
報
告
 

部
長
又
は
振

興
局

長
は
、
第

９
の
規
定
に
基
づ

き
、
許
可

処
分
を

決
定

し
た
と
き

は
、
規
則

第
５

条
に

規
定
す

る
指

令
書
に
別
記
３

に
定

め
る
許
可
条

件
を
付
し

て
申

請
者
あ

て
通
知
す

る
も

の
と

す

る
。

ま
た
、

不
許

可
処
分
を
決
定

し
た

と
き
は
指
令

書
（
第
８

号
様

式
）
に

よ
り
申
請

者
あ

て
通

知

す
る

も
の
と

す
る

。
 

２
 

部
長
又
は
振

興
局

長
は
、
前

項
の
通
知
を
し
た

と
き
は
、

林
地
開

発
許

可
台
帳
（

第
９
号
様

式
。
以

下
「

台
帳
」

と
い

う
。
）
を
整
備

す
る

と
と
も
に
、

年
度
ご
と

に
林

地
開
発

許
可
経
過

一
覧

表
（

第

１
０

号
様
式

。
以

下
「
経
過
表
」

と
い

う
。
）
を
作

成
し
て
、

申
請

か
ら
完

了
の
確
認

ま
で

の
経

過

を
記

録
し
、

保
存

す
る
も
の
と
す

る
。

 

３
 

部
長
は
、
第

１
項

の
通
知
を

し
た
と
き
は
、
指

令
書
及
び

台
帳
並

び
に

経
過
表
の

写
し
に
必

要
に
応

じ
、

関
係
書

類
（

補
正
指
示
に
よ

り
提

出
又
は
修
正

の
あ
っ
た

資
料

）
を
添

付
し
て
関

係
振

興
局

長

あ
て

通
知
す

る
も

の
と
す
る
。
 

４
 

振
興
局
長
は

、
第

１
項
の
通

知
を
し
た
と
き
は

、
指
令
書

及
び
台

帳
並

び
に
経
過

表
の
写
し

に
必
要

に
応

じ
、
関

係
書

類
（
申
請
書
か

ら
抜

粋
し
た
資
料

）
を
添
付

し
て

部
長
あ

て
報
告
す

る
も

の
と

す

る
。
 

５
 

振
興
局
長
は

、
第

９
の
規
定

に
基
づ
く
許
可
処

分
を
決
定

し
た
と

き
又

は
第
３
項

の
通
知
が

あ
っ
た

と
き

は
、
関

係
書

類
（
許
可
処
分

時
の

申
請
書
か
ら

抜
粋
し
た

資
料

）
を
添

付
し
て
当

該
開

発
区

域

を
所

管
す
る

市
町

村
長
に
通
知
す

る
も

の
と
す
る
。
 

 第
１

１
 
開
発
行

為
施

行
状
況
調

査
及
び
指
導
等
 

部
長
及
び
振

興
局

長
は
、
必

要
に
応
じ
規
則
第

１
６
条
に

規
定
す

る
開

発
行
為
施

行
状
況
調

査
を

行
う

と
と
も

に
、

開
発
行
為
の
適

正
な

履
行
を
確
保

す
る
た
め

必
要

が
あ
る

と
認
め
ら

れ
る

場
合

は
、

開
発
行

為
者

に
対
し
、
速
や

か
に

是
正
措
置
を

講
じ
る
よ

う
指

導
等
を

行
う
も
の

と
す

る
。

 

２
 

振
興
局
長
は

、
開

発
行
為
者

か
ら
規
則
第
７
条

及
び
第
８

条
並
び

に
第

１
１
条
か

ら
第
１
５

条
ま
で

の
規

定
に
基

づ
く

届
出
書
等
を
受

理
し

た
と
き
は
、

開
発
行
為

者
に

対
し
、

別
記
５
に

定
め

る
「

許

可
後

の
各
種

手
続

き
に
つ
い
て
」

に
よ

り
届
出
書
等

の
確
認
を

行
う

と
と
も

に
、
必
要

に
応

じ
て

現

地
調

査
を
行

い
、

届
出
書
等
の
内

容
及

び
添
付
書
類

等
に
不
備

が
な

い
場
合

は
、
部
長

に
進

達
す

る

も
の

と
す
る

。
 

第
１

２
 

開
発

行
為
の

計
画

変
更

 

部
長

又
は

振
興
局

長
は

、
開
発
行

為
者

か
ら

規
則
第

１
０
条
に

規
定

す
る

開
発
行

為
の
計
画

の
変

更
に
係
る

申
請
が

あ
り
、
次

の
各
号
に

掲
げ
る

内
容
に
該

当
す
る
場

合
（
以

下
「
重
要

な
変

更
」

と

い
う
。
）

は
、
変

更
許
可
の

手
続
き
を

行
う
こ

と
と
し
、

第
４
か
ら

第
１
０

の
規
定
を

準
用

す
る

も

の
と
す
る

。
ま
た

、
重
要
な

変
更
に
該

当
し
な

い
場
合
は

、
開
発
行

為
者
に

対
し
、
指

示
・

承
諾

・

協
議
書
（

第
１
１

号
様
式
）

に
よ
り
、

変
更
協

議
等
の
手

続
き
を
行

わ
せ
る

も
の
と
す

る
。

 

一
 

開
発

目
的
を

変
更

す
る
場
合

 

二
 

開
発

計
画
（

工
区

・
流
域
等

又
は

重
要

な
防
災

施
設
等
）

を
著

し
く

変
更
す

る
場

合
 

三
 

開
発

区
域
の

面
積

が
１
ヘ
ク

タ
－

ル
以

上
増
加

す
る
場
合

 

な
お

、
開

発
区

域
に
か

か
る
面
積

の
増

減
を

合
算
し

た
合

計
が
１
ヘ

ク
タ

ー
ル
未

満
の

場
合

で
あ

っ
て

も
、

新
た
に

残
置
森
林

区
域

等
の

開
発
区

域
以
外
を

１
ヘ

ク
タ

ー
ル
以

上
開

発
す

る

場
合

は
、

こ
れ

に
該
当

す
る
も
の

と
す

る
。

 

２
 

部
長

又
は

振
興
局

長
は

、
規
則
第

１
４

条
に

規
定
す

る
林
地
開

発
行
為

期
間
延
長

届
出
書
を

受
理
し

た
と
き
は

、
林
地

開
発
行
為

期
間
延
長

届
出
書

の
受
理
通

知
書
（
第

１
２
号

様
式
）
に

よ
り

開
発

行

為
者
あ
て

通
知
す

る
も
の
と

す
る

。
 

 第
１

３
 

開
発

行
為
の

完
了

の
確

認
 

部
長

又
は

振
興
局

長
は

、
規
則
第

９
条

に
規

定
す
る

開
発
行
為

に
係

る
完

了
の
確

認
（
以
下

「
完

了
の
確
認

」
と
い

う
。
）
を

行
う
場
合

は
、
次

に
よ
る
も

の
と
す
る

。
な
お

、
振
興
局

長
が

行
う

完

了
の
確
認

に
あ
っ

て
は
、
「

振
興
局
長

の
委
任

に
係
る
も

の
」
に
限

る
。

 

一
 

完
了

の
確
認

の
区

分
は
、
次

の
イ

、
ロ

及
び
ハ

と
す
る
。

 

イ
 

完
了

確
認

は
、
開

発
区
域
の

全
体

が
完

了
し
た

場
合
と
す

る
（

以
下

「
完
了

確
認

」
と

い

う
。

）
。

 

ま
た

、
施

行
か
ら

効
果
を
発

揮
す

る
ま

で
に
時

間
を
要
す

る
緑

化
等

の
措
置

に
つ

い
て
は
、

法
面

緑
化

の
生
育

判
定
基
準

（
土
木
工

事
共
通

仕
様
書
【

大
分
県
土

木
建
築

部
・
大
分

県
農

林

水
産

部
】

）
等
に

よ
り
、
経

過
観
察
を

行
っ
た

う
え
で
完

了
の
確
認

を
行
う

こ
と
が
で

き
る

も

の
と

す
る

。
 

ロ
 

部
分

完
了

確
認
は

、
開
発
区

域
が

あ
ら

か
じ
め

道
路
や
流

域
等

で
工

区
等
の

区
域

区
分
が
な

さ
れ

て
お

り
、

そ
の
工

区
等
の
区

域
内

の
全

部
が
完

了
し

た
場
合
と

す
る

（
以
下

「
部

分
完

了

確
認

」
と

い
う

。
）
。

 
な

お
、
緑

化
等
の

経
過
観
察

を
行

う
場

合
は
、

緑
化
等
の

措
置

を
除

い
た
部

分
完

了
確
認
に

よ
り

完
了

の
確
認

を
行
う
も

の
と
す
る

。
 

 
 

 
ハ

 
防

災
施
設

設
置

確
認
は
、

開
発

行
為

に
先
行

し
施
行
さ

れ
た
防

災
施
設
等

が
完
了
し

た
場
合

と
す

る
（

以
下
「

防
災
施
設

設
置
確
認

」
と
い

う
。
）
。

な
お
、
各

工
区
等

の
区
域
内

に
お

け

る
造

成
等

に
つ
い

て
は
、
防

災
施
設
設

置
確
認

が
終
了
し

な
け
れ
ば

次
の
工

程
に
進
む

こ
と

は

で
き

な
い

も
の
と

す
る

。
 

二
 

部
長

は
、
必

要
に

応
じ
完
了

の
確

認
を

振
興
局

長
に
依
頼

す
る

こ
と

が
で
き

る
。

 

三
 

完
了

の
確
認

は
、

別
記
４
に

定
め

る
「

完
了
の

確
認
に
つ

い
て

」
に

よ
り
行

う
も
の
と

し
、

完

了
の

確
認

の
終

了
後
は

、
完
了
確

認
及

び
部

分
完
了

確
認
に
あ

っ
て

は
、

林
地
開

発
行

為
完

了

確
認

調
書

（
第

１
３
号

様
式
）
を

作
成

す
る

も
の
と

す
る
。
ま

た
、

防
災

施
設
設

置
確

認
に

あ
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っ
て
は
、
指
示
・

承
諾
・
協

議
書
に
よ
り
行
う

も
の
と
す

る
。

 

四
 
部
長
又

は
振

興
局
長
は

、
完
了
の
確
認
の

結
果
、
修

補
等
の

必
要

が
あ
る
と

認
め
ら
れ

る
場

合

に
は
、
修
補
等
指

示
書
（
第

１
４
号
様
式
）
に

よ
り
開
発

行
為

者
に

通
知

す
る
も

の
と

す
る

。

た
だ
し
、
修
補
等

の
内
容
が

軽
微
な
場
合
は
口

頭
に
よ
り

指
示

す
る

こ
と

が
で
き

る
。

 

五
 
部
長
又

は
振

興
局
長
は

、
開
発
行
為
者
か

ら
前
号
に

係
る
修

補
等

の
完
了
の

報
告
が
あ

っ
た

場

合
は
、
第
一
号
か

ら
第
三
号

ま
で
の
規
定
を
準

用
し
、
速

や
か

に
完

了
の

確
認
を

行
う

も
の

と

す
る
。

 

六
 
部
長
又

は
振

興
局
長
は

、
完
了
の
確
認
の

結
果
、
当

該
開
発

行
為

が
許
可
の

内
容
及
び

許
可

条

件
に
適
合
し
て
い

る
と
認
め

ら
れ
た
場
合
は
、

開
発
行
為

者
及

び
関

係
市

町
村
長

あ
て

、
当

該

確
認
の
結
果
を
林

地
開
発
行

為
完
了
（
部
分
完

了
）
確
認

結
果

通
知

書
（

第
１
５

号
様

式
）

に

よ
り
通
知
す
る
も

の
と
す
る

。
な
お
、
当
該
通

知
に
つ
い

て
は

、
口

頭
に

よ
り
行

う
こ

と
が

で

き
る
。
ま
た
、
振

興
局
長
に

お
け
る
完
了
の
確

認
の
結
果

の
通

知
に

あ
っ

て
は
、

「
振

興
局

長

の
委
任
に
係
る
も

の
」
に
限

る
。
 

七
 
部
長
又

は
振

興
局
長
は

、
開
発
行
為
者
か

ら
当
該
開

発
行
為

の
完

了
の
確
認

に
係
る
証

明
書

の

交
付
を
求
め
ら
れ

た
場
合
は

、
林
地
開
発
行
為

完
了
確
認

証
明

申
請

書
（

第
１
６

号
様

式
）

に

よ
り
行
う
も
の
と

す
る
。
 

 第
１

４
 
営
業
行

為
の

開
始
時
期
 

開
発
行
為
者

は
、

林
地
の
一

時
利
用
で
あ
る
土

石
等
の
採

掘
行
為

を
除

き
、
第
１

３
の
一
号

に
規

定
す

る
い
ず

れ
か

の
完
了
の
確
認

を
受

け
た
後
で
な

け
れ
ば
、

営
業

行
為
を

行
う
こ
と

は
で

き
な

い

も
の

と
す
る

。
 

 第
１

５
 
許
可
制

度
の

適
用
の
な

い
開
発
行
為
［
連

絡
調
整
］
 

法
第
１
０
条

の
２

第
１
項
第

１
号
か
ら
第
３
号

に
規
定
す

る
許
可

を
要

し
な
い
開

発
行
為
を

行
お

う
と

す
る
者

（
以

下
「
地
方
公
共

団
体

等
」
と
い
う

。
）
は
、

林
地

開
発
行

為
報
告
書

（
第

１
７

号

様
式

）
に
位

置
図

、
林
地
開
発
計

画
書

（
第
１
８
号

様
式
）
に

必
要

な
図
書

を
添
付
し

、
開

発
対

象

区
域

を
所
管

す
る

振
興
局
長
に
提

出
す

る
と
と
も
に

、
当
該
開

発
行

為
に
係

る
協
議
（

以
下

「
連

絡

調
整

」
と
い

う
。

）
を
行
う
も
の

と
す

る
。
 

２
 

振
興
局
長
は

、
林

地
開
発
行

為
報
告
書
を
受
理

し
た
と
き

は
、
速

や
か

に
規
則
第

４
条
に
規

定
す
る

審
査

（
第
５

の
規

定
を
準
用
）
を

行
う

と
と
も
に
、

当
該
連
絡

調
整

を
了
し

た
と
き
は

、
林

地
開

発

行
為

（
連
絡

調
整

）
結
果
通
知
書

（
第

１
９
号
様
式

）
に
よ
り

、
地

方
公
共

団
体
等
あ

て
通

知
す

る

も
の

と
す
る

。
 

３
 

振
興
局
長
は

、
前

項
の
通
知

を
し
た
と
き
は
、

当
該
通
知

書
の
写

し
に

第
１
項
の

関
係
書
類

を
添
え

て
、

速
や
か

に
部

長
あ
て
報
告
す

る
も

の
と
す
る
。
 

４
 

規
則
第
７
条

及
び

第
８
条
の

規
定
は
、
第
１
項

の
連
絡
調

整
に
お

い
て

準
用
す
る

。
ま
た
、

規
則
第

１
０

条
、
第

１
２

条
及
び
第
１
４

条
の

規
定
に
つ
い

て
も
、
当

該
連

絡
調
整

に
お
い
て

該
当

が
あ

る

場
合

は
、
こ

れ
を

準
用
す
る
。
 

 

附
 
 
則
 

こ
の

細
則
は

、
令

和
６
年
４
月
１

日
か

ら
適
用
す
る
。
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